
第11節 植物バイテクに関する試験研究

1.研究の変遷

国は、昭和59年をバイテク元年とし、農林水産技 

術会議バイテク室を新設、試験研究の大きな柱とし 

て位置づけた。これに対応して、全国各ブロックで 

地域バイオテクノロジー懇談会が開催された。関東 

地域においては、昭和59年に第一回関東地域バイオ 

テクノロジー懇談会が開催 された。また、平成元年 

に第一回関東東海地城生物工学研究会が開催 さ れた。

東京都では、昭和60年4月25日に第一回農林水産関 

係バイオテクノロジー検討会が, 開催され、各場所に 

おける試験研究計画や、試験研究計画に基づく人材 

養成並びに施設等の整備について検討した。バイオ 

テクノロジーへの今後の対応としては、第一期(昭 

和61～65年)；栄養系植物の培養、多量増殖実用化、 

人材養成、施設整備、第二期(昭和65〜75年): 育 

種に関する基礎的技術の確立、第三期 (昭和75年 

〜)；DNAffiみ換え、細胞融合等による技術開発と 

計画している。昭和60年5月 29 日 に第二回農林水産関 

係バイオテクノロジー検討会が開催され、昭和61年 

度事業化の具体的計画の検討が行われた。

昭和61年4月17日に第一回東京都バイオテクノ ロ 

ジー推進懇談会が開催 された。この設置趣旨は "地 

域特産物の開発や生産効率の向上により大都市と調 

和した東京の農林水産業の育成を図るため、バイオ 

テクノロジーの実用化にかかわる研究のあり方等に 

ついて検討する。とされており、学識経験者、産 

業界、関係行政機関で構成 された。同年12月の第六 

回懇談会では、“東京都におけるバイオテクノロジー 

研究開発のありかた”の提言が提出された。東京都に 

おける研究目標について、農業関係に関してはここで 

次のよう に述べ られている。"東京都にお け る 農業は、 

土地生産性が高く、都市型の企業的農業へと進むこと 

が期待されている。東京都の農業は者泯が要望する農 

産物を生産すると同時に、都民の生活と調和 し、他の 

産業とも共存できるものでなければならない。都民は 

農業に対し新鮮な食料の供給を期待するとともに、東 

京都を花と緑に満ちた都市とすることを望んでいる"。

植物バイ テクの取り組むべき研究課題について

は、次の四点を揚げている。

(1) 有用形質導入による地域適合優良品種の育成

細胞融合、組み換えDNA技術により形質転換を 

はかり、園芸植物などの矮化品種による管理労力 

の削減と観賞植物化、ならびに味、かおり、栄養 

価の高い野菜、果樹などの育成など、東京都に適 

合した優良品種、新資源の作出を目標とする。

(2) 組織培養による優良種苗の大量増殖技術の

開発

ウイルスは代表的な難防除病害であり、栄養繁 

殖系作物の茎頂培養による無病化をはかる。また 

園芸植物および材木を中心とした有用植物の大量 

増殖技術は、優良種苗を短期間に普及する不可欠 

の手法となる。

(3)葯培養、胚培養など細胞培養の利用法の開 

発と品種改良

葯培養により品種の固定化をはかり、育種年限 

を短縮させる。また胚培養による種間交雑で新品 

種を作出し、耐病性、良質多収などを目標とする。

(4) 遺伝資源の収集、評価、維持

東京都は、わが国の園芸の発祥地の一つであり、 

優れた園芸品種が多い。また伊豆諸島、小笠原諸 

島に豊富な観賞植物および固有種がある。これら 

の貴重な植物を遺伝資源として収集、保持するこ 

とが必要である。この収集 •維持にあたり、細胞 

レベルによる保存法を開発する。

農業試験場内においては、昭和60年5月17日に農 

試バイテク打合会が開催され、農試バイテク推進 

研究者会議の設置が検討された。同年6月11日には、 

農試バイテク推進研究者会議において、61年度予 

算に向けた課題、実施体制、増殖部門 (事業化) 

のありかた、施設備品などについて討議が行われ 

た。これを踏まえて、バイテクとしての61年度研 

究課題および予算が設定された。担当研究員は、 

害虫総合防除0.6人、野菜0.6人、花き0.3人、病理
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0.3人による合計1.8人の全研究員兼務体制で始ま っ 

た。

62 年度には、課題が"バイオテクノロジー開発 

研究" という形で独立し、専任の担当研究員が採 

用された。その後の2年間でさらに二人の担当研究 

員が採用され、平成元年には三人体制となった。

植物バイテクの62年度課題は、"1. 栄養繁殖系 

作物の無病苗作出と大量増殖技術の確立、2.遺伝 

資源の収集 • 評価 • 維持” であった。63年度には、 

“イ チゴウイルス フリー苗の増殖、配付" が課題化 

された。平成元年度には、“胚培養の育種的利用”、 

平成2年度には、“細胞融合の育種的利用”が課題 

化された。平成6年度には、"ワケネギウイルスフ 

リー苗の作出•増殖•配付”の課題を設けた。ま 

た、胚培養と細胞融合の内容を整理し、“組織培養 

系を用いた中間母本・新系統の育成" の課題に改 

変した。平成9年度には、“栄養繁殖系作物の無病 

苗作出と大量増殖技術の確立”、“イチゴウイルス 

フリー苗の増殖・配付"、"ワケネギウイルスフリ 

一苗の作出•増殖•配付”の三課題について整理 

し、"東京特産作物の優良種苗の作出 • 維持 • 配付” 

の課題に改変した。また、"特産園芸作物における 

突然変興誘導法、遺伝子組み換え技術の開発” を 

課題化した。平成10年度からは、課題全体の組み 

換えに伴い、植物バイテクの課題は、“優良品種の 

導入、育成、増殖、配付”の大課題の中の“イチ 

ゴ、ワケネギなどのウイルスフリー苗の作出”と 

“遺伝資源の収集、評価、保存”の二つの中課題お 

よび“植物バイテク技術の開発および利用”の中 

課題“特産園芸作物における突然変異誘導法の開 

発"、"遺伝子細み換えに利用する有用遺伝子の検 

索、単離および導入法の開発”、“組織培養系を用 

いた中間母本、新系統の育成”となった。

2. 主な業績

(1) ウイルスフリー苗の作出

①イ チ ゴ生産安定化に関する 試験

(昭和51〜62年度)

都内イチゴ栽培農家の経営安定のために、優 

良フリー苗の増殖、配付を行う。

a.組織培養によるウイルスフリー株の育成、

配付

ダナー、宝交早生のランナー先端部の生長点 

近傍組織を0.2〜0.5mm程度の大きさに切断し、培 

養 した。配付事業は53年から開始した。

b. ウイルス病の汚染状況調査

都下における主要栽培品種についてウイルス 

病汚染状況を調査したところ、SMV、SMYEV、 

SCVが検出され、多くの場合重複感染がおこって 

いた。継続栽培 した場合、3～4年後にはウイル 

スフリ ー株の価値はほとんど消失していた。

c.ウイルスフリー株の生産力および生育特性

フリー株は、都内栽培株より生育が良好で、 

収量が2.2～2.4倍の多収傾向を示した。生育は、 

ダナー、宝交早生ともに無隔離3年株で衰えが著 

しくなったが、収量の低下は、ダナーで3年株、 

宝交早生はこれより早く、2年株でみられた。ウ 

イルスフリー株による安定した生産をあげるに 

は無隔離2年 (3作目) まで利用するのが適当と 

思われた。

施肥量に関しては、標準施肥量である窒素2kg 
が生育・収量からみて適量と考えられ、室素4kg 
になると減収した。また、多窒素施用区になる 

ほど前期収量が少ない傾向がみられた。

耕植密度に関しては、ダナーは2条植で株間25 
cmが最も収量が多く、1果重も重くなった。宝交 

早生は、3条植で可販果率、全体収量も低下し、 

ダナーよりも裁植密度の影響が出やすく、2、3 
条植とも株間 25cm で収量、品質とも向上した。

ほ場の有効利用、生産安定等を目的として、 

春期定植について検討した結果、8月仮植•小 

苗• 3月5日定植区が生育•収量で最も優れてい 

たが、慣行栽培と比較して、平均一果重がやや 

小さく、可販果収量が20%減となった。

d. 各種資材によるウイルス病汚染防止

アブラムシ伝搬性のイチゴウイルス病に対し 

て各種資材を利用して4年間汚染防止効果を検討 

した。その結果、4作目で裸地区は100%汚染し 

たのに対して、ムシコンマルチ、銀黒マルチ、 

SB-1(シルバー)、PB-5 (パール)区は20～30% 
の汚染であった。(研速 昭和51、53、56、57) 
(年報昭52～61)
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②イチゴウイルスフリー苗の増殖、配付

(昭和63年度〜)

都内いちご栽培農家の経営安定のために、優 

良フリー苗の増殖、配付を行う。

a. 組織培養によ る ウイルス フリー株の育成、 

配付

ダナー、宝交早生について、生長点培養を行っ 

てウイルスフリー苗を作出•増殖し、生産組合等 

に配付した。なお、昭和53〜59年度配付では、ダ 

ナー の 配付数 が宝交早生より かなり 多かった が、 

60年度にはほほ同程度になり、62年度以降は逆転 

して平成5年度以降には、宝交早生の配付数がダ 

ナーのそれを倍以上上回るようになった。(年報 

昭63〜平9)
③ワケネギのウイルスフリー苗作出

(昭和63年度〜)

収量および品質の向上を図る。

a.ウイ ルス フ リ ー苗の作出 • 配付

ワケネギの生長点を摘出し、オーキシンとサ 

イ トカイニンを含む1/2MS埼地で培養したとこ 

ろ、BA2.0rg/、NAA0.2mg/1を加えた培地で茎葉 

展開が著しかった。発根については、kinl.omg/、 

NAA0.5ng/1を加えることにより、太い根を誘導 

することができた。さらに、継代するときに株 

を小分けにすること が発根促進によいこ とがわ 

かった。また、4000ルクスよりも20000ルクスの 

方が太い根を誘導する ことができ、水浸状個体 

の発生を抑えることもできた。

得られた培養苗は、平成元年度に江戸川分場 

に送付 し、生産力検定を経て、2年度より配付を 

行った。(研速 昭63、年報 昭63～平10)
④ブーバルジアのウイルスフリー苗作出

(昭和60年〜)

ウイルス症状による生育不良や奇形花の発生 

がみられることから、無病苗の作出 を行う。

a. ウイルス フリー苗の作出 •配付

BA1.0ppm、NAAO.O1ppmを加えたMS培地に茎 

頂を置床し茎葉を伸長させた。次にNAA1.0ppm 
を含む培地に移植し、発根させた。"ホワイ トハ 

イブリダ”と“チェリーピンク”の2品種の茎頂 

培養苗を作出し、エライザ法によりウイルス検 

定を行った。これらのウイルスフリー苗は大島 

園芸技術センターに送付し、増殖後生産団体に 

配付された。

変異検定を行った結果、ほとんどの個体で栄 

養生長期の葉や生長点部に黄斑状の脱色が生じ 

ていた。これらは、花芽形成時期には回復した 

が、一部に痕跡が残る個体があった。これらは 

奇形花をともなうものもあった。この症状はウ 

イルスによるものではないことがウイルス検定 

の結果証明された。(研速 昭61、62) (年報 

昭61〜平元)

⑤ブドウ "高尾" のウイルス フリー個体の作出 

(昭和63年度〜)

当場育成品種ブドウ 高尾" の無病個体を作 

出し、収量および品質の向上を図る。

a. ウイルス フリー苗の作出 •配付

・高尾" の茎頂を切り出し、巨峰用培地に置 

床、緑化肥大後IAA0.2、BA1.0、kin0.5、アデニ 

ン4.0ppmを添加した1/2MS培地に移植し、葉を 

分化させた。これをBA0.1〜0.5、NAA0.01～0.1ま 

た はIBA0.01 〜O.lppmを組み合わせて添加 し た 

1/2MS培地 に移植 したところ 茎葉 が伸長 し た . 

NAAO.1ppmのペーパーウィック培地上で良好な 

発根がみられた。台木用品種(テレキ5BB、リパ 

リ ア ・ルペス トリ ス3309、同101-14) の生長点 を 

切り出し、BA1.0ppmの1/2MS培地に置床した 

ところ良好に生長した。作出した培養苗につい 

てエライザ法によりウイルス検定を行い、無病 

化が確認できた個体を果樹研究室に渡した。(年

報昭63～平5)
b. ウイルス フリー苗試験管内凍結保存技術の 

確立

培養茎頂をアルギン酸カルシウムビーズに包 

埋し、糖を1.2M、アブシジン酸(ABA) を 

lOppmまで漸次増加させたところ、液体窒素中へ 

の保存後の生存率は36%であった。(年報 平6、 

7)
⑥サトイモフリー化(平成5年〜)

サトイモの茎長培養等により、ウイルスフリー 

の個体を作出する ととも に、優良系統を増殖する。

a.生長点培養苗の作出

BAを1mg/4、2,4-Dを1mg/2添加したMSﾡ 
地が適していた。芽条の増殖条件は、l~2mg/C
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のBAを添加した1/2MS培地が適していた。生長 

点培養後の発根や生長促進にはホルモンフリー 

の1/3MS培地が適していた。生長点培養由来の 

再生体の特性を非培養個体と比較 した ところ、 

生育速度や形態の点では差が認められなかった。 

(年報 平 6～8)
⑦サッマイモ培養系統の作出(平成7年度〜) 

生長点培養により、優良系統の作出、増殖を図る。

a. 生長点培養苗の作出

"金時" ではBAO.2Ppmを加えたMS培地、“ベ 

ニアズマ”ではBA2Ppmを加えたMS培地が生育 

促進に効果が あった。培養苗は試験配付 を行っ た。 

(年報 平7-10)
⑧ニホンナシの生長点培養

収益性の高い品種について、生長点培養によ 

る品質向上を図る。

a.生長点培養における培地の窒素源の影響

ナシの生長点培養では、アンモニア態窒素が 

必須であること、グルタミンはアンモニア態窒 

素の代替とならないこと、グルタミンの効果は、 

必須であるアンモニア 態窒素 と 併用 し た場合で 

ないと確認できないこと、が明らかになった。

⑨ワサビのウイルスフリー苗作出

(平成9年度〜)

生長点培養により、優良系統の作出、増殖を図る。 

a.生長点培養苗の作出

生長点部分をBAlppm添加1/2MS培地で培養 

し、植物体を得た。1/2または1/4MSゲルライ 

ト培地に継代したところ、発根、茎葉伸長した。 

(年報 平10)

(2) 大量増殖技術の確立

①ウド優良系統の大量増殖(昭和57年〜)

ウド優良系統の効率的、省力的な大量増殖法 

を開発する。

a. 器官培養によ る増殖法

茎頂からは、苗条原基やマルチプルシュートは 

得られなかった。葉柄からは NAA2、BA2ppmま 

たは2,4-D2、BA2ppmの場合にカルスが増殖した。 

展開葉では、1/2MS、0.2Mシュークロース、0.5 
～1.0ppm2,4-Dの培地で不定ﾡ形成が良好であっ 

た。品種としては、"都"、"北系10" が良好であ 

った。(研速 平元、年報 昭61～平2)
b. 不定胚利用によ る ウドクローン苗の作出

裏ごし操作を加えた細胞塊から不定胚を誘導 

する場合の培養密度は20滅の培地あた り10u0の 

細胞塊とすることが適当であり、濾過滅菌した 

液体培地で回転培養す ることにより 1mの細胞塊 

から5万個程度の不定胚を誘導することができ 

た。ロックウール培地を利用することによって 

効率的にウドクローン苗の順化ができた。(研報 

告27号1997)(レポート平5) 
②レザーファンの大量増殖法 (昭和60年〜)

八丈島特産の レザー ファ ンの優良系統について 

大量増殖法を開発し、切葉生産の振興をはかる。 

a. 多芽体の形成

根茎先端部 を 抗生物質、70%エ タノール、ァン 

チホルミンで順次殺菌し、BA1.0ppmを含む1/ 
8Ms 培地 に置床 したところ 多芽体が形成 さ れた。 

多芽体をホルモンフリーの培地に移すと茎葉が 

伸長した。

b.多芽球体の増殖

多芽体をBA0.5~l.Oppmの1/2MS液体培地に 

移し、回転培養すると培養開始6ヶ月後に多芽球 

体が分離、増殖し始める。多芽球体を中間増殖 

体とした増殖系では一つの生長点部から500～ 
1000以上の多芽球体を得ることができた。多芽 

球体をホルモンフリ ーの培地に移植すると茎葉 

展開した。(研報告 24 号 1992) (研速 昭63、 

平元)

③シクラメ ン優良系統の大量増殖法

(平成元年〜)

採種用優良系統を増殖するための大量増殖法 

を開発する。

a. 不定芽誘導法

葯基部を修正 MS、BA1.0、NAA0.4、アデニン 

100ppm添加培地に置床したところ80%の個体で 

カルスを経て不定芽が誘導された。発芽後3 ヶ 月 

以内の若い葉•葉柄•塊茎を培養した場合は、 

組織片から直接不定芽が生じた。(研速 Y元～ 

4)
b. 不定胚誘導法

葉・根・ 約をLS、kino.1ppm、シ ョ 糖 5～6% に 

高濃度の2,4-Dを添加 した培地に置床 したところ
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不定胚または塊茎様体が形成された。不定胚は 

誘導効率は低かったが、誘導後の増殖効率が高 

かった。葉長別、培養部位別に塊茎様体形成率 

を検討した結果、葉長が大きくなるに従い、塊 

茎様体の形成率が低下し、また塊茎様体形成部 

位が葉身周辺部に片寄る傾向が認められた。(研 

報告24号1992)
④フリージア育成品種の大量増殖法

(平成元年〜)

八丈島園芸技術セ ン ターで育成した新品種の 

大量増殖法を開発する。

a.花芽からの増殖

分化直後の花芽 を BA3Ppm、IAA0.1ppmのMS 
培地でカルス化させ、生じたカルスをホルモン 

フリーのMS 培地に移した ところ、1株の花芽か 

ら 19～62 個体の再生植物体が得 ら れた。

b. 球茎からの増殖

球茎からのカルス形成はBA1lppm、2,4-Dおよ 

び NAAO.5Ppm の MS 培地で最も 多かった。この球 

茎由来カルス か ら も 多数の再生植物が得 ら れた。 

またこの場合、球茎を培地に埋め込まずに置床 

した区でのカルス形成が優れていた。1年間の増 

殖率が ローズマリー では 221 倍、 ラインベ 

ルトゴールデンイエロー では 383倍であった。 

(研速 平元〜5)(年報 平元〜6)

(3) 種間雑種の育成

①コマッナ耐病性系統の育成(平成元年〜)

コマツナ と キャベツ の種間雑種 を作出し、菱 

黄病抵抗性 コマ ツナ 中 間母本 を育成する。

a. 胚培養によ る種間雑種作出

萎黄病抵抗性キャベッ2品種とコマツナ3品種 

とを正逆交配した。キャベツを母本に用いた場 

合は総じて着莢率が減少したが、交配前に頂花 

芽を取り除き、交配1〜2日後に追加受粉するこ 

とにより着莢率が向上した。キャベツを母本に 

用いたものでは約20日後に胚または胚種を摘出 

して培養を行い、コマッナを母本に用いたもの 

では約5日後に子房培養し、その後胚種を摘出し 

て培養した。

アイソザイムの電気泳動パターンより培養植 

物10個体の雑種性が確認された。雑種は両親の 

中間の形態を示していたが、草勢や葉形は多様 

であった。雑種個体にコマツナを戻し交雑し、 

得られた次代個体の萎黄病検定により抵抗性個 

体を選抜した。

3回戻 し交雑 し た抵抗性個体の染色体は2n=20 
〜 24 と 多様であったが、このうち13個体は2n= 
20でありコマッナ核復帰型と判断された。酸性 

フォスファターゼアイソザイムパター ンと核型 

の比較から、染色体の転座が生じていることが 

示唆された。

核復帰型個体の自家受精や戻し交雑を行い萎 

黄病検定したところ、一部の系統で高い耐性を 

示したものの、理論比には合致せず、変更遺伝 

子の存在等によるなんらかの修正が生じている 

と推察 された。(研速 平2、平6、平10) (年報 

平元〜10)
b. 細胞融合によ る種間雑種作出

コマツナ ’新黒水菜’ と せいせん7号、キャ 

ベッ’ルビーボール'を材料として細胞融合条件 

の確立を図った。それぞれプロトプラストを単離 

し、コマツナ、キャベッ間で電気的に細胞融合を 

行った。アガロースゲル包埋法を用い、1/2MS 
培地 を基本にし、NHNO,含有量とホルモン組成 

を検討した結果、細胞分裂が最も良好な条件が明 

らかになった。継代用液体培地は 1/2MS基本培 

地とKM基本培地を半分ずつくわえkin0.5mg/2 
と 2,4-D0.5mg/ 2 を 添加 し た 培地 が適していた。 

継代周期は1週間毎が適していた。BAlmg/2 を 

含む1/2MS培地で再生が認められた。

コマ ツナ ’みすぎ' と キャベツ YR錦秋'、 

YR金春1 を用いて電気融合法に よる細胞融合を 

行い、体細胞雑種を得た。開花した個体はいず 

れも6x以上の高次倍数体であった。これらの個 

体とコマッナの間で戻し交雑を行った。この結 

果1系統のみ花粉稔性•種子稔性が良好で次代植 

物が得られた。

反復戻し交雑系BC2系統にコマッナを交配し、 

33の交雑組合せのうち18組合せから種子 (BC3) 
を得た。発芽 したBC3実生について萎黄病検定 し、 

抵抗性個体を中心に形態も考慮して52個体をー 

次選抜した。一次選抜した個体の染色体を調べ 

たところ、未だ異数性が高いことが判明した。
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高次異数体は、低次異数体に比べて出蕾までの 

日数や到花日数が長くなる傾向がみられた。(研 

速 平2、3. 6) (年報 平2〜9) 
②シクラメン新系統の作出 (平成2年〜) 
シクラメン栽培種に芳香性、耐暑性、花や葉 

の形態上の新奇性 な ど を導入す ることを目的と 

し、シクラメン種間雑種を作出して育種素材と 

して利用できる中間母本を育成する。

a.シクラメン種間雑種の育成

栽培品種に原種の花粉を受粉し、交配後21日 

目の胚珠を胎座ごと無菌的に摘出し、25C暗黒 

下で培養した。根端を0.05%コルヒチン溶液に3 
時間浸せき後、ファーマー液にて固定、フォイ 

ルゲン染色後押しつぶし法で染色体の観察を行 

った。 その結果C.libanoticum、C.africanum、 

C.purpurascens、 C.hederiforium、 C.repandum、 

C.rohlfsianum、Cgreacumの花粉を用いた場合に 

栽培品種との種間雑種を得ることができた。

C.rohlfsianumとの種間雑種は、葉がやや柏葉 

状になり、花粉親の特徴が導入できた。また花 

粉稔性、種子稔性ともに高かった。葯を2,4-Dを 

含む培地 に 置床 し 25℃ 暗黒条件で培養 したとこ 

ろエンブリオジェニックカルスが発生した。こ 

れをホルモンフリ ーの培地に移植したとこ ろ 不 

定胚を形成し、2次胚を形成しながら発根と茎葉 

の展開がおこ り 再分化個体が得 ら れた。

C.libanoticumとの種間雑種は、濃いピンクの 

花弁 と 無斑の濃緑色の葉 を も つ個体が得 られた。 

葯を培養したところ、1年を経過して不定胚の形 

成がみられた。葯基部をBAを含む培地に置床し 

25C暗黒条件で培養したところ、約 6 ヶ月後に発 

根、茎葉展開が確認された。(育雑 1994) (レ 

ポート 平 4) (研報告 27 号 1997) 
b.芳香性シクラメンの育成

C.purpurascens と の種間雑種は、芳香性を有 し 

ていた。芳香成分は、へッ ドスペースガスをテナ 

ックスに吸着させジエチルエーテルで抽出 ・ 濃 

縮したものを分析に供試した。栽培種の主成分 

はセスキテルペン系炭化水素であった。 

C.purpurascensの主成分はモ ノテルペンアルコー 

ル類のシトロネロール等であった。種間雑種は、 

モノテルペンアルコールのテルピネオールやセ 

スキテルペンアルコールのファルネソールであ 

った。種間雑種に導入された成分のうち特に芳 

香性に関与する ものは、ジヒドロファルネソー 

ルやメ チルエステルであっ た。

Cpurpurascensの花弁 と 葯 を溶媒抽出法に よ り 

分析した ところ、花弁にはジヒ ドロフ アルネ ソ 

ール、シトロネロール等、葯にはエステルやラ 

ク ト ン類が含まれていることが明らかになった。 

開花前にはヘキサンに抽出される形態では香気 

成分は存在しないことが明らかになった。

自 然倍化 により 得 ら れた種間雑種複二倍体は、 

花粉が形成されることによりエステル類を多く 

生産するようになった。

種間雑種の 雑種性判別 を RAPD 法 を用いて行っ 

た 結果、C.persicum、C.purpurascens、種間雑種 

を判別できるRAPDマーカーが特定できた。

種間雑種の葉柄切片をTDZを含む培地に置床 

したところ、供試したほとんどの種間雑種の切 

片からシュートを誘導することができた。(育雑 

1995、1996) (育雑 1999) (レポート 平8、9)

(4)遺伝子導入法の開発および有用遺伝子の検 

索•単離

①シクラメン芳香性遺伝子の検索、単離、導入 

(平成9年〜)

.シクラメンに新規芳香性を導入する。

a.芳香性遺伝子検索•単離

シクラメ ン原種18種について香気成分を分析し 

た。C.purpurascens、C.cyprium、C.pseudibericum、 

C.repandum、 C.clicium、 C.trochopteranthumな ど 

が芳香性をもつことが明らかになった。phytopure 
DNAkit を用いてDNAの抽出を行い、linaloolなど 

の芳香性成分のホモロジーから構築したプライマ 

一によるPCRを行った。(レポート 平11)

(5)ウイルス検定方法の確立

①ウイルス検定条件の検討(平成9年〜)

ウイルスフリー苗の効率的かつ高精度なフリ 

一化検定技術を確立する。

a. ELISA法によ る検出条件の検討

ブーバル ジア の 各試料 を 供試 し DAS-ELISA法 

を用いた。感染株からは病徴の有無に関係なく、
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芽、葉、茎、花弁のすべての部位から検出可能 

であった。また各部位での非特異反応はなかっ 

た。感染葉粗汁液の検出限界は最高 10万倍希釈 

まで検出可能であった。試料の保存は生葉が乾 

燥状態で-25——-80C保存で検出可能であっ た 

(保存45日後検定)。

ブーバルジア (CMV)、フリージア (BYMV)、 

サクユリ (LSV) の3種類について検討した。慣 

行、時間短縮、試料•標識抗体同時処理(以下 

同時処理)、全同時処理の4処理で検出感度につ 

いて比較を行った。3種類の花き感染ウイルスは 

時間短縮や同時処理で慣行と同程度に検出でき 

た。しか し全同時処理はそれら に比べて感度が 

劣った。各簡便処理によ る非特異反応は認め ら 

れなかった。時間短縮や同時処理はその実用性 

が認められた。

b.病原ウイルスの検出

ブーバルジア チェリーピンク と 'ハイブ

リッドホワイト に異常花が発生した。ピンク 

は退色、先の部分に濃い赤色斑がはいる。ホワ 

イ ト は縦に黒褐色えそ性のしみが入る。CMV抗 

血清に よるELISA検定や植物検定に よ り 2 品種の 

異常花の感染ウイルスはCMVと判断した。分離 

CMVをフリ ー苗に接種すると上葉にモザイ ク症 

状が現れ、分離CMVの病原性が確認された。ウ 

イルス 抗血清を利用 し たRIPA法に よ り 本症状花 

弁からCMVを検出することができた。(日植病報 

1998) (レポート 平 9) (研速 平9、10)

第12節 微生物バイテクに関する試験研究

1.研究の変遷

(1)研究の背景

戦後の害虫防除には主として化学殺虫剤が用いら 

れてきたが、この弊害として殺虫剤抵抗性の害虫が 

現れ、そのためにより多量の薬剤を散布するという 

悪循環が生じるようになった。このため、化学殺虫 

剤以外の防除手段のひとつと して微生物を用いた害 

虫防除の試みがなされるようになった。微生物的防 

除における 昆虫病原体の利用に は大きく 分けて二通 

りの方法がある。ひとつは、病気のない地域に病原 

体を定着させ病気の自然の流行によって害虫密度を 

経済的被害水準以下に保つ方法である。これには、 

前提と して害虫個体群密度が流行病を起こ させる ほ 

ど高いことが必要である。もうひとつは、それほど 

害虫密度が高くないときに、人為的に病原体を大量 

に反復施用 して化学殺虫剤の ように用いる 方法で あ 

る。これらのうち前者による防除の初期の例と して、 

1939年か ら14年にわたっ て米国でマ メコガネの防除 

にBacilus popiMiaeﾡ子粉末を大量に散布する事業 

を行った。それによって、この細菌を導入した地域 

で、30年後においてもマメコガネ密度を低く抑える 

ことに成功している例がある。一方、後者の例とし 

て微生物殺虫剤の代表Bacilus thuringiensisを あ げ 

ることができる。この細菌は短期的防除に適した次 

のような特性を備えている。すなわち、昆虫病原体 

のなかでは殺虫スペクトルが広く、再現性のある強 

力な殺虫効果を示し、速効的な摂食阻止によって食 

害を抑え、人工培地により安価に量産でき、長期間 

の貯蔵が可能で、従来の殺ダニ剤、殺虫剤、あるい 

は殺菌剤 と 混用 して通常の散布法 と 器具 により 施用 

できる。この細菌の殺虫力は1950年代には米国で再 

発見されていたが、製品が量産化 (B.L.胞子製剤 

-BT剤) され、農薬登録を受け、市販される までに 

はなお10年の年月が必要であった。発売当初は化学 

殺虫剤と比べかなり高価であったため、その利用は、 

抵抗性の発達した害虫や農薬残留の特に問題となる 

作物の害虫に限られていた。しかし、強毒株の使用 

や培養工程の簡略化、製剤法の開発などによる生産 

コストの低減と、世界的な環境意識の高まりのため、 

現在は広く 用いられている。

国内における 農業害虫の微生物的防除の動 き は、 

やはり外国の動向に刺激されたもので、1981年の 

外国産BtおよびBT剤の輪入の解禁、1974年のBT
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剤研究会の設置等を経て、国内産のBT剤が販売さ 

れるに至った。一方、昆虫病原性ウイルスや糸状 

菌については、現在のと ころ、1996年に、カンキ 

ッ類やクワを加害するカ ミ キ リムシ類に効果のあ 

る糸状菌Beauveria brongniartiiについて農薬登録が 

されているのみである。

都の試験研究機関でも、蚕糸指導所において主 

にクワ害虫の微生物的防除の研究が取り組まれて 

きた。これらの業績については「東京の蚕糸業と 

ともに一秋川庁舎 25 年の歩み一」(平成9年、東京都農 

業試験場)に詳しい。

(2)バブル崩壊後から現在

昭和50年代には世界的にバイオテクノロジー研究 

が急激な進展を見せ、農林水産省においてもバイテ 

ク 関連の研究を強化 • 推進する動きがみられるよう 

になった。都においても国の動きに呼応して積極的 

にバイ オテクノロジーの導入を図る こ ととなった。 

東京の農林水産業は、生産物を都民に提供するだけ 

ではなく、都民が健康な生活を営むための自然環境 

を維持するな ど、多様で貴重な機能を果た してお り、 

都が農林水産業を都市の重要な機能を担う産業と し 

て維持していくためには、バイオテクノロジーなど 

の技術革新を早急に進め、農林水産業の新しい発展 

を図るべきであると考えられた。そのため、昭和61 
年4月に「東京都バイオテクノロジー研究推進懇談 

会」が設置され、東京の実態に即したバイオテクノ 

ロジーの実用化のための研究のあり方等について検 

討する体制が築かれた。その提言 (同12月)にもと 

づき、重点的に取り組むべき課題のひとつとして害 

虫の微生物的防除に関する研究が取り上げられ、基 

盤的課題として地域固有の遺伝資源の収集•評価• 

維持に関する研究があげられた。これにより、昭和 

62年4月より「バイオテクノロジーによる害虫の微 

生物的防除」の研究がスタートした。また、「東京 

都農林水産関係バイオテクノロジー研究推進委員会 

(推進委員会)」が設置され、学識経験者を委員とし、 

毎年、バイオテクノロジー研究の推進に関わる問題 

等の助言および指導を受けることとなった。その後、 

昭和63年12月に蚕糸指導所が農業試験場の一部門と 

なるのにともない、それまで同所で行われていた害 

虫の微生物的防除 を担当する部署も 農業試験場環境 

部へと移管した。平成 10年に は研究推進体制が組 ま 

れて10年が経過したことを機に「東京都農林水産関 

係バイオテクノロジー研究成果集」が編まれた。ま 

た、平成11年には、当初の選定課題、研究日標はほ 

ぼ達することができたとして「推進委員会」を発展 

的に解消した。

2. 主な業績

(1) 害虫の微生物的防除などに関する研究 

①害虫の微生物的防除に関する研究

a.ウイルスによるクワゴマダラヒトリおよび 

アメリカシロヒトリ防除

昭和57年に東京都蚕糸指導所病理研究室におい 

て開始された八丈島のクワゴマダラヒトリの核多 

角体病ウイルスによる防除を、昭和62年より農業 

試験場として引き継ぎ、ウイルスの生産、実用散 

布試験を行った。卵塊発生量や孵化時期による散 

布量および時期の決定、散布効果の判定、幼虫の 

植物選択性、被害実態の把握など実用的な課題を 

中心に研究を行った。平成3年に局所的に大発生 

した年に実施した幼虫の食性調査により、餌不足 

の際に は通常餌 と して好まれないアシタバやフェ 

ニックス•ロベレニーなども食害されることが観 

察された。平成8年における発生量は、ウイルス 

の散布が必要ないほど少なかったので散布を中止 

したが、そのため、現地の防除担当者に細部にわ 

たる防除技術が残らず、翌年の散布ではウイルス 

による防除効果は低くなった。平成11年において 

も、発生量のやや多い状況は続いている。

(研速 昭63〜平5、7、9、10年度) (関東病 

虫研報 39 集 平 4)
また、アメリカ シロヒ トリ について も核多角 

体病ウイルスによる防除のため、ウイルスの生 

産を行い、昭和52年からは都内各区市町村、ま 

た、平成元年からは多摩地域の各市町村に対し 

無償配布を実施してきた。

b. 昆虫病原性糸状菌Nomuraea rileyiお よ び 

Beauveria bassianaに よるキャベツ のﾡﾡ 目 

害虫の防除

平成3年に 当場の圃場で採集 したタマナギン ウ 

ワバ幼虫よりNomuraearileyi (以下、Nr)、モン
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シロチョ ウ幼虫よ りBeauveria bassiana (以下、 

Bb) を分離した。室内試験により、Nrはモンシ 

ロチョウとヨ ト ウガの幼虫に対し病原性を示し、 

コナガとカイコの幼虫には病原性がなく、Bbは 

モンシロチョ ウ以外にコナガとカイ コの幼虫に 

対し病原性を示し、ヨトウガ幼虫には病原性が 

ないことを明らかにした。野外試験では、平成4 
年秋作キャベッで、Bb分生子懸濁液散布によ る 

コ ナ ガ幼虫の個体数の減少 と 感染致死 を確認 し 

た。平成5年春にはハウス栽培コマツナで、同様 

の散布試験を行い、同じような結果を得た。ま 

た、平成7年初夏どりキャベツでは、NrとBbのい 

ずれか一方の分生子懸濁液を1週間ないし他の間 

隔で複数回散布したところ、ヨトウガ幼虫が主 

要な被害を もたら した4月初旬定植ではNr4回散 

布が、コナガが主要な害虫であった5月中旬定植 

ではBb3回散布が、それぞれもっとも食害の少な 

いキャベツを収穫することができた。

(研速 平4～6、8、9年度)(植物防疫52巻 

平10年)

②バイオテクノロジーによる害虫の天敵ウイルス 

の増殖および微生物資源の開発に関する研究 

a. 昆虫の無菌飼育技術の確立

天敵ウイルスの大量増殖のために昆虫の樹立 

細胞系を用いる場合、無菌飼育した対象害虫か 

ら得られた細胞は腸管内微生物が少なく、樹立 

細胞系を確立する確率が高い。そこで、アメリ 

カシロヒトリとコナガについて人工飼料や無菌 

栽培 した餌植物を用い た 無菌飼育 を検討したと 

ころ、これらの害虫の無菌飼育に成功した。(研 

速平3年度)

b. 昆虫の樹立細胞系の確立と樹立細胞系によ 

るウイルス増殖

クワゴマダラヒトリでは、脂肪体由来の性状 

が異なる細胞系が2系統作出できた。これらの細 

胞系はいずれもクワゴマダラヒ トリ およびアメ 

リカシロヒト リ核多角体病ウイルス に感受性が 

高かった。また、既存のクワゴマダラヒトリ細 

胞系(SpIm-1229)の最適培養条件(培養温度、 

培地のpH、牛胎児血清添加濃度など)を明らか 

にした。これらの培養条件のもとで、スピンナ 

ーフラスコによる攪拌培養により、本細胞系の 

2Lまでの大量増養が可能となった。また、培地 

コス トの90%を占める牛ﾡ児血清の代替物を検 

討した結果、鶏卵卵黄抽出物が有効である可能 

性が示唆された。(研速 平元〜3、5年度)

c. プラークアッセイ法による昆虫ウィルスの 

クローニング

ク ワ ゴマ ダラヒト リ 細胞系 (SpIm-1229)による、 

本種およびアメリカシロヒトリ核多角体病ウイルス 

のプラークアッセイ法を確立した。この方法を用い 

てそれぞれの核多角体病ウイルス•クローン株を数 

十系統作出した。これらのクローン系統の病原性を 

調べた結果、いずれも野生株に比べ病原性はやや低 

下する傾向が見られた。

第13節 農業経営に関する試験研究

1 .研究の変遷

(1) 戦後〜農基法以前 (昭和20～36年)

この時代は、一連の戦後改革が急ピッチに進めら 

れ、戦後社会の基本的枠組が形成された期間にあた 

る。農業においても、農地改革を実施し「生業あっ 

て経営なし」といわれた戦前の農業構造を変革し、 

近代的な農業経営の構築が強 く 期待 さ れた時期であ 

った。このような時代背景によって、わが国でも本 

格的に農業経営研究に取り組む素地が形成された。 

本場においても、昭和24年に農業試験場経営部経営 

係を誕生させ、27年に経営課、28年に経営部経営研 

究室と改称し、今日に至っている。

この時代の研究の特徴は、第1に、農業経営研究 

を新たな分野として立ち上げるため、多様な課題 

を精力的に消化した。第2に、戦後の農業経営構造
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を都市との関わりから把握することにつとめ、そ 

の後の研究活動に一貫する流れをっく り出した。 

第3に、これらの結果、東京における農業経営研究 

と は何を し何を明らかにする分野なのかを明確に 

させ、現在の研究の枠組みづくりに貢献した。

a.農業経営構造

戦後の農業経営構造を把握した最初の研究が、 

昭和28年「農業経営に於ける地域性調査」、及び 

29年「市域農業経営調査」である(昭和31年 

「都市農業の諸問題」に総括)。これら により、 

都市近郊農業の経営構造や地域特性を解明し、 

その後の農業経営研究を特徴づける 「都市と農 

業」という問題把握の端緒を生み出した。さら 

に昭和 31 年に「兼業農家に関する調査」を行い、 

上記の成果を発展させた。

昭和30年に西多摩郡(現奥多摩町地域)にお 

いて「山村地帯における農業経営調査」を行っ 

た (昭和31年「山村地帯の農業経営問題」に総 

括)。今日でいう 中山間地域農業の特質を把握し 

た画期的な研究であった。

b. 経営改善 •技術実証

経営改善試験として、昭和25年に「そ菜の輪 

作様式確立試験」を行い、輪作体系の合理化に 

寄与した。昭和27年に「畑作営農改善試験」(〜 

38年)を開始した。本試験は、現実の農家を対 

象に営農改善を実証する もので、国の助成によ 

り 全国で行われた。東京都でも昭和29年から助 

成を受け、3町で営農改善を実証した。

栽培技術の実証、評価試験として、昭和27年に 

「畑地灌漑試験」(〜31年)を開始し、灌漑効果と 

灌漑の土性、土質に及ぼす影響を明らかにした。 

昭和28年に陸稲、野菜、豆類の「連作障害に関す 

る試験」を開始した。昭和32年に「農作物の栽培 

慣行調査」を、33年に「農作物の栽培労力に関す 

る調査」を行い、経営改善に寄与した。

c.農産物流通

昭和29年に「流通改善に関する調査」を開始し、 

市場での「野菜類の価格調査」(29〜32年)、流通 

機構改善のための「都内青果市場調査」(30年) 

を行った。昭和35年に、「そさいの販売実態調査」 

及び「庭先販売の実態調査」を行った。今日の直 

売所の隆盛をみると、先見性のある調査であった。

(2) 基本法農政時代 (昭和36～平成4年)

この時代は、日本経済の高度成長から低成長過 

程をへ、バブル景気の終焉に到る期間にあたる。

この間、東京では都市化が著しく進行し、農業 

の経済上の地位は大幅に低下した。 こうした経 

済 • 社会情勢の推移により、東京農業の態様は都 

市を囲む「都市近郊農業」から、都市に囲まれた 

「都市農業」へと変化 した。

このような時代背景によって、農業経営研究は 

次のような研究の推移をみた。

前期(昭和36〜45年)の研究の特徴は、第1に、 

高度経済成長下の園芸作物の消費拡大を背景に、 

東京の農業を都市近郊園芸産地と して強固な基盤 

を形成させることにつとめた。第 2 に、そのために 

新技術の実証、産地形成及び流通方法の近代化に 

関する課題と積極的に取り組んだ。

後期(昭和46～平成4年)の研究の特徴は、第1 
は、都市化が拡大し生産基盤が弱体化したなかで、 

安定した農業経営を確立することにつとめた。第2 
に、そのために東京農業の将来推計、都市農業の 

経営モデル及び市場動向に関する課題と積極的に 

取り組んだ。第3に、経営経済事象の分析機器とし 

ての電子計算機が発達、普及し、これを利用した 

新たな成果を生んだ。

前期 (昭和36〜45年)

昭和36年に農業基本法が制定され、これによ 

り農業生産の選択的拡大、自立経営農家の育成、 

構造政策の実施が図られた。

農業生産の選択的拡大に よ り、全国規模で園芸 

や畜産が奨励されたが、すでに都市近郊の先進的 

園芸生産地帯であった東京の農業にとっては、追 

い風であると同時に、新興産地からの追い上げで 

もあった。こうしたなかで、園芸産地としての基 

盤を確固とするため「経営集約化」を前面に出し、 

次のような研究を行った。

a.農業経営構造•産地育成

昭和36年に、10年後の蔬菜自立経営農家を想 

定した「地域別経営営農類型の策定」(昭和37年 

「自立農家の経営と技術一新しい経営発展のため 

に」に総括)を行った。

昭和38年「多摩湖梨の生産構造と流通」、昭和 

41年「東京都の植木生産」、昭和42年「東京うど
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産地の形成と技術の発展過程」に関する研究は、 

いずれも 都市近郊地帯での 園芸産地育成 を目指 

した業績である。

昭和39年に「東京都に おける農地転用 • 移動 

の実態」を調査 し、27年の農地法制定以後 10年 

の農地の実態を明らかにした。昭和41年に「東 

京都農業の地城性研究一都市と農業の対応」を 

行った。

b. 経営改善 •技術実証

昭和36年に開始した「農作物の経営経済性評 

価」は、その後「経営集約化に関する試験」と 

して、多くの技術実証成果を生んだ。多く は単 

年度成果であるが、昭和39～45年に行った「東 

農式大型トンネルの利用試験」では、冬作トマ 

ト と夏作キュウリ を組み合わせた省力周年施設 

栽培を体系化した。昭和40～45年に行った「ポ 

ッ トマムの生産方式に関する試験」は、昭和45 
年に「企業的ポッ トマム周年生産体系の確立に 

関する研究」(総合助成試験報告書)としてまと 

められた。

農業構造改善事業の導入 に よる技術実証成果 

として、昭和42年「五日市町の野業ハウス協業 

技術確定調査」及び45年「伊豆大島における キ 

ヌサヤエンドウの生産と経営 (技術実証)」とし 

て取りまとめた。

c. 農産物流通・流通利用

昭和38年に「都市近郊園芸産地の流通改善調 

査」を開始 し、40年「東京都三多摩地区の青果 

市場」、41年「野菜の出荷組合と包装出荷経費実 

態調査」として取りまとめた。

昭和39年 に流通利用に関する 試験 を開始し、 

包装輸送の近代化を目指した。主要な成果を昭 

和43年「そ菜の包装、輸送、貯蔵に関する研究」 

と して取りまとめた。

②後期(昭和46〜平成4年)

昭和45年のセンサス結果では、総農家戸数は 

38,400戸 あったが、昭和35年値 と 比較す る と 約4 
分の1が離農し、無販売農家は4割に達していた。 

また、総経営耕地面積は19,299haあり、昭和35年 

と比較し約4割減少し、不作付地は世田谷区の約 

半分にも及んだ。このため、農家の平均耕地面積 

は50aにしか及ばず、東京の農業基盤は弱体化 し 

ていた。こうしたなかで、都市のなかで安定した 

経営を確立するため、次のような研究を行った。

a.農業経営構造•将来予測

昭和46年に開始した「電子計算機を利用した 

研究」では、多くの統計資料を使い東京農業の 

将来推計を行った。昭和49年「東京の耕地面積 

及び農家戸数の推計式 と そ の応用例」、昭和51年 

「土地利用状況を もとにコンピュータ で画いた 

『地域の顔』」、及び「マルコフ過程による耕地面 

積の予測」(研速 昭62年度)はその代表的な業 

績であった。

昭和48年に「構造改善のための技術確定調査」 

を行い、急速な土地開発が行われると予想され 

る南多摩地域を対象に、経営構造を詳しく調査 

した。特に、都市化対応の販売形態として、直 

売の 実態や成立条件 を明らかにした。

また、昭和61年には拡大しつつある「東京の 

不作付地の調査」(研速 昭61年度) を行った。

b.経営改善•技術実証

昭和52年に「収穫出荷労力からみた軟弱野菜の 

経営」(研速 昭 52 年度)を、昭和54年に「大型 

施設野菜の経営安定化に関する調査」を行った。 

昭和59年に開始した「都市農業安定化に関する研 

究」では、「ホウレンソウ周年栽培モデル策定の 

経営的評価」(研速 昭62年度) を行った。昭和 

62年からは、農林水産部で事業化した「新技術導 

入促進事業」と連携し、「トマトのロックウール 

栽培の経営評価」(研速 昭63年度) を始めとす 

る新技術の経済性評価を行った。

昭和63年には、「農作目の作物別原単位表の作 

成」を開始した。都市農業でモデル的な経営成 

果を示し、経営改善の指針とした。

c.農産物流通•流通利用

昭和47年から植木に関する経営研究が本格的 

にスタート し、「植木セリ取引の実態調査」(～ 

49年)、48 年「東京都に おける苗木 (植木) の需 

給調査」を行った。

農産物価格分析を行い、昭和51年に「青果物 

価格と入荷量の変動」を取りまとめた。昭和57 
〜59年には、「鉢花の高商品性の解明と品質要因 

の数量化」を行い、鉢花価格に及ぼす品質要因 

を明らかにした。平成2年に は「東京卸売市場に
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おける花きの需要関数分析」(研報告 第 22 号 

1990) を行った。

流通利用に関する試験として、前期の成果を 

受け、昭和 46 年から「レタス用段ボールの通気 

孔に関する試験」(〜47年)を、昭和51〜53年に 

は、コマッナとホウレンソウの予冷試験を行い、 

鮮度保持と出荷改善に寄与した。

③バブル崩壊以後

平成4年のバブル経済の崩壊は、東京農業にと 

っては、改正生産緑地制度が施行された年に当 

たる。この改正は市街化区域内に約7割の農地を 

持つ東京の農業にとって大きな影響を及ほし、 

東京都の農政にも動揺を米した。一方で、都市 

住民の農産物に対するし好は、量より質、こだ 

わり重視に変化し、直売や有機農産物などに対 

する関心が増加した。こうした状況を踏まえ、 

平成6年に東京都は「東京農業振興プラン」を策 

定し、「都民の豊かな食生活と農のある快適なま 

ちづくり」の実現をめざした。このなかで、育 

成すべ き 農業経営体の 目標を年間農業所得 1,000 
万円、労働時間1,800時間程度と した。

こうしたなかで、次のような研究を行った。

a. 農業経営構造・産地育成

平成5年から「改正生産緑地制度下における新 

しい農業経営の強化に関する研究」(〜7年)を 

行った。都市計画法の制定以来、「都市と農業」 

の関係が「制度化した都市と農業」の関係に変 

化したことを踏まえ、制度に囲まれた農業とし 

ての都市農業を新制度のもとにおいて分析し、 

今後の東京農業の課題を提示した。

平成8年から「ワサビ作経営の経営改善方策に 

関する研究」(～10年) を行った。奥多摩町のワ 

サビは長い歴史を持ち、産地として市場の評価 

が高いが、就業者の高齢化などにより生産量が 

減少していた。奥多摩町山葵生産組合を対象と 

し、経営実態とその問題点を明らかにし経営改 

普の方向を検討した。

現在、平成n年から「ワサビ生産の作業軽減 

化及び販売方法の検討」を行っている。

b. 経営改善

前時代の「農作目の作目別原単位表の作成」 

を発展させ、平成6年から「農業経営指標の作成」 

を行っている。平成6年から「農業経営指標を利 

用した園芸作物の農業経営設計法の作成」(〜8 
年)を行い、東京農業振興プランの目標値を参 

考に「ホウレンソウの経営モデル」、及び「ブロ 

ッコリーのセル成形苗自動播種機による省力化 

と経済性」を明らかにした。

平成8年から「高所得農業経営の経営管理マニ 

ュ アルの作成」(～10年) を行った。企業管理の 

手法により、植木経営の経営管理マニュアルを 

作成した。

現在、平成11年から「高収益化をめざした野 

菜の効率的作業管理法の検討」を行っている。

c. 農産物流通

平成3年から「農産物の市場外流通の実態分析 

と対策に関する研究」(〜5年)を行った。直接 

販売の実態を把握し、直売の成立条件、他出荷 

に比較した所得の有利性などを検討した。 

平成9年から「都市近郊の青果物産地における地 

域流通促進のための販売管理技術の開発」(-11 
年)を行った。都市近郊の青果物産地における 

共同直売所、産直、宅配便によ る地域流通の実 

態と管理運営の問題点を明らかにし、販売管理 

マニュアルを作成した。

2.主な業績

(1) 農業経営構造 •産地育成他

①戦後〜農基法以前

a.都市農業経営構造の解明

戦後、東京の農業経営構造を明らかにした最 

初の業績が、「都市農業の諸問題」(昭和31年) で 

ある。

本研究のねらいは、都市近郊農業を「農業経 

営における分化と集約度の段階において、もっ 

とも典型的な形態をしめす」ものとし、これら 

の特質を考察し、都市化により後退しつつある 

「都市農業経営の当面する現実の諸問題を明らか 

にしてゆく」ことにあった。

東京の農業を都心部から地理的距離により4地帯 

9地域23地区に細分して農家を抽出し、技術構造、 

生産要素等を調査し経営構造を詳細に分析した。

その結果、都市近郊農業を発展させるには土地
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利用型から資本集約型経営への転換が必要である 

が、現状では農業資本が不足し、生産力が低位に 

ある。そのため非農業部門に対し農業部門の土地 

所得、労働所得が低く、宅地化や転兼業が進行し 

都市近郊農業の後退を招いているとした。

b.山間地帯の農業経営構造の解明

「都市農業の諸問題」を補う 業績が、「山村地 

帯の農業経営問題一東京都奥多摩地方における 

農業の実態 とそ の特質」(昭和31年) である。

本研究のねらいは、前研究の対象外とした山間 

地帯を対象に、山間地帯特有の経営構造と問題点 

を明らかにし、経営改善の考察を行うことにあっ 

た。奥多摩地方を山添、中間、奥地の3地帯に区 

分し、211戸の農家を抽出して調査、分析した。

その結果、山間地帯の農業停滞を引き起こす 

経営構造要因を、①集約的作目の喪失と耕地の 

山林化により経営が粗放である、②栽培技術が 

著しく立ち遅れている、③生産手段が零細、貧 

弱である、④労働作業の季節性が著しく、手作 

業主体のため過重であるとした。

②基本法農政時代

a.多摩湖梨の産地育成

基本法制定により農業生産の選択的拡大が図 

られ、成長部門として脚光をあびた果樹園芸に 

焦点を当てた業績が、「多摩湖梨の生産構造と流 

通」(昭和38年) である。

本研究のねらいは、都市近郊における梨園芸 

を強固な産地として形成させるため、経営改善 

と 流通対応を考察することにあった。

北多摩郡大和町(現東大和市)の果実生産組 

合を対象とし、経営構造、流通対応、技術構造 

等を詳しく調査、分析した。

その結果、多摩湖梨の生産農家は、園地が分 

散し集団化した産地となっていない。このため 

生産活動の共同化、平準化が行われず、農家間 

で品種・技術・品質に格差を生じている。また、 

梨を中心とした複合関係が合理化されておらず、 

部門間の労働が競合している。今後はこれらの 

問題点を克服し、生産から流通にいたる共同化 

を推進し、産地強化を図る必要があるとした。

b. うど作の産地形成過程の解明

東京の特産品として長い歴史を誇る う どの産 

地形成過程を把握した成果が、「東京うど産地の 

形成と技術の発展過程」(昭和42年) である。

本研究のねらいは、単にうど作の産地形成過 

程を明らかにするだけでなく、「うど作の中に秘 

められた「近郊に適する作物としての条件は何 

か』を解明する」ことであった。

う ど作の通史、技術の発展過程、出荷組織等 

を調査、分析し、都市近郊作目としてのうど作 

の特質を明らかにした。その結果、うど作が都 

市近郊適応性を持つ要因として、第1に、うど作 

そのものの特性にあるとし、第 2 に、技術革新の 

波にのった創意工夫にある とした。その上で以 

上を比較し、戦後の発展は第2にあることを示し、 

ロi] 軟化茎が白く 太く 収量の多い春うどの導入、 

[i] 周年出荷技術体系の確立、[ii] う ど掘機の 

発見普及が都市適応力を強めたとした。

また、うど作の都市近郊適応性の考察を通じ、 

「近郊に適する条件」を次のように定式化した。

農業の生産流通過程 を ①太陽エ ネルギーを必要 

とする第1次生産部門、②それを原材料として処 

理、加工、家畜飼養等をする第2次生産部門、③ 

製品の流通販売部門に3つに分割し、近郊適応化 

とは、田 農業の近郊適応化とは内容の重点が第 

1次生産部門から第2次生産部門の方向へと移る こ 

とである、[i] 第2次生産部門を持つ作目 は第 1 次 

生産部門しか持たない作目よりも近郊適応性が高 

い、[ii 第2次生産部門を持たない作目 は流通部 

門への進出によって近郊適応性を獲得すると し 

た。

c. 電算機利用による農業分析

この時代に電算機利用による農業分析を行っ 

た業績が、「東京都の耕地面積及び農家戸数の推 

計式とその応用例」(昭和49年)及び「土地利用 

状況をもとにコンピュータで画いた「地域の顔』」 

(昭和51年) である。

「東京都の耕地面積及び農家戸数の推計式と 

その応用例」のねらいは、5年ごとのセンサス結 

果のブランクを埋め、東京の農業の実情を正し 

く把握する科学的な推計法を提示することにあ 

った。 ・

使用した推計式は昭和35～45年までの統計資 

料による直線回帰式であり、直後に実施される
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センサス 結果 と 関連 さ せ推計式の利用法を紹介 

した。当時「当てもの」的な誤解があった推計 

法を、正しい利用法を紹介した啓蒙的な仕事に 

よって、統計利用に対する農政実務者の理解を 

深めた。

「土地利用状況をもとにコンピュータで画い 

た『地域の顔』」は、都内区市町村の土地利用状 

況をフェイス • メソッ ド手法によって表したも 

のである。フェイス・メソッ ド手法は、従来 2 変 

数しか表示できなかった散布図の欠点を補い、 

多変数のポイ ン ト を直観的に理解できる顔の表 

情として表示するもので、農業関係への適用例 

と してユニークな業績であった。

③バブル崩壊以後

a. 改正生産緑地制度下の東京農業の現状と課 

題

平成4年の生産緑地制度の改正は、東京農業の 

帰趨に大きな影を投じたが、この制度下での農 

業実態を把握した業績が「改正生産緑地制度下 

における都市農業の現状と課題」(研報告 第 25 
号 1993) である。

本研究のねらいは、東京の農業を都市政策と 

の関わりから掘り下げ、東京農業の約7割を占め 

る市街化区域内を対象に、改正生産緑地制度下 

での農業の実態と、今後の東京農業の課題を明 

らかにすることにあった。

東京の農業を制度との関連から歴史的にたど 

り、次に農業者が生産緑地申請の選択に与えた要 

因を明らかにし、東京農業の課題を考察した。今 

後の課題として、指定後の農地の有効利用及び保 

全、地域住民に支持され都市に必要な機能として 

農業を位置づける、地域計画への農業者の積極的 

参加の必要性を提起した。

(2) 経営改善 ・技術実証

①戦後〜農基法以前

a. 営農改善試験

戦後、経営改善を目的とした代表的な試験が 

「営農改善に関する試験(昭和27〜38年)」であ 

る。本試験の主要な成果は、昭和 29 年より 国の 

助成を受けて実施した「小平町畑作改善営農試 

験」、「久留米有畜営農試験」、「秋多畑作改善営 

農試験」である。

本試験のねらいは、現実の農家を営農試験地 

として設定し、新技術を有機的に関連させ営農 

改善を実証するものであった。小平町畑作改善 

営農試験では、陸稲および蔬菜の潅水栽培によ 

り、久留米有畜営農試験では、酪農の飼養管理 

の合理化と自給飼料の確保等により、秋多畑作 

改善営農試験では、商品作目として蔬菜、酪農 

等の導入により、それぞれ営農改善を実証した。

b.農作物の栽培憤行調査

昭和31〜32年には、「農作物の栽培慣行調査」 

を行った (「東京都農業の栽培慣行」昭和33年)。

本調査のねらいは、東京都全域の栽培慣行を 

調査し、今後の農業経営改善の資料とする もの 

であった。都内の442戸を調査対象農家とし、37 
作 目 の栽培慣行 を調査 し経営改善に役立てた。

②基本法農政時代

a. ポットマム周年生産体系の確立

この時代、東京の鉢花経営は多品目少量生産 

の零細規模形態が多かったが、需要の拡大と大 

量取引が可能な市場が各地に設置されたことに 

より、大規模な単一経営の道が開けてきた。こ 

うした背景に焦点を当てた業績が、「企業的ポッ 

トマム周年生産体系の確立に関する研究」(昭和 

45年総合助成試験報告書昭和42〜44年度)で 

ある。

本研究のねらいは、ポットマムの大規模単一 

経営を前提とし、従来の小規模生産技術を乗り 

越え、合理的な周年生産体系を確立することに 

あった。従来の個別技術を収集整理のう え、新 

たな技術成果 と 周年生産に適 した 品種の評価 と 

を行い、企業的経営に適した施設規模等を考察 

した。

③バブル崩壊以後

a. 農業経営指標の作成

昭和61年から開始した「農作目の経営原単位 

表」の作成は、「農業経営指標の作成」へ発展さ 

せた。

平成元年に「農業経営指標事例集(野菜編)」、 

平成7年に「同(花き編)」、平成9年「同(野菜 

編I)」を 作成 した。

経営指標は、現実の農家を対象に経営記帳を行
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い、作目別に10a単位の経営成果と労働時間を示 

したものである。現在まで作成された指標は、野 

菜 20 品目 36 作型、花き21品目である。農政実務者 

に経営改善の指針として広く利用されている。

(3) 農産物流通 •流通利用

①戦後〜基本法農政時代

a.野菜園芸の流通改善

東京農業を代表する野菜園芸の流通改善を目 

的とした業績が「そさいの販売実態調査結果」 

(昭和 36 年)及び「そさいの庭先販売実態に関す 

る調査」(昭和37年) である。

「そさいの販売実態調査結果」は、野菜消費 

が拡大し市場が大量取引化しつつある現状を踏 

まえ、都市近郊での野菜の共同出荷の実態を調 

査した。キュウリ、トマトを調査作目とし、都 

内4地域で出荷の共同化段階によりその特質を調 

査比較し、都市近郊に適した共同出荷のあり方 

を考察した。

「そさいの庭先販売実態に関する調査」は、 

当時流行しだした庭先販売を対象に実態を調査 

した。都内全域を対象に抽出調査を行い、当時 

の推計で都内産野菜は総生産量20.2t、総販売額 

24 億円、うち庭先販売分は3.1t(15%)、3.8億円 

(16%) であった。

b.流通利用

農産物流通研究の延長 と して流通利用分野に 

取り組んだ業績が「そ菜の包装•輸送•貯蔵に 

関する研究」(昭和43年総合助成報告書 昭和40 
～42年度)である。本研究は食品加工研究室と 

共同し、農業経営研究室では主に包装•輸送試 

験を行った。本試験のねらいは、青果物の常温 

流通における外装近代化であった。

対象外装は、はくさい有孔ポリエチレン包装、 

さといも段ボール包装、さつまいも段ボール包 

装こまつな、しゅんぎくのポリかご詰めであっ 

た。これら を、産地発送時試験、実地輸送試験 

を行い、出荷経費を算出し包装輸送の近代化に 

寄与した。

c. 植木の流通

東京の植木生産は、この時代都市農業の一分 

野として急速な成長がみられたが、生産・流通 

の実態は明らかにされていなかった。これらの 

実態を主に流通サイ ドから調査した業績が、「東 

京都の植木生産と流通・ノート [1] [2] [3]」 

(昭和 47 〜 49年)、及び「東京都の苗木 (植木) 

需給動向調査」(昭和49年) である。

「東京都の植木生産と流通•ノート」は、東 

京の植木市場の取引実態を整理し、生産者の市 

場対応と市場の業務運営の指針とするこ と をね 

らいとした。市場で取り扱う主要31樹種につい 

て月別単価と出荷量を調査し、売れ筋規格・単 

価の分析を行った。

「東京都の苗木 (植木) 需給動向調査」は、 

昭和 49 年から 向こ う10年間の東京都の植木生産 

量と需要量を調査推計し、緑化産業の業務推進 

の参考とすることをねらいとした。需要推計を、 

家庭用、工場緑化、公園用、公営住宅、学校緑 

化、道路緑化、自治体緑化事業について行い、 

東京産植木の需給調整に寄与した。

d. 鉢花価格に及ぼす品質要因の解明

東京の鉢花経営について、消費者ニーズにあ 

った品質、商品性を解明した業績が「鉢花生産 

の効率化と商品性向上技術確立試験」(昭和60年 

総合助成試験成績書 昭和57～59年度)である。 

農業経営研究は本試験のうち「高商品性の解明 

と品質要因の数量化」を行った。

本試験のねらいは、鉢花に対する消費し好の品 

質要因を明らかにし、市場価格に及ぼす品質要因 

を数量化しその影響を明らかにすることであっ 

た。

対象品目をシクラメン、シネラリア、エラチオ 

ールベゴニアとし、シクラメンでは鉢サイズ、花 

色、全体のバランスが、シネラリアでは鉢サイズ、 

花色、花蕾数、株のまとまりが、エラチオールベ 

ゴニアでは鉢サイズ、開花数、株張、葉数が価格 

に大きな影響する品質要因であった。当時、他の 

研究機関に先立ち、 花価格と品質要因の関係を 

明らかにした最初の試みであった。

②バブル崩壊以後

地域流通の販売管理マニ ュアル

農産物の市場外流通の実態を把握し、市場外流 

通を行う農家の育成に焦点を当てた業績が、「都 

市近郊の青果物産地における地域流通の販売管理
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マニュアル」(平成12年新技術地域実用化研究促 

進事業成果報告書 平成 9～11 年度)である。本 

研究は、都市近郊の東京都、神奈川県、静岡県、 

山梨県の1都3県が共同して行った。

都市近郊地域の青果物産地は市場の競争力が 

低下し、市場出荷のメリットが少なくなってい 

るが、一方で安全、新鮮な農産物を望む消費者 

が多く、直売、産直、宅配便産直などの市場外 

流通が拡大している。ところが、これらの販売 

による運営方法や管理方法が確立しておらず、 

生産者が期待したよう な 効果 が あがらない ケ ー 

スも多くなっていた。

本研究は、こうした問題を生産者にとって分 

かりやすいマニュアル形式で整理し、取引業務 

の改善に寄与することをねらいと した。

対象とした流通形態は、共同直売所、スーパ 

一 • 生協産直、宅配便産直の 3 形態 と した。共同 

直売所については、運営主体、立地条件、売上 

によりタイプ分けし、共同直売所の立ち上げか 

ら運営を、スーパー・生協産直については、開 

始前の準備、契約、業務の流れを、宅配便産直 

については、顧客開拓、必要な道具と作業、宅 

配業者との交渉を、それぞれマニュアル化した。

本研究は、生産者サイドから市場外流通の問 

題点と解決法をマニュアル化した点で実践性に 

富み生産現場での利用普及が期待 されている。

牛飼い屋から電算屋に

隅田昭三郎

『有畜営農研究室は何処の農業試験場に も ない「乳牛、豚、鶏」を飼育しているユニークな研究室』との松原場長の 

話に惹かれ、牛飼い経験無しの飼料作付け体系研究は「畳の上の水練」では？ と、朝鮮戦争の終わった年の暮れに、鴻 

巣の農林省農試から 転勤 (28)。

研究員は獣医 3 人に私。業務員 5 人で乳牛 と 豚が各 4, 5 頭、山羊1頭、鶏100羽ほどを常時飼育。裏門道の右側、今の短 

大の敷地の大半に古いが大きな牛舎、豚舎とその運動場、サイロ、堆肥舎、研究室(鶏舎は近くの場内)と青狩飼料圃 

場約5反歩があった。

昔の「農事試験場」を「農業試験場」と改称時に、併置していた「種畜場」が青梅市に移転、増殖機関と研究機関を 

明確に分離、その施設跡に「畜産係」(24) を設立。その改名(27)と 聞いた。

当時の畜産関係の研究は繁殖関係が主人工授精の精液採取用人口膻の試験研究が進んでいた (詳細は60年史)。予算の 

殆どは家畜の飼料代。自給圃場と僅かな種子、肥料代とハカリにモノサシでもやれる「青刈り 生産体系の実証試験」に 

切り替え、体系の基礎となる都市近郊ゆえに欠かせない「粗飼料給与下限試験」、「飼料畑糞尿施用上限試験」を現状の 

予算でも可能なので、農林省に「邪道、何かの間違い」と笑われながら も取り組み、牛の飼育の手伝いで、酪農家が経 

験する作業と飼料配合技術の基本も覚え、牛飼い屋らしくなっていった。毎年1,2回のお産。生まれ落ち湯気のでてい 

る子牛を稲薬でこすり乾かして、小1時間。ふらふらと何度も倒れながらも立ち上がり母牛の乳房にシャブリ付き、初乳 

を飲みだした時の喜びと感動は今でも忘れられない。

それも機構改革で研究室が青梅の畜産試験場に移管 (43)。14 年余の牛飼い屋は経営研究室に転属で終わった。

そこは農業経営研究=調査屋と思われていた当時に、果菜や花の「圃場や施設を利用した経営実証試験」を重視。資 

材、器具の改善から、収穫物を市場出荷 しての経営費調査は勿論、労働科学の手法で疲労度、消費カロリーの測定など 

と他県に先駆けていた。その頃が、工業生産や社会のシステム研究に、ORの諸手法が応用され、電子計算機利用の「シ 

ユ ミレーション』分析が活用され始めた時期。中でも『多数回の模擬実験』で『確立の導入』や「=最適解」を探すと 

いう手法が、不確実性を多く抱える農家経営の意志決定には大変参考になると、人の跡追いでない新しい研究は「電算 

機利用」だと決めた。

今と違って電算機を動かすためのソフトは売っていない。自作出来なければ始まらない。0と1が並んだ無機的な機械 

語から、理解しやすい英単語での科学技術計算向きの「フォトラン言語」も普及し始めていたから、入門書で「事始」。 

幸運にも、教育テレビでもその講座 (44) が開かれて、お陰でマスター。間があって、局の電算機研修会 (45) が開か 

れ、自作プログラムで初めて電算機を動かして感激。タイガー手回し計算機で1ヶ月がかりの計算が5分ほどの早さにも
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驚いた。

研究室では総合助成試験「企業的ポッ トマム周年生産体系の確立試験」が終了、農家での完全周年フル運転には、ま 

だ細部のツメが多く 残されていた。早速、この試験で得られたデータを利用、乱数を使う モデルを作成、シュミレーシ 

ヨン吟味を計画。しかし電算機の使用料は1分間数千円、予算の目途がたたず、モデルのフローチャートと一部の手作業 

での模擬実験を報告書(45) には紹介。後日を期しお蔵入り。これも『総務局の予備電算機の開放』でやっと改良プロ 

グラムで日の目を見た (48)。併せて計量経済モデルや多変量解析に必要な行列計算や、統計地図をプリンターで打ち出 

すプログラム作り に も利用、これで電算機屋を続ける自信がやっとついた。待望の都の研究者が自由に使える電算機が 

工技センダーにオープン (49)。初日にデモの意味で電算機のプリンターから、市町村人口統計地図を打ち出す自作を披 

露、皆に喜んでもらった。それからは暇を見つけてのセンター通い6年、沢山のプログラムが作られた。

感覚的に人目で多変量の釣り合いが理解しやすく、テレビ、新聞でも報道された顔図表 (51)。

多数回のシュ ミレーショ ン結果の確率での作物収益計画のリスク分析 (52)。都研修での成果で作れた計量経済の数学モ 

デルでの都市化と農業要因の変化を有機的に結びつけた動向予測(54)などに全力投球をした懐かしい思い出が多い。 

江戸川分場への転勤(56)で、これまた14年余の電算機屋の幕も閉じた。(内数字は昭和年次)

ただ残念だったと思っているのは、非力で電算機の理解者を残せなかったこと。考えてみると牛の餌作りはやっぱり 

電算機の餌(プログラム)作りだった。

第 1 4節 ﾡ業技術に関する試験研究および普及指導

1.研究の変遷

わが国の蚕糸業の歴史は古く、明治以来、輸出 

産業の太宗として躍進を続けてきた。そのため、 

一般農業とは独立した法体系が整備され、また、 

独自の行政機関と流通機構を持ってきた。

東京都における蚕糸関連の行政機関は、大正5年 

に東京府蚕種製造所と して立川村に開所されて以 

来、蚕業技術指導所、蚕糸試験場、繭検定所等の 

蚕糸独自の事業所で事業を実施してきた。東京都 

における蚕糸関係事業の歴史及び業績については 

「東京都蚕糸業史」(東京都経済連;昭和53年)に詳 

しく記述されている。

一方、時代の変遷に伴い繭生産環境は悪化の一途 

をたどり、近年では養蚕農家の激減、行政対象農家 

の減少が進んだ。このような中で昭和63年12月1日、 

労働経済局所管試験研究機関の組織改正が行われ、 

島嶼農業試験地の農業試験場への一元化、農業試験 

場林業分場の独立と共に、蚕糸指導所が廃止され、 

東京都農業試験場と合併された。

さらに、都の事務事業見直しや蚕糸関連法制度の廃 

止に伴い、蚕業関係の試験研究は平成8年度末で中止 

し、繭検定は平成9年度末で中止した。今日では、蚕 

業技術指導業務だ け を経営部内で継続実施 している。

昭和51年から平成9年までの業績については農業 

試験場秋川庁舎廃止記念誌「東京の蚕糸業ととも 

に 秋川庁舎25年の歩み 」平成9年 (東京都農業 

試験場発行)に詳しく記述されている。

ここでは、昭和63年の農業試験場との合併以降の 

時代背景を踏まえ、前記書籍に記載出来なかった 

業績を中心として概説する。

(1)請・ 生糸の需給

平成10年度の国内の養蚕農家数は5,070戸、収繭 

量は1,980トン、生糸生産量は 18千俵であり、最近 

の5年間で養蚕農家数と収繭量は約5分の1、生糸生
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産量は約4分の1に激減した。

一方、平成9年度の国内の生糸需要量は267千俵 

であり国産生糸の占める割合はわずか5%程度で、 

安価な外国産絹製品の輸入が増加する傾向である。 

そのため、生糸価格は平成11年度には3千円台前半 

で乱高下を呈している。

(2) 蚕糸業の動向

養蚕業は、東京の気候風土に適した複合作目の 

一つとして、都市農業を取り巻く厳しい営農環境 

のなかで多摩地域を中心に営まれている。 しかし 

ながら、海外からの二次製品の輸入増、養蚕農家 

戸数•繭生産量の減少や養蚕従事者の高齢化など 

が進み、養蚕農家を取り巻く環境は一段と厳しさ 

を増している。平成 10年度の都内の養蚕農家戸数 

は78戸、そのうち前生産農家は30戸である。繭総 

生産量は約5,784kg、総生産額は約8,780千円 (1,518 

円/生前1kg) となっている。

(3)蚕糸関連法制度の改廃

養蚕農家戸数の減少、繭生産量の低下、社会情 

勢の変化等に伴う繭価格の低迷など最近の養蚕を 

めぐる厳しい状況を背景として、以下のように蚕 

糸関係法制度の改廃が行われた。

①農業改良助長法の改正

農業改良助長法は、国と自治体との農業普及 

事業のあり方を規定している。平成6年に一部改 

正され、蚕業技術指導の適用除外規定が削除さ

れた。そのため、これまで別立てとなっていた 

蚕業改良普及事業 と 協同農業普及事業 と が統合 

された。同時に、養蚕農家巡回指導を行う ため 

の嘱託蚕業普及員制度も廃止され、代替措置と 

して養蚕産地育成推進員設置事業が発足した。

東京都では、蚕業関連業務全体の実施の効率 

性を考慮し、蚕業技術指導は従来どおり農業試 

験場で継続実施すること とした。また、東京都 

嘱託蚕業普及員制度は平成7年に廃止され、東京 

都養蚕産地育成推進員設置事業が東京都経済連 

への委託事業と して開始された。

②蚕糸業法•製糸業法の廃止

蚕糸業法は、繭検定及び生糸検査•蚕種製造業 

の許可制•生繭売買業者の届け出制並びに、蚕病 

桑病予防制度等、蚕糸業の実施全般について主務 

大臣の統制命令を規定した法であり、製糸業法は 

生糸検査 • 製糸業の許可制等を規定した法である。

これら2法の廃止については平成9年3月に参議 

院、同5月に衆議院で可決され、同年5月30日に 

法律公布、平成10年4月1日施行となった。

これらの法律廃止により、約80年近く続いた 

国家管理による蚕糸絹業が終焉し、各自治体の 

事情に応 じ た蚕糸施策が求め ら れた。

③繭糸価格安定法の改正と繭価格保証制の

発足

平成8年12月に行政改革プログラムの中で「農 

畜産振興事業団については、平成10年4月を目途 

に国産糸売買操作業務を廃止するとともに、平 

成9年度から 平成 11 年度の間に蚕糸部門の大幅な 

合理化を図ること。」とされた。

これらをもとに上記2法の廃止とともに、繭糸 

価格安定法が改正され、生糸に係る国境調整措 

置を維持しつつ、価格安定帯制度及び農畜産振 

興事業団による国産糸売買操作業務の廃止が決 

定された。また、繭 • 生糸の国境措置はガッ ト 

ウルグァイ ラウン ド合意に基づき関税化される 

ことになった。

平成6年以降、養蚕農家の手取り繭代について、 

標準繭で1,518円/生繭kgの取引指導繭価が設定さ 

れ、農畜産振興事業団の奨励交付金(繭流通円 

滑化奨励金及び繭安定供給体制整備事業)を通 

じてその確保が図られている。取引指導繭価は 

毎生糸年度開始前の3月31日に農林水産大臣によ 

って定められる。

しかし、平成12年度以降は、繭価格保障制度 

の見直しが計画されている。

2.主な業績

(1)試験研究

①東京ブランドシルク用繊維素材の開発

(昭和49年〜平成8年)

ブランド商品開発による地域の活性化、需要 

拡大による伝統絹産業の活性化及び品質保証に 

よる優良商品の提供を目指し、繭糸繊度などに 

特徴をもつ特殊生糸素材用蚕品種の性状や飼育
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条件との関係を明らかにすると共にその品種の 

特性を発揮できる繰糸技術の検討が続けられた。

平成 6 年か ら は場内で継代 している 古典的蚕品 

種の中から、生糸特性等に特徴を持った四川三 

眠、青熟を選定し、それらの飼育特性を明らか 

にするとともに、実用形質を改良する目的で交

配組み合わせを検討した。その結果、中511・ 

512及び支21号との交雑種を選定し、その実用性 

を評価した。

(レポート H6年度)(レポート H7年度)

(レポート H8年度)

②天蚕多回育技術体系の確立

(昭和54年〜平成4年)

緑衅で大型の 天蚕繭 から得られる 天蚕糸 は、 

家蚕糸と比較して繊度が太く、丈夫で特有な光 

沢があり、染色性が異なるなど優れた特徴があ 

り、天然繊維の新素材として実用化が期待され 

ているが、天ﾡが1化性であるため、これまで繭 

生産は年1回に限定されていた。この天蚕を新た 

な複合作目として導入するため、1979年より研 

究を開始したが、その後、南関東地域の温暖な 

気候の有利性を生かした年間多回育技術の開発 

を 目途として、農林水産省の指導のもと昭和60 

〜 62 年度地域重要新技術開発促進事業 と して東 

京(主査)、千葉、神奈川3都県による共同研究

に発展した。本都の研究テーマは天蚕の稚蚕人 

工飼料育技術の開発、天蚕卵の製造、保護管理 

技術の開発、天蚕孵化幼虫の行動解析及びそれ 

を応用した催青・掃立法の開発、天蚕飼料樹の 

栽培管理技術及び壮蚕放飼育技術の開発、動力 

式天蚕繭繰糸機の開発及び繰糸技術の改善であ 

る。これらの研究を基に天蚕年間多回育 (年3回) 

技術体系モデルを作成した。

昭和60～62年度地域重要新技術開発促進事業 

報告書

(レポート H4年度)

③省力飼育技術に関する研究

(平成4年〜平成5年)

平成4年から、国はより生産性の高い養蚕業を 

めざす超大型養蚕経営技術体系“先進国型養蚕 

技術” の確立をめざした研究に着手した。この 

技術は桑以外のものも食べる広食性の蚕品種、 

線形計画法に よ り 経済性 を 重視 して設計さ れた 

低コスト人工飼料及び超省力飼育装置等を組み 

合わせた、新しいタイプの養蚕技術である。東 

京では広食性ﾡ品種の"あさぎり" と低コスト 

人工飼料を用いて養蚕農家での飼育期間短縮を 

目指した試験をおこなった。

(レポート H5年度)

④桑栽培管理技術に関する研究

(平成5年)

平成 5 年は異常気象のと しであり、8月の平均 

気温が平年より5C低下した。これらの桑栽培管 

理に及ぼす影響と対応策について試験した。

また、蚕に被害を及ぼすことが懸念されてい 

るIGR剤フェノキシカルブと、新しい殺菌剤 トリ 

フミンの蚕幼虫への影響について試験した。

(レポート H5年度)

(2)繭検定

繭検定は、蚕糸業法で定められた農家での繭取 

引の際、の制度である。所管は農芸畜産課の園芸 

特産係で実施は農業試験場とされた。

平成5年に繭検定実施基準辞書の改定があ り、こ 

れまでの肉眼による選除繭の識別作業から、自動 

選繭機を用いた自動検査へと移行した。同時に検 

定繰糸方法も従来の普通繰糸法から自動繭質測定 

器を用いた方法に変更となった。

それによりﾡ検定項も変更され、繭糸長 と 解 

じょ率から算出していた繭格を、解じよ率だけで 

判定する基準となった。また、格付けがこれまで 

の 5 段階 (優等から 4等) が 9 段階 (5A〜E) へと細 

分化された。

平成8年3 月 から 繭糸価格論議の 中 で蚕糸制度等 

の見直しが言及された。その後の論議を経て平成9
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年2月に蚕糸業法が廃止された。それにより繭検定 

の強制制度が廃止された。

東京では“蚕業部門のあり方”の論議の中で、 

平成9年度末で都による繭検定業務を廃止すること 

が決定された。

(3)蚕業技術指導

①養蚕業の変遷

昭和52年以降も桑園の減少には歯止めがかか 

らず、昭和52年当時都内全域で約250haあった桑 

園 も 平成9年には5分の1以下の40ha以下に ま で減 

少している。また、桑園として計上されてはい 

るものの、実際に養蚕に使用されている桑園は 

60%程度である。品種については改良鼠返し及 

びーノ瀬が多く、平成9年現在では前者55%、後 

者が42%を占めている。

また、養蚕については昭和51年には3百戸以上 

あった都内の養蚕農家も、20余年を経た平成10 

年には10分の1に近い30戸になり、総収繭量 も 当 

時の約210tから30分の1の約6t余りまで減少した。 

しかし、全国の状況と比較してみると、全国で 

は平成3年以降養蚕農家戸数、産繭量ともに毎年 

大幅に減少しているのに対し、東京都ではそれ 

らの減少傾向が小さく、少ないながらも意欲的 

な農家が健在で あ ることがうかがえる。

地域別に見ると、都内繭生産の中心である南 

多摩地域の養蚕は、昭和51年からは八王子市と 

町田市のみになっており、平成10年度で養蚕農 

家数20戸、桑園面積約 14ha、産繭量約3.5tである。 

特に、八王子市は現在でも都内随一の繭生産地 

である。

西多摩地域では、瑞穂町を中心として青梅市、 

秋川市、羽村市及び福生市で養蚕が継続されて 

いたが平成10年度で養蚕農家数5戸、桑園面積約 

0.7ha、産崎量約04tであり、養蚕が最も急速に減 

少した。

北多摩地域では、武蔵村山市及び立川市で養 

蚕農家が営まれている。武蔵村山市では、養蚕 

経営規模が比較的大きい農家が多く、平成10年 

度で養蚕農家数5戸、桑園面積約0.7ha、産繭量約 

2tであり、現在では産繭量は西多摩地域を凌いで 

いる。

②稚蚕供給体制

昭和63年以降、都内の稚蚕供給は瑞穂町稚蚕共 

同飼育所でおこなわれた。空調施設が老朽化した 

ため、平成3年に多摩地域営農集団育成事業によ 

り空調施設を全面改修したが、平成8年に空調機 

器破損により飼育を停止した。その後の稚蚕飼育 

は、山梨県及び群馬県に委託実施している。

③天蚕の普及

養蚕の技術を応用した新たな作目として繊維 

のダイヤモン ド と して珍重されていた天蚕の飼 

育技術が確立された。それらの成果を活用して、 

昭和63年から多摩地域の農家に普及を開始した。

蚕作を安定させるため、稚蚕期(1〜2齢)期 

を秋川庁舎において人工飼料で飼育し、3齢幼虫 

から各農家に配蚕された。配蚕後は鳥、寄生性 

天敵等から幼虫を保護するためのネットで囲わ 

れたクヌ ギ林に よ る放飼育が行われた。

普及初年度には15戸の農家で春、夏秋の3回 

(延28戸) の天蚕飼育が行われた。飼育成績は、 

繭生産量18,665粒対放飼蚕収繭歩合で平均70%に 

達し、実用化の見通しが得られた。八丈島につ 

いては黄八丈織物等への導入について検討が進 

められた。

繭生産量 は、平成4年までは順調に増加した。 

しかし、不況により高級絹織物の需要が低下し 

たため、天蚕繭の生産も計画的に縮小された。

平成8年からは稚配布が中止されたため、2 

戸の農家を選定して、天蚕卵の採卵技術、卵に 

よる山付け技術を指導し、天蚕繭生産を継続し 

ている。

平成11年度には飼育農家数2戸、繭生産量6,000 

粒で、後述の多摩シルクライフ21研究会による 

東京シルク作りの一環として製品化されている。
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④東京産繭のブランド化

輸入絹製品に対抗し、国内の蚕糸絹業を維持 

する方策として、繭ブランド化の方策が求めら 

れた。東京では平成4年のTAMAライフ21自主企 

画プログラム「科学技術展92及び絹まつり」の 

イベントを契機として、都内の伝統工芸家(黄 

八丈 • 多摩織 ・村山大島等)、染織技術者、製糸 

技術者及び養蚕農家などが集まり、東京産絹素 

材のブランド化活動を開始した。

平成7年3月「多摩シルク ライフ21 研究会」小 

此木エツ子代表として会員数39名で組織化され 

た。同会は都内の繭生産の継続と、都内産繭を 

利用した絹製品 “東京シルク” 作りを目的とし 

て以下の活動をおこなってきた。

a.繰り生糸による絹製品作り

平成6年以降、地域養蚕部会との連携により、 

春産の繭 か ら 毎年約150kgの生繰 り 生糸 を 生産 し 

東京シルク と して製品化を行っている。

b.特殊蚕品種の採種、養蚕及び製糸と絹製品 

づく り

試験テーマ「東京ブランドシルク用線維素材 

の開発」の成果に もとづき、平成9年から八王子 

市の農家で蚕種製造、稚蚕飼育、繭生産及び製 

糸までの一貫した特徴ある生糸つくりの工房を 

営んでいる。

c. 東京シルク展

東京シルク製品の展示発表の場として、「21世 

紀の東京ブランドシルクを目指して」(平成6 
年；秋川庁舎)、「東京蚕糸展」(平成8年；本場)、 

「東京の繭から生まれたシルク展」(平成9年；中 

野シルク ・ ラブ)、「第2回東京の繭から生まれた 

シルク展」(平成11年;上野セイコ着物美術館) 

を実施した。各イベント とも多数の参加者があ 

り、本物志向の都民の国産細製品に対する関心 

が高いことが伺われ、今後の発展が期待される。

d. 絹素材の利用技術に関する学習会

多様な生糸素材の知識と利用技術の体験を目 

的とし、農業試験場を会場として糸繰り教室、 

真綿教室及び紬教室 を定期的に実施している。 

⑤繭の品質評価法

繭検定制度の終了に伴い、平成10年から都内 

で生産された繭の品質評価は、次のような方法 

で実施している。

繭の抽出は、これまでどおり農協等の出荷場 

所毎に実施する。繭の品質評価単位は、これま 

での各農協単位から、産期毎に都内全体を1単位 

に変更された。

農協毎の検定用繭は経済連と都の立会いのも 

と で荷口量に応 じて再配分し、東京都代表繭 と 

して製糸会社に提出する。製糸会社は簡易な繰 

糸方法で検定繰糸を行い生糸量歩合、繭格を算 

出し、経済連に報告する。しかし、この方法で 

は品質評価用繭の輸送中の傷み、農協間の繭品 

質格差の 問題等多 く の検討事項が残 されている。

第15節 農機具に関する試験研究

1.研究の変遷

(1) 試験研究前史 (中野時代 •明治 33 〜大正

9年頃)

明治維新政府は、先ず農業の生産力を高めるこ 

とによって、日本の近代化の基礎を築く こと とし、 

その手段として西欧農法および農学をいち早く導 

入することになった。しかし実体的には、「農学」 

の導入より「事物」(農具、種苗、種畜など)の導 

入とその展覧が先行することとなり、明治2年には 

洋式農具が輸入されている。

明治5年に設置された内藤新宿試験場でも各種の 

種苗配付と併せて農機具の展示、試用が行われて 

いた。(農業技術研究所80年史)

こ う した西洋式農事改良方策を背景に、明治10 
年には西洋農具の使用を奨励し、必要な場合には 

専門の技術者を派遣して、その使用法を指導した 

ほどであった。

東京府史行政編第二巻によれば「東京府は明治 

14年の勧業年報に於いて、当時府下で使用(政府
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から借用) されていた西洋農具使用成績について、 

次のような面白い記録を残している。」とし、伊豆 

七島の新島、牛込区市ヶ谷、本郷区駒込、赤坂区 

青山、小石川区小石川における各西洋農具に対す 

る成績を詳細に紹介している。そして、「ーー西洋 

式農業の直訳的試験は殆ど失敗に終わった ようで 

ある。」とし、西洋農具の定着はほとんど出来ない 

ままに終わった。そのことは、東京府立農事試験 

場設立直後の「東京府立農事試験場一覧」(明治42 
年)における「事業」の中にも農機具に関する試 

験については触れられず、当時の状況を伺うこと 

ができる。

しかし、府立農爭試験場設立後、試験用諸設備 

の拡充が整った大正3年頃には、六部体制となり、 

各部の業務の他に、「農用器具機械の貸与」業務が 

新しく登場している。(東京府史行政編第二巻)

(2) 立川への移転後から終戦前まで (大正13 
年～昭和20年)

大正9年10月、分場の廃止などに伴い、處務規程 

の改正が行われ、第一条の業務内容第四項で、「農 

用器具機械の試験および貸与」を明記し、正式に試 

験研究が開始された。(農発468号、大正9年 10月28日)

当初は主と して作業機の試験調査が取り組まれ 

た。大正13年度府立農事試験場業務功程によれば 

「農具陳列室竣成セルヲ以テ従来収集セル各種ノ改 

良農具ヲ適宜排列シテ参観者ノ便ヲ図ル」とし、 

さらに「小型石油機関ノ依頼試験ヲ施行ス」とし 

て、米国製ならびに国産製の石油発動機の性能試 

験などが行われた。また、当時比較的優秀とされ 

る農機具(脱穀機、麦摺機、籾摺機、精米機、ポ 

ンプ) を 購入 し、作業性、性能など を 圃場試験で 

実証し、観覧に供している。

昭和に入る と、電気の普及が進み、各種の三相 

誘導電動機ならびに小型単相電動機が出回るよう 

になり、農業用作業機に対する負荷特性などの試 

験が精力的に実施された。また、この頃より、加 

工用機械(製縄機、製粉機など)の性能試験にも 

取り組み、優劣を判定し、普及に供されている。

このように動力機械の普及により、各種の性能 

試験と併せ、安全で効率的な使用法を普及させる 

ため、各種講習会の開催、各地を廻った実地指導 

に追われる程であった。また、優良な農機具の購 

入希望者には、試験成績に基づいた機器の紹介、 

購入の斡旋なども行い、農機具の普及に努めた。

その後、昭和 12 年度同業務功程に よれば、新し 

く開発された各種農機具の性能、作業効率などの 

圃場における実証試験と併せて、「機械製茶試験」 

が開始され、蒸熱、粗揉、中揉、精揉、乾燥の各 

工程の茶葉投入量と温度、所要時間の関係から品 

質について検討している。

また、同 14年頃より支那事変もますます広範囲 

となり、農村の人手不足は深刻となってきた。こ 

うした状況を解決すべき農機具研究が各方面で取 

り組まれ、自動耕転機の試験が開始された。まず 

作物別耕転方法、進行速度 • 耕深度 と 作業性、燃 

料消費量の関係などを検討している。また、府下 

で最も多く普及している広瀬式自動耕転機を使い、 

夏作大根、秋作大根などの栽培試験を実施し、人 

力耕耘法と収量、雑草発生量、品質などを比較検 

討し,自動耕耘機の優秀性を確認している。

一方、重油の消費規制も強化され、農村向けの 

重油配給は年々減少し、ディーゼル機械の燃料用 

重油は著しく枯渇し、作業に支障が生じてきた。 

そこで、鉱油、植物油、動物油、これら の混合油 

などの重油に代わる液体燃料の開発と実用性の検 

討試験が緊急な課題と して取り組まれた。

この他、動力用筵織機(むしろの織機)、菊事 

(こんにゃく)製粉機、干瓢製造機などの性能試験 

なども実施されている。

こ う して府下一円に農機具が普及される一方で、 

機械の故障なども発生するようになり、発動機お 

よ び動力用農具の巡回修理が各地か ら要請される 

ようになった。こうした機会には、農機具類の取 

り扱い方法、機械の分解•掃除法などの講習会を 

開催し、技能向上に努めた。

(3)終戦後から農業基本法農政以前まで(昭和

20～同35年頃)

終戦直後の混乱状態から立ち直るために、国民 

の食糧不足解消が緊急課題であり、それを担うべ 

き農業生産性の向上は焦眉の急であった。 こうし 

た戦後の食糧不足解消に向け、農業技術の発展に 

強く期待されることとなった。
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農機具研究にあっては改良、開発が急速に進み、 

その基礎となる 性能試験 も 一層掘 り下げた調査・ 

分析が要請されるようになった。新しく開発され 

た農機具の材質、構造、性能、強度、作業性など 

が分析、評価され、一層の改良、開発に利用され 

るようになった。

こうした性能試験と併せて、自ら農機具の試作 

にも積極的に取り組み、多くの東農式(当農機具 

研究室開発の農機具名称の略称)農機具を試作• 

発表し、普及に努めてきた。なかでも東農式カル 

チベーターは、その後の小型カルチ時代の端緒と 

なり、東京でも6,000台以上も普及することとなっ 

た。その外、土壌線虫対策用の東農式テイラー利 

用注入機、東農式水田用二条株間草取り機などが 

試作 • 開発されている。

一方、機械化作業が困難な農作業(馬鈴薯に陸 

稲の間作した場合の馬鈴薯の掘り取り作業)では、 

畜力を利用した農機具研究にも取り組み、馬鈴薯 

の収穫作業、陸稲栽培における雑草防除作業など 

で実証的技術を開発、提案してきている。

(4) 農業基本法農政以降、バブル期まで (昭和 

36年〜同63年頃)

昭和30年代に入り、小型トラクターが急速に普 

及し、いわゆる「テーラーブーム」が出現した。 

その利用技術は畜力利用技術を準用できるものも 

多かったが、これまでは主として米麦、芋類が中 

心で、東京農業の中心となりつつある野菜栽培で 

は皆無であった。そこで、機械力を利用した野菜、 

花き など での省力栽培技術の確立が強 く要請され 

るようになり、薬剤散布作業、定植作業、掘り取 

り 収穫作業など の機械化作業体系の確立に取 り 組 

むこととなった。

一方、トラクターが急速に普及した結果、耕耘 

の繰り返しが安易に行われるようになり、土中の 

比較的浅い部分に耕盤が形成 される現象が見 ら れ 

るようになった。その結果、作物の生育に障害が 

発生する事例が各地から報告され、耕転方法など 

の検討が必要となり、各地の事例調査と併せ、現 

地試験が実施された。

昭和50年代に入ると、急速な都市化と乱開発が 

無秩序に行われた結果、野性鳥類の生息場所が奪 

われることとなった。その結果、鳥類による農作 

物の食害が急増し、都市の環境問題と併せ大きな 

社会問題となってきた。

東京都は「農作物に対する鳥害対策プロジェク 

トチーム」を編成することとなった。当研究室も 

これに参画することとなり、物理的防除法、生態 

的防除法などに取り組み、現地実証試験も含めた 

大がかりな試験が実施された。

また2度にわたる石油ショックに遭遇し、施設園 

芸における暖房用燃料の節減対策が緊急課題 と な 

り、昼間太陽熱の蓄熱法とその利用法の検討が要 

請されるようになり、試作機の開発と実証試験が 

展開された。

一方、施設園芸が急成長 し、作業労働の高密度 

化による健康問題も発生するようになり、作業労 

働分析とその改善方策の検討、運搬作業装置の試 

作などにも取り組むようになってきている。

2.主な業績

(1) 市販農機具などの作業性、実用性などの性 

能比較試験

①農機具研究開始時(立川移転以降)から戦 

前まで

a.市販農機具類の性能、実用性の検討、評価 

農機具研究で先ず取り組んだのは、徐々に市 

販されはじめた各種農機具の性能、実用性の検 

討であった。まず取り上げたのは、脱穀機(延 

ベ4機種)、麦摺機(同3機種)、籾摺機(同3機種)、 

精米機(同6機種)、ポンプ(同3機種)、石油発 

動機 (同4機種) などであった。そこでこれらの 

農機具で優良と思われる機種をそれぞれ購入し、 

各機種の1分当たりの回転数、1時間あたりの仕 

事量(脱穀量、精麦量、精玄米量など)、同石油 

消費量などを精査し、機種毎の性能、操作性に 

ついて検討、分析し、機種選定の基礎資料とす 

ると供に、各機種の改善点について指摘し、農 

機具類の性能向上に大きく貢献た。(業務功程 

大13～昭19年度)

b.農業用各種電動機の性能比較試験

昭和に入り、農村地帯にも電気が普及するよう 

になり、農業用電動機が市販されるようになった。
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そこで、小型単相電動機、三相誘導電動機(延べ 

2機種)を購入し、小型農作業機械に連結運転し、 

計算上の性能 と 実負荷による 性能 と を 比較検討 

し、電動機としての適否を判定•評価し、機種選 

定の基礎資料とすると供に、各機種の改善点など 

を提案した。(業務功程 昭3〜13年度)

c.製粉用原料小麦精選度と品質、収量

精選後の製粉作業時の所要馬力、使用電力量、 

製粉歩留りなどについて検討し、機種により精 

選度が大きく異なり、品質面に大きな差が認め 

られた。精選度が高いほど品質、歩留り も良い 

ことを明らかにした。供試機種数は5機種で優良 

機種の選定を行った。(業務功程 昭9～12年度)

d.水稲栽培における自動耕耘機の利用

人力耕耘、畜力耕耘との比較試験ならびに直 

播への利用適正化について検討。耕起能率は畜 

力の2倍で小面積の場合は更に効率的となる。ま 

た、畜力は砕土が大きく、代搔きの手間がかか 

る。機械の場合、習熟していないと故障など思 

わぬ時間を費やす欠点もあるので注意が必要。 

直播への利用に差は見られず、有効であること 

が確認された。全般的に労力不足を解消し、規 

模拡大を可能にし、生産量の確保に大きな効果 

が確かめられた。(業務功程 昭 13 〜 16 年度)

e.全自動式各種農業機械の性能比較と評価試験 

耕耘機、籾摺り機などで、性能向上はもとより、 

省力化を目的とした各種の全自動機械が開発、市 

販されるようになり、実用性などの評価試験が実 

施された。いずれも実用性が確かめられ、労力不 

足を補い、農作業の効率化に大きく貢献すること 

となった。(業務功程 昭 15〜 19年度) 

②戦後から昭和63年頃まで

a.スピードスプレーヤーによるキュウリ、ト 

マト、ナスの病害虫防除試験

果樹園を中心に急速に普及した消毒機の果菜類 

への実用性について検討し、利用する場合の問題 

点を明らかにした。また、背負式動カミスト機の 

「吹き付け散布の実用性」について も併せて検討 

し、問題点を整理した。(特報 昭37年度) 

b.小機械類の性能評価、実用性の検討

施設園芸、省力化機械が各方面で開発、市販 

され、評価 ・ 実用性も未検討のまま現地に導入

されるようになった。「穴あきマルチ用播種機の 

性能と使い方」(研速 昭 55 年度)、「マグネット 

播種機の性能」(研速 昭 56 年度)、「夏まき ホウ 

レ ンソウの省力播種技術確立一機械播種法の確 

立」(研速昭61年度)、「常温煙霧機の散布特性」 

(研速 昭62年度)など実用性を重視し、評価、 

効率的利用法を確認し、指導指針とした。

(2) 農機具類の改良、開発試験

①農機具研究開始時(立川移転以降)から戦 

前まで

a. 廻転脱穀機の負荷特性に関する実験的研究 

まず負荷特性として、始動時、空転時、脱穀作 

業時、停止時の各負荷特性について解明した。次 

に、脱穀に必要な運動量(労力)、作業業態別の 

負荷変化の態様とその原因などについて詳細に解 

析し、始動時の負荷軽減方法、脱穀時の最高負荷 

の低減法ならびに動力源と各作業工程間の相互作 

用について考察した。そして、最小の動力量(電 

力、燃料、人力など)で最高の性能を発揮出来る 

基礎的条件を明らかにした。そして、従来の「束 

扱い」を廃止し、「ばら扱い」とし、揃えた穂を 

薄い層にならべ、順次に間断なく送り込む「自動 

供給運搬排除装置」と「脱穀装置」の調和のとれ 

た構造、システムについて提案している。これら 

の提案は関係者の共感を呼び、その後の自動脱穀 

機の開発に多大の貢献をすることとなった。(業 

務功程 昭3 〜 13 年度)

b.農用低揚程ポンプの効率について

揚程効率は、「実揚程/全揚程」で算出される 

とし、3種のポンプを供試し、揚水特性を実測し、 

全揚程効率、実揚程効率曲線を作成した。この 

揚程効率を増加させるためには、流体抵抗を減 

少させることが必要で、こうした見地からター 

ビンポンプが最良である。しかし、形状が大き 

くなり、価格も高いことから、プロペラーポン 

プ型がポンプ全形の小型化、工作経費の低減な 

ど農業用として優れていると結論している。(特 

報 昭13年度)

c.重油の代替燃料の開発研究

重油の逼迫に伴い代替液体燃料の研究開発が 

緊急課題となった。供試液体燃料として鉱油8種、
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植物油4種、動物油3種の計 15種類が使用 された。 

これらの単用、複合燃料の始動の難易とその所 

要時間(何れも寒中試験)、負荷運転時の消費量、 

機械への影響などについて詳細に実験した。そ 

の結果、各燃料に対する適応性が認められ、性 

能と経済性の両面から軽油、もしくは重油 •軽 

油の混合、軽油 • 動物油の混合など地域で得ら 

れ易い燃料の利用が可能であることとした。(特 

報 昭14年度)

一方、農業用小型発動機燃料としての人造軽油 

の開発試験も実施された。石炭液化による人造石 

油製造副産物 としてタール分が多く含まれる軽油 

の利用について検討。その結果、低圧縮の農業用 

発動機油と してそのまま使用可能であることを明 

らかにした。また、天然石油類と混合すればノッ 

キ ン グ防止効果 もあり 利用価値が高いことなどを 

明らかにした。(特報 昭18年度)

②戦後から昭和63年頃まで

a. 土壌消毒機の試作開発研究

土壌線虫に対する手動式消毒器具、動力機械 

が各種開発市販されているが、労力的、価格的 

にも実用性に欠けている。そこで機構も簡易、 

廉価な実用性の高い消毒機の試作、開発に取り 

組むこととなった。その結果、注入薬量、線虫 

寄生程度、ホウレンソウの収量性などで初期の 

目的をほぼ得ることとなり、若干の改良により 

実用性の高い消毒機の開発となった。(特報 昭 

35年度)

b.鉢洗い機の開発

鉢花の出荷にあたり鉢壁を洗浄しないで出荷し 

ている。そこで、鉢花の市場性を高めるため、鉢 

洗い機の開発が急がれていた。そこで汎用性の高 

い且つ扱いやすい簡易な「鉢洗い機」を開発し、 

その実用性を検討し、約5倍の能率が期待できる 

ことを確認した。民間製作所に製作を依頼し、市 

販ルートにのせた。(特報 昭43年度)

c.自動鉢土入れ機の開発

露地鉢花、花壇苗などの容器栽培の省力生産 

体系の一貫として、各種容器(素焼鉢、プラス 

チック鉢など) への自動鉢土入れ機を開発した。 

容器の大小による必要用土量は無断変速機に追 

従させ、汎用性の高い機構となっている。能率 

調査の結果、毎時約500鉢を実現し、実用性が確 

認された。(研速 昭51年度)

d. 農作物に対する鳥害防止施設、機械などの

開発研究

(a) 防鳥網の施設装置の開発、改良

施設面積は約ioアールの果樹園を対象とした 

が、野菜をも想定し、移動性も加味して検討し 

た。装置はアコーディ オンカーテンレールを利 

用してランナーに装着されたネッ トを巻き取り 

ワイヤーで誘導する機構とし、実用性を確認し 

た。(研速 昭52、53年度)

(b)鳥追機の効果確認試験

ラゾーミサイルをキャベツ栽培に供試し、12 
〜3月間の ヒヨ ドリに対する食害防止効果を確認 

した。その時の施設の有効範囲は70～80mと判断 

された。同時期、町田市でホウレンソウに対す 

る効果も確認し、冬季使用時の使用指針とした。

(c)眼状紋の効果と眼状紋ボール(製品)の開発

これまでの機械的防除法から鳥の生態特性 

「猛禽類の威嚇効果」を利用した実験に取り組ん 

だ。そして、特にムクドリ に対する効果が確認 

された。そしてこれらの製品化に向け、褪色防 

止のための耐光インキの利用、眼状紋の動きを 

あ ら わせ る 光学変化 レ ン ズの利用など を加え、 

鳥の学習効果を持たせない製品化のメ ド をつけ 

ることができた。(研速 昭57〜59年度)

e. 簡易集熱装置の試作 • 開発

石油ショック以来、施設園芸における暖房用 

石油燃料の供給不安、価格の暴騰など多面的な 

省エネルギー 化対策が緊急に要請された。ここ 

では、太陽熱を利用した簡易集熱装置の開発に 

取り組んだ。数次に渡る改良を重ねた結果、同 

装置を利用 した ホウ レンソ ウ 栽培で品質向上の 

手掛かりを付けることが出来たが完成までには 

至らなかった。(研速 昭57～60年度)

f. 運搬装置、複合作業機械の試作 • 開発

施設内作業の効率化をめざし、瑞穂町長岡温 

室団地において施設内作業の追跡調査を実施し 

た。その結果、労働負荷が最大となるのは

12月の年内出荷をめざした運搬作業であること 

から、運搬装置の試作 •開発が強く 要請された。 

ここでは、プレーン トロリーを利用した簡易運
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搬装置を開発し、実用性を確認した。(研速 昭 

52、54年度)

一方、畦立、土壌消毒、マルチフィルム同時 

被覆作業機の試作•開発に取り組み、実用性の 

高い試作機を完成させた。(研速 昭56年度)

(3) 農機具を利用 した作業体系、効率的利用法 

などの確立試験

①農機具研究開始時(立川移転以降)から戦 

前まで

a. 機械製茶試験 (昭和12年度より開始)

製茶機械は伊達式を使用し、工程(蒸熱、粗 

揉、精揉、乾燥、)別の温度、所要時間、水減率 

と品質 (水色、味、香、外観など)との関係に 

ついて検討し、最適製茶体系を確立した。(業務 

功程 昭12〜19年度)

b.機械耕起の大根作に及ぼす影響

機械の性能•影響を見るため、大根の夏作、 

秋作 (各2品種) 栽培 を 実施 し、人力耕耘 と 収量 

性、雑草発生量、大根の形状(重量、丸み、長 

さ、曲がり、股割れ、折れ、抽出高、葉根量比 

など)、品質について比較検討した。なんら支障 

もなく収量には差は無かった。また、形状、品 

質では自動耕耘機で優れ、機械耕起の省カ ・優 

秀性を確認することができた。こうした野菜 • 

根菜類での機械化栽培は我が国でも始めてであ 

り、内外から注目された。(特報 昭14年度) 

②戦後から昭和63年頃まで

a.脱穀作業における脱穀機の回転数及び籾の 

水分含量が籾質に及ぼす影響

水稲5品種を供試し、品種毎の水分含量、回転 

数と胴割れ発生率、籾剥脱率(玄米混合率)、籾 

損傷率を検討し、分散分析の結果をもとに解析 

した。その結果、乾燥良好に して、回転数 

600R.P.Mに抑えれば良い結果が得られた。特に 

種籾用の脱穀に対しては注意が必要である。(特 

報 昭26年度)

b•馬鈴薯の黎及びカルチベーターによる堀取 

り比較試験

畜力 (馬) を利用して両堀取り法を比較し、馬 

鈴薯の露出率について検討。両方に遜色はなく、 

畜力を操る技術の習熟性に左右される。また、陸 

稲間作では前者は不可能であるが、カルチベー 

ター法では可能となり、労働生産性の向上に貢献 

できる。今後アタッチメントなどの改良が必要で 

あると提言した。(特報 昭28年度)

c. 畜力利用によ る陸稲土入れに関する試験

陸稲栽培において畦内雑草の抑制を目的に土 

入れ量、回数と雑草発生量について検討した。 

その結果、雑草発生量は明らかに抑制し、その 

効果は1回の土入れ量より土入れ回数に大きく左 

右され、3回区では慣行の3割5分〜4割抑制効果 

が認められた。(特報 昭29年度)

d. 空冷エンジンにおける傾斜運転特性について 

急速に普及 し て いる 3馬力程度の空冷エ ンジン 

耕耘機の傾斜運転特性について調査した。その 

結果、前後の傾斜については30度の傾斜に耐え 

たが、左右の傾斜では、ガソリンタンクと気化 

機の位置関係、気化機の大幅な改良などが必要 

であることを明らかにし、その後のエンジン開 

発に基礎的な提言を行った。(特報 昭32年度)

一方、急速な普及はしたものの、その性能や 

特徴を充分に発揮させているか不明な点も多く、 

7区市町66戸の農家を対象に始めての「動力耕耘 

機の利用実態調査」が実施された。(特報 昭32 
年度)

また頻繁な耕耘によって作土に硬い耕盤が形 

成されて作物の生育を阻害する現象が指摘され 

るようになってきた。そこで「耕盤形勢地にお 

ける2〜3の耕耘法による葉、根菜栽培試験」が 

農家の圃場で実証試験が実施された。(特報 昭 

36年度)

e.野菜などの機械化栽培体系の確立試験

農作業の省力化を目的とした各種農業機械が開 

発され、それらの利用法など実用性を各種野菜類 

で検討した。殆どが人力によっていた「根深ネギ 

の機械化栽培」(特報 昭 38 年度)、機械の導入が 

困難であるトマト栽培では「機械力利用によるト 

マト省力栽培」(特報 昭39年度)、深耕•掘取り 

労力が極めて大きい根業類では「トレンチャーに 

よるゴボウ、ニンジン栽培について」(特報 昭 

39年度)、定植作業の省力化 •軽減化 を めざす 

「野菜の移植機の利用について」(特報 昭40年 

度)、「田植機の利用試験」(特報 昭41年度) が
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検討され、それぞれの省力効果が確かめられ、貴 

重な指導指針となった。

f.野菜類のシードテープ実用化試験

野菜種子の機械まきは多様な形状からくる汎用 

性の確保と播種精度が求められている。ここでは 

それに替わるシー ドテープを利用した新しい播種 

法が開発され省力化が期待されているため、その 

実用性について検討。ダイコン、ハクサイ、コマ 

ッナ、ニンジン、タマネギ、カリフラワー、キャ 

ブツ、カブの形状の異なる種子を使い、播種量・ 

畦間•株間などの再現性と精度、生育収量、省力 

性など について詳細に検討 し、実用性 を確認 した。 

(特報 昭42、43年度)

g. 田植機用各種育苗箱および育苗マットの実 

用性の検討

田植機の普及により、箱育苗が定着するにし 

たがい、各種育苗箱が市販されている。最近で 

は従来の木箱に代わって、発泡スチロール、ポ 

リエ チレン 製 も 市販 さ れ利用法 も必ずしも同じ 

ではない。また、育苗専用の用土も市販され、 

こうした資材の特性と正しい利用を検討した。 

(研速 昭44、53年度)

思い出寸話
梅原 寧

今から 50 年ほど前には東京の農家にも役畜としての牛や馬が数多く 見られた。試験場にも「タロー」という馬がいて 

当時盛んだった畜力利用の大切な原動力として大事に飼育されていた。私は学生時代、援農作業に動員されて結構牛を 

使った経験があったが、初めてタローを見たときには、その立派な体格に一寸圧倒された。軍馬からの払い下げという 

ことで仲々利口な馬だった。畜舎に連れ出しに行く と「此奴新兵だな」と馬鹿にしてか、首を思いっ切り上げたり、振 

り廻したり して容易に「はみ」をつけさせてくれない。やっとの思いで外に連れ出し、口惜しまぎれに思い切り尻を引 

っ叩いたところ、大暴れされてほとほと往生 した こと も今では懐かしい思い出のーコマだ。

昭和 30 年代に入る と世に謂う「テイラーブーム」が捲き起こった。初めて輸入されたものは外国人の仕様に合わせた 

ままだったので、それなりの上背と腕力が必要だったが、あっという間に国産機が続々と出回り、大普及した。作業機 

も、畜力時代の作業技術がそのまま準用できるアタッチメントの開発改良が進められたこともあって、すんなりと受け 

入れられた経緯も見逃せない。

昭和40年前半には農家待望の田植機が出現し、田圃の中で四つん這いの作業からの解放という朗報に湧いた。当時、 

トラクタ、田植機、コンバインを稲作の「三種の神器」としてもてはやしたのも、まさに宜なる哉といえよう。

このようにして、水田の機械化体系がほぼ出来上がったことから、ポスト田植機、ポストコンバインへの指向もあっ 

て、メーカーも漸く野菜づくりの機械化に本腰を入れる態勢に入った。私たちは東京農業の実態に鑑み、畜力利用の時 

代から野菜作への機械化を試み、テイラー、トラクタと進化する時代とともに先進的に取り組んできたが、野菜は機械 

化による能率化への評価と ともに手作業に見合う精度に う る さい側面があ り、依然と して人力に依存する作業が多く、 

利用 目的に見合っ た き め細かい対応が必要不可欠の要因 といえよう。

いづれにしても、四つん這い農業から歩く農業へ、そして更には乗る農業へと機械化の発展とともにその移り変わり 

を身を以て体験してきた一人と して、その大変革の波に押し流された昔懐かしい長閑な農村の風情が、今更ながら思い 

起こされる今日この頃である。
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第16節 食品加工に関する試験研究

1.研究の変運

食品加工に関する試験研究は、昭和5年に園芸部 

の試験研究課題 と して農産物加工が設定されて行 

った、たくわん漬の貯蔵と奈良漬の下漬に関する 

試験が始まりである。

その後、昭和10年に加工部として独立し、同年 

及び11年に農産加工場及び醸造加工場を建設して 

漬物、豚肉加工として「ハム、ベーコン、 ソー 

セージ、大和煮、角煮」、トマト加工に関する試験 

及び自家用 しょう 油用麹の受託生産 を実施 した。

しかし、この間わが国は終戦を迎えるまで生活 

必需品の統制時代であったため、食肉製品の試験 

の中止や食料難による代用品開発に力を注いだ時 

期であった。

昭和20年、わが国はポツダム宣言を受託した。 

この時点から社会・経済の復興を図り、国民の暮 

らしをまもる活動の始動であったが、実態は戦後 

の混乱期でヤミ市、ヤミ値の横行で一般庶民は食 

糧事情の悪化が極限に達し飢餓状態が続いた。こ 

の改善のため政府によるGHQへの食糧援助要請、 

国内においては各自治体の試験 • 研究 • 普及機関 

の充実及び農村の食糧の増産や出荷体制の強化を 

実施した。

このよ う な状況を受けて昭和24年東京都農事試 

験場農産加工部 と 東京都種畜産加工部 を統合 し、 

東京都農村工業指導所を発足させ、しょう油、味 

噌用麹及び製茶の受託生産の開始及び指導、トマ 

トピューレ製造開始及び指導、その外に江戸川に 

おいては屑蓮根の塩漬、水飴の脱色の指導等を実 

施した。しかし、昭和31年にこの指導所は廃止さ 

れ東京都農業試験場に統合された。

統合後は農芸化学部に所属し、その構成は土壌 

肥料課、食品加工課、生活技術課であった。それ 

ぞれの役割として土壌肥料課は第一生産物の生産 

に係わる試験研究。食品加工課は製茶、そ菜加工 

(漬物)、醸造(しょう油•味噌用麹の受託生産)。 

生活技術課は農村の生活や栄養改善を目的とした 

試験研究であった。

その後、基本食料の充足 ・ 栄養改善の達成 ・ 開 

発途上国型の食生活から脱却が図られたため、昭 

和33、38年に組織の改正が行われ農芸化学部は土 

壌肥料研究室、食品加工研究室、茶業研究室にな 

り、昭和49年には研究室の名称が廃止された。こ 

の間の食品加工に関する試験研究は、農産及び畜 

産加工でその対象は主に中小企業の振興を図る内 

容に位置づけられるものであった。

昭和40年代に入って国及び各自治体の産業振興 

政策の充実と平行して、消費者センターの設立等 

消費者の健康や利益をまもる行政政策の展開の開 

始、カドミュウム汚染米等公害の発生等により公 

害防止条例の公布、物価対策等が社会的な問題が 

大きくなり、試験研究も企業振興のあり方が見直 

された時代であった。そのため食品加工に関する 

試験研究内容や科学技術の方向性は、これらの動 

向を十分配慮したものとなり、安全・安心・公害 

の防止等を考慮した加工食品の開発及び消費者の 

知る権利に応えた、内容物等の情報の表示の義務 

化を生産者は果たしながら食品の提供を図って来 

た。これらの成果とわが国の高度経済成長によっ 

て、私たちの食生活の変貌は著しく欧米型食生活 

の追随 • 簡便志向 • 加工食品は急増した。昭和40 
代の後半は さ ら に変化 し食生活の成熟の進展とと 

もに、加工食品の生産体制は多品種・少量生産、 

食生活は多様化 •高級志向が見られ、昭和60年代 

には飽食の食生活に突入した。このため成人病等 

の増加が懸念されはじめた。

この状況を支えた技術開発を年代毎に述べると、 

昭和20年代の主なものは熱交換器 • 真空濃縮 • 凍 

結乾燥技術の開発及び導入であった。30年代は酵 

素糖化法によるブドウ糖製造•油熱乾燥によるイ 

ンスタントラーメン・ 誘電加熱。40 年代はプラス 

チック包装・CA貯蔵。50年代は二軸エクス トルー 

ダ •非破壊分析。60年代は超高圧 • 機能性食品 • 

電子レンジ食品等であった。

そして、平成の時代を迎え平成2年7月に東京の 

食品産業の振興を図る東京都立食品技術セ ンター 

が発足し、農業試験場における食品加工に関する
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試験研究は終了した。

2. 主な業績

(1) 農産加工に関する試験

①紅しょうが漬の防腐について

梅酢は塩分、酸分が高いので、変質の恐れは 

少ないが、紅しょうが漬はしょうがに含まれる 

水分のために、梅酢の塩分、酸分の濃度が低下 

し、夏期には好浸透圧性酵母が液面に繁殖し、 

有機酸を消費する。著しいものは酸が減少して 

軟化変質するので、これらの酵母に有効と思わ 

れる各種防腐剤を紅しょうが漬に混合して好浸 

透圧性酵母の発生 を 防止す る 方法について検討 

した。その結果、試験に使用した各防腐剤(パ 

ラオキシ安息香酸ブチルエステル、デハイ ドロ 

酢酸ナトリウム、メチルナフトキノン、ソルビ 

ン酸、サルチル酸) とも、0.01、0.005%で静母の 

発生を阻止することができたが、漬上がりの色 

沢、風味等から判断すると、ソルビン酸、サル 

チル酸が良い と 思われた。(昭31年)

②福神漬防腐に関する研究

人工甘味料を加えた2、3級品の福神漬は高温 

期に好浸透圧性微生物のために「白カビ」「湧き」 

が発生する。この変質は主として酵母に起因す 

ると考えられることから、酵母の生育抑制に有 

効な各種保存剤(パラオキシ安息香酸ブチルエ 

ス テル、デハイ ドロﾡ酸ナ トリウム、メチルナ 

フトキノン、ソルビン酸)を使用した場合の保 

存効果について検討を加えた。白カビの増殖を 

抑制する にメチルナフ トキノンが0.0025%、ソル 

ビン酸が0.01%、他の防腐剤 は0.005%以上 を 必要 

とした。湧き を防止する に はメチルナフ トキノ 

ンは0.025%、ソルビン酸は0.01%、他の防腐剤 は 

0.02%以上を必要とした。メチルナフトキノンは 

有効濃度では、漬上がり が暗色に変色 し、カプ 

リン酸は薬臭があった。防腐剤を混合した場合 

の相乗作用はデハイ ドロ酢酸ナ ト リウムと安息 

香酸、メチルナフトキノンとでは認められなか 

った。ソルビン酸は0.02%で白カビ、湧き を防止 

し、漬上がりの風味も良く、毒性も少ないので 

福神漬の防腐に適すると思われた。(年報 昭32 

年度)

③わさび漬の酸敗防止試験

奥多摩地方のわさび産地の要望として、わさ 

び漬の酸敗防止方法を見出すための試験を行っ 

た。その結果、酸敗を防止する には砂糖で調味 

せずに水飴を使用する こ と と食塩を添加するこ 

とで効果があるものと考えられた。(特報 昭35 
年度)

④サワークラウトの防腐試験

サワークラウト は細切キャベツを約2%の食塩 

で漬込み、乳酸発酵により作られるが、酸膜酵 

母の繁殖のために腐敗するのでデヒドロ酢酸ナ 

トリウムを添加して防止する方法について検討 

を加えた。その結果、サワークラウトの漬込み 

にデヒ ドロ酢酸ナ ト リウムを添加すれば白カビ 

を防止し、漬上がりの風味が良好であった。添 

加方法は 0.02% を漬物全体に混合する か、あるい 

は表面の漬液に0.05%添加するのが良好であった。 

(特報昭35年度)

⑤塩漬なすの色止め試験

塩漬なすを原色に漬上げることは漬物の品質 

の向上に役立つことから、塩蔵におけるなすの 

色止め方法について検討を加えた。その結果、 

鉄あるいはアルミニウムとして0.1%添加したもの 

が色止めに有効であった。それ以下では退色し 

た。また、漬込みの際に、重石の多いものが早 

く漬上がり、色沢が良好であった。(特報 昭36 
年度)

⑥漬物袋詰殺菌に関する試験

漬物袋詰の適切な殺菌温度を見出す目的から 

試験を行った。その結果、山海漬、奈良漬とも 

にセロハンポリ エチレン袋の方がポ リエチレン 

よりも良く、真空包装のものが良かった。加熱 

殺菌は、75C、15分が最も効果的であった。(特 

報 昭36年度)

⑦パッションフルーツの加工試験

都下八丈島特産のパッ シ.ョ ンフルーツの新し 

い加工法について検討を加えた。その結果、パ 

ッション果より果汁を搾汁し、牛乳を配合して 

パッションミルクを製造したが、風味良好な製 

品を得ることができた。 牛乳180m0、パッション 

パル プ400m0、砂糖1.2kg、チクロ2g、クエン 酸10g、
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モノ フマール酸7gの配合が最も良好であった。 

(年報 昭37年度)

⑧みそ小袋詰わき防止試験

みその袋詰めが多くなったことから、袋が膨 

張するいわゆる「湧き」が製造の障害となる場 

合が増えてきたので、その防止法について検討 

を加えた。その結果、DHA-na、ソルビン酸を千 

分の1を添加すれば効果的であった。白カビは4 
千分の1でも防止できた。保存料添加後2 〜3 日 放 

置した後に袋詰めした方が、湧きが少ないイ頃向 

がみられた。(特報昭37年度)

⑨わさび漬の酸変防止試験

都下奥多摩地方わさび漬業界の要望に応じ、 

わさび漬の酸変防止法について検討を加えた。 

その結果、クロマトグラフィーによる分離では、 

酸変は乳酸及び酢酸の増加が主因であった。特 

にﾡ酸菌は5%以上の酸を生成するのでその防止 

が重要であった。酢酸菌の防止には塩素化合物 

が効果があるので、各種塩素化合物を添加して 

試験を試みたところ、いづれも著しい効果がみ 

られた。食塩の少量の添加、甘味として砂糖の 

代わりにぶどう糖を添加したところ浸透圧の面 

から、より酸変防止の効果があった。(特報 昭 

38年度)

⑩神漬の変質防止試験

アミノ酸液の湧き防止について各種保存料の 

効果を比較し、さらに福神漬について、湧き及 

び酸変防止について検討を加えた。その結果、 

アミノ酸液6、水4、砂糖5%、ボーメ17° の調味 

液 について 各種保存料 を 添加 して Einhorn氏厩酵 

管にてガス発生を比較したところ、対照区が30 
日目に15m以上に達したのに対し、ソルビン酸 

カ リ ウムが0.05%添加したものは60日後において 

も全く発生を見ず最も効果があった。福神漬に 

ついて行った結果では、ガス発生防止にはソル 

ビン酸が最も効果があ り、酸変防止にはDHANa 
が有効であった。(特報 昭38年度)

⑪たくあん漬の変質防止試験

たくあん漬の白かび、湧きなどの防止法を見 

出す目的から、デヒドロ酢酸ナトリウム、ソル 

ビン酸カ リウ ム、安息香酸ナ トリウム、パラオ 

キシ安息香酸のエステルを用いた保存試験を行 

った。その結果、樽詰の場合は、各保存料とも 

0.05～0.1%の添加で産膜酵母を防止し、酸敗も 

抑制された。袋詰では、漬液封入の ものは、漬 

液に対し、各保存料0.1〜0.2%の添加で湧きが防 

止された。無漬液袋詰の場合は、真空包装にし 

ないと変色や湧きを防止出来なかった。加熱殺 

菌は有効で、シール後80C、5 分で湧き を防止 し 

た。袋詰前に原料を80〜85℃ に5分以上加熱処理 

後袋詰 したものも 変色や湧 きを防止することが 

出来た。たくあんの加熱殺菌したものは、色沢 

風味、歯切れ等保存料添加によるよりも良好で 

あった。(特報 昭38年度)

⑫漬物の調味の改良に関する試験

旨味料の リ ボ核酸物質が食品加工面に利用 さ 

れるようになったので、漬物に対する旨味料の 

添加効果について検討を加えた。その結果、リ 

ボタイ ド を0.01～0.2% を添加 した きゅうり 醤油 

漬を製造し、官能検査を行ったところ、添加効 

果はみられなかった。これは、貯蔵中の酵素に 

よる分解に起因する ものと考えられたので、 

75C、5分の加熱を行ったところ、10人中8人が 

加熱したものの方をおいしいとした。したがっ 

て、加熱殺菌を行うことによりリボ核酸物質の 

旨味効果を引き出すことができた。(年報 昭37 
年度)

③たくあん小袋詰の防腐試験

たくあん小袋詰製品が増加してきたので、変 

質防止方法について検討を加えた。その結果、 

たく あん小袋詰を60～80°Cに10分間加熱処理し 

たところ、酵母に起因する袋の膨張を防止する 

ことができた。成分分析の結果から も、糖分の 

減少や褐変が抑えられる とともに歯切れも良好 

であった。(特報 昭40年度)

⑭べったら漬の変質防止試験

べったら漬は貯蔵性が乏しいので、保存料を利 

用した保存方法を確立する目的で試験を行った。 

その結果、保存料を添加していないものは、数日 

で漬液面に産膜酵母が発生し、湧き、酸敗等のた 

め変質を始めたが、パラオキシ安息香酸ブチルエ 

ステル、デヒドロ酢酸ナトリウム、ソルビン酸力 

リウムを添加したものは著しい変質防止効果があ 

った。ソルビン酸カリウムは湧きの防止には最も
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効果があ り、0.02%では5日間、0.05%では10日間 

防止することができた。(特報 昭40年度)

⑮キュウリの塩蔵試験

キュウリの塩蔵における食塩の適切な添加量、 

苦汁成分の影響について検討を加えたところ、 

白塩と 上質塩では塩蔵効果に は差が認め ら れな 

かった。苦汁成分等の影響では、硫酸カルシウ 

ムの添加が効果的であった。塩分濃度は20%以 

上のものが良好であったが、16.6%でも2次加工 

には適当であった。ソルビン酸の添加は産膜酵 

母を防止し、漬上りの風味が良好となるが、無 

添加のものは腐敗臭が強かった。(特報 昭41年 

度)

⑯奈良漬に対するソルビン酸アルコール液添 

加試験

変性アルコール (ソルビン酸を溶解したアル 

コール) 及びアルコールを水で倍量希釈により、 

粕床に添加したが、粕床に対し8〜10%添加した 

ものは酸変防止の効果があり、30日保存後酸分 

が0.3%以下なのに対し、無添加区は0.5%に達し 

た。また、アルコール添加区は粕床に白かびが 

発生したのに対し、変性アルコールのものは完 

全に防止することができた。(年報 昭41年度) 

⑰一夜漬の変質防止試験

白菜小袋漬の封入液 にソルビン酸を添加して 

も変質防止には余り効果がないが、クエン酸を 

添加したものは、効果があった。下漬をクロラ 

ミンT殺菌処理したものは最も効果があり、一夜 

漬の保存には初発菌数を少な くすることが効果 

がある ことがわかった。酸の添加とクロラミンT 
殺菌の併用が最も合理的で、下漬白菜をクロラ 

ミンT0.2%液で処理して表面を殺菌し、さらに水 

洗いをして塩素臭を除去し、クエン酸0.3%添加 

の封入液を使用する方法が良いと考えられた。 

(年報昭42年度)

⑱漬物の包装に関する試験

漬物のカップ詰•小袋詰の変色防止法を見出 

す目的から試験を実施した。その結果、しょう 

ゆ漬のカップ詰では、調味料の半量を漬け上が 

りの漬物の表面にまぶす方法、すなわち、まぶ 

し調味法が最も良好であった。まぶし材料の配 

合は、食塩、グルタ ミ ン酸ナ トリウム、アミノ 

酸系粉末、酸類、ソルビン酸カリウムで、これ 

らの粉末を漬物の表面にまぶす方法である。た 

くあん漬の袋詰では、ポリ袋の場合は、薄手の 

も の は通気性 があるために 褪色変色 を起こすの 

で50um以上の厚手の ものを使用する必要があっ 

た。ポリ セロ、塩化ビニリデン コーテ ィングは 

通気性がなく良好であった。(年報 昭42年度) 

③きゅうり の低塩度冷蔵試験

塩蔵漬物の塩分 を低下 させるため に低塩度冷 

蔵法を開発するためにきゅう り を4〜8%程度の 

低塩度漬とし、2〜4℃の冷蔵庫に貯蔵して試験 

を行った。その結果、凍結したものはビタミンC 
の残存率は高いが、スポンジ化、ドリップ現象 

のため思わしくなかった。低塩度冷蔵のものは、 

色沢、肉質の硬度等もきわめて良好に保存され、 

5カ 月後で も 原色が保たれ、野業サ ラ ダには十分 

使用できた。クエン酸の添加は褪色を早め、効 

果がなかった。(年報 昭44年度)

②野菜サ ラ ダの変質防止試験

野菜サラダの日持ちをよくする方法を見出す目 

的から試験を行った。その結果、野菜サラダに過 

酸化水素を添加すれば、保存中の菌の増殖を抑制 

して、変質を防止し、日持ちが良くなった。無添 

加のものは1日後に酸分が0.6%以上に達したのに 

対し、0.1%添加のものは2日まで、0.2%添加では 

3日まで変質を防止した。過酸化水素の残存は 

0.2%添加した場合は、1 日後に 71.5% が残存し、 

0.5%添加の場合は15.1%が残存していた。また、 

プロピレングリコールを3〜7%添加したものは、 

かびや細菌の増殖を防止した。しかし、7%添加 

は苦みを感ずるので、実用上は3%程度の添加が 

望ましいと考えられた。(年報 昭44年度)

㉑たくあん漬小袋詰の変質防止試験

たくあん漬の変質菌を分離し、防止法を確立 

する目的から試験を行った。その結果、酵母6種、 

細前1種を分離したが、産膜性ﾡ母はHansenula 
anomalaで他の湧 き 原因 酵母 はTorulolpsis sake と 
Torulopsis属酵母で、細菌は乳酸菌であった。ソ 

ルビン酸の添加は湧き防止効果があるが、袋詰 

前に予め、たくあんの表面を殺菌剤により殺菌 

処理することが望ましかった。加熱は65℃、10 
分間の処理が適当で、加熱処理したものは湧き
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とともに酸敗も防止され、色沢も良好であった。 

(年報 昭46年度)

㉒漬物湧き酵母の浸透圧とガス発生試験

漬物の湧きを浸透圧の観点から検討を加え、 

防止法を開発することを目的とした。その結果、 

漬物よ り分離した2種のTorulopsisに属す る酵母 

について、培地の浸透圧を変えて、ワールブル 

グ検圧計により、ガス発生を測定比較し、しん 

と う あつはVantt Hoff及ぴFrazerの式により産出 

した。(年報 昭46年度)

②た く あん袋詰の変色防止試験

袋詰の包装材と変色との関係を見出し、最適な 

包装方法を確立する目的から試験を行った。その 

結果、変色は包装材の通気性に左右され、ポリエ 

チレンは変色し易く、厚さの薄いものほど変色が 

著しかった。ラミネートのものでは、ポリセロに 

塩化ビニリデンコーティ ングのものとポリセロと 

ポリ プロピレンの 3 層ラ ミネー ト の ものが変色が 

なかった。ポリエチレンのラミネートは通気性が 

高く、変色が早かった。(年報 昭44年度) 

②たくあん袋詰のアルコール添加試験

たく あん漬の調味改善のためのアルコール添 

加の効果を見るために試験を行った。その結果、 

袋詰の注加液にアルコールを各濃度添加し、保 

存後の風味を官能審査で比較したところ、アル 

コールを添加したものは、無添加のものに比し 

て著しい風味の改善となった。200g詰、注入液 

40m0の場合、注入液に対し、アルコールを0.5% 
添加するのが適当であった。(年報 昭44年度) 

㉕サ ッカリンの漬物における添加試験

チクロが禁止となったので、サッカリンの漬 

物に対する最適使用法を検討する目的で試験を 

行った。その結果、サッカリンは0.02%でも食塩 

が5%以上あると苦味を感じ、食塩の存在は苦味 

増加の原因となった。苦味除去のために、クエ 

ン酸、酢酸を0.5%添加すると苦味が消失した。 

他の天然甘味料、グルタ ミ ン酸ナ トリウムなど 

の添加では消失しなかった。各種漬物について 

実際に添加したが、酸の添加が苦味消失の効果 

をもたらすことがわかった。(年報 昭46年度) 

㉖浸透圧と漬物の変質防止

小袋詰漬物の品質低下防止を浸透圧の面から 

検討を加えた。その結果、湧きの原因となる酸 

酵性酵母の配酵を防止するために食塩のみでは、 

17% (110気圧以上) 必要であるが、ソルビン酸 

を1/1000加えると10% (68気圧) から12.5% 
(83気圧) の間で、また、1/3000, 1/5000の添 

加では15% (97気圧) で配酵を抑止する ことが 

できた。グルコースでは50% (123気圧) で抑止 

されるが、 ソルビン酸を1/1000加えると40% 
(85気圧) で抑止することができた。また、1/ 
3000. 1/5000の添加量では、浸透圧を低下させ 

るだけの効果はなかった。

有機酸とソルビン酸を併用した場合について 

は、酸1%添加を基準にソルビン酸を1/1000加 

えると食塩5% (35気圧)、1/3000加えると7.5% 
(52気圧)、1/5000加えると10% (67気圧) で酵 

母の酰酵を抑止できた。(年報 昭46年度) 

②市販ソースの成分と品質 (糖と酸および食

塩の関係)

ソース市販品につき、成分その他の実態を調 

べたが、そのうち主成分相互の関係を品目、種 

類別に調べたところ、全糖と思われる製品の糖 

と酸の比は、ウスターソースの14.93に対して、 

中濃、とんかつソースは17.45で差がみられた。 

糖と食塩の比は2.53に対して3.11で差があり、こ 

れらから濃厚ソース が甘口の傾向で あ ることが 

わかった。味と香りの官能評価の関係について 

は中濃およびとんかつソースで相互係数がそれ 

ぞれr=0.7458"*、r=0.6746・であった。(年報 

昭47年度)

㉘キサンタンガムのソースへの利用試験

キサンタンガムを0.3、0.5%使用すると中濃、 

濃厚ソースなみの粘度となった。6か月保存して 

も粘度の低下はとくに見られなかった。保存中、 

一般成分のうち、総酸、水溶性全糖、食塩、純 

エキスの変化は認められず、還元糖は増加する 

傾向を示し、6か月後には4.5～5.0倍となった。 

(年報 昭48年度)

㉙市販ソースの色について

市販されているソースについて測色色差計を 

用いて、色を測定したところウスターソースは 

62.2 (L), 18.8 (a), 35.0 (b)、中濃ソースは 

75.1 (L), 10.8 (a), 36.5 (b)、濃厚ソースは
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77.9 (L), 9.2 (a), 32.5 (b) であった。したが 

って、ウスターと中濃・濃厚では差があり、ま 

た、ウスターでは彩度の範囲が狭く、中濃・濃 

厚では色相の範囲が比較的狭かった。(年報昭 

49年度)

㉚市販中濃および濃厚ソースの分離について

粘稠性 を有す るソースでは粘性の保持が重要 

である。そこで、市販ソースを保存した場合に 

生じる分離の度合いについて検討を加えた。そ 

の結果、中濃ソースで 13 点中 8 点、濃厚ソースで 

8点中2点の割合で分離がみられた。分離しない 

ものの粘度は中濃で平均960cps、濃厚で2700cps 
であるのにくらべ粘度は全般に低い傾向にあっ 

た。製造日からの経過日数が長いものの方が分 

離する傾向が多かった。不溶性固形分は中濃で 

15%以下1点、濃厚で225%以下のものが1点あっ 

たが分離との関係はと く に認められなかった。 

(年報 昭49年度)

③食品工場の排水削減に関する試験

漬物製造工程の脱塩方法を改善し、使用水の 

削減と公害防止を行う目的で試験を行った。連 

続式、回分式脱塩法による比較を行ったところ、 

流量を異にした連続脱塩では、脱塩時間は短縮 

されるが、使用水は増加 した。連続式、回分式 

とも原料を最初に圧搾して脱塩すると、 しない 

場合に比べ時間の短縮、使用水の削減が図られ 

た。回分式は連続式に比べ、非圧搾物、50%田 

搾物とも所要時間が半減し1/4の水量で脱塩す 

ることができた。 ナス、ダイコンも同様に脱塩 

時間の短縮、使用水の削減がはかられた。また、 

圧搾することによって、原料中に含有する物質 

は圧搾率に比例 して事前に取 り除くことができ 

た。非圧搾物の食塩を 100%脱塩に要した水は50 
2、100分、CODを0値までに要した水は452、 

90分であったが、50%圧搾物の食塩を 100%脱塩 

に要した水は372、75分、CODを0値までに要し 

た水は202、40分であった。(年報 昭49年度) 

③浅漬 キャベツの棚持ち 試験

浅漬は食塩が少なく、保存料の使用もできず品 

質低下の早い漬物である。そこで、5～30Cで保 

存した場合の棚持ち寿命を明らかにすることを目 

的に試験を実施した。その結果、有機酸は0.2% 

程度になると酸味を感じるようになるので、それ 

以下を良とした場合、5°Cで10日、7℃ で 8 日、 

10°Cで4日、20°Cで1日、30°Cは0日であった。漬 

液の白濁を肉眼的に感じる透過率は70%で、これ 

に達する日数は5、7Cは6日、10Cは4日、20Cは 

1日、30Cは0日であった。棚持ち 日数は透過率 

70%で判断するのが適当であった。(年報 昭51 
年度)

3カブ漬 (醜酵漬物)の品質保持限界

乳酸配酵に よ る 漬物の製法 と 5～30G に おける 

品質保持限界を明らかにする 目的から試験を行 

った。その結果、食塩3%で荒漬を 1 日、本漬を6 
日、室漬を 30℃ で 6 日間行い、5～30Cで保存試 

験を行ったところ、室漬中に浸け液の糖はほと 

んど無くなり、カブ中のものは半量に減少した。 

有機酸は室漬初期に0.1%、組成は酢酸13%、乳 

酸62%、コハク酸25%であったが、6 日後には 

1%に達し、組成としては乳酸が主体となった。 

5C保存の ものはこ の状態が100 日 以上続い た。 

他のものは20～40日で酸量が減少した。組成と 

しては乳酸が減少して酢酸、蟻酸、酪酸が増加 

し、悪臭が生じた。同時にpHの上昇、滴定酸度 

が減少し、液、カブとも黒く変色することが明 

らかになった。(研速 昭52年度) 

3亀戸大根を素材にしたﾡ酵演物の製造、保存

都内産野菜である亀戸大根の加工品の開発を 

行う目的から試験を実施した。その結果、食塩 

3%で荒漬を1日、水洗後に同食塩量で本漬を6日、 

室漬を 30℃ で6 日間行った。ﾡ酵後、5～30Cで 

保存し、有機産の消長、微生物変化 を調べ、品 

質保持限界を明らかにした。有機酸の変化はﾡ 

酵当時、蟻酸、酢酸、シュウ酸、乳酸、コハク 

酸、リンゴ酸であったが、酰酵後は酢酸、乳酸、 

コハク酸であった。配酵漬物の酸量の基準を1% 
とし、これ以下を限界とすると、5C保存では 

140日、10°C保存では10日、20～30°C保存では10 
日以内であった。微生物の変化は配酵中に乳酸 

菌、酵母とも10/mに達した。しかし、保存中 

に酵母によ る乳酸消費によって、pHが上昇し雑 

菌が増殖した。(年報 昭53年度) 

3ﾡ酸利用による 各種食品の防腐

酢酸自体の抗菌力を応用し、各種食品の特異
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性、微生物叢に合わせた保存法について検討を 

加えた。その結果、酢酸ナトリウムとフマール 

酸を主体に、水に溶解後のpHが4.4となるように 

調整したものを用いて、浅漬けの保存性を検討 

した。食塩2%の浅漬に0.5%添加したものを10G 
で保存したところ、対照が3日目で白濁したのに 

対し、9日目に白濁を呈し、6日間の保存性延長 

がはかられた。食塩4%の浅漬の場合は、対照で 

5日目、0.5%添加で9日目に白濁を呈した。(年報 

昭54年度)

3バッ シ ョ ン加工品の品質向上試験

紫系パッションを搾汁し、これを真空包装し 

て-30Cで凍結し、品質変化を調べた。当初、 

屈折糖度計の示度16.5、酸2.4%であったが、3力 

月、6ヵ月後で数値の変動はほとんどなかった。 

ア ミ ノ態窒素、還元型ビタ ミ ンCはそれぞれ 

33mg、27mg/100mで これらもほとん ど変化がみ 

られず、香気も良好であり、以後のかこうへの 

利用が十分可能であった。(年報 昭54年度) 

劭ソースの品質向上試験

ソース保存上で問題となる醃酵について成分 

との関係を調べた。その結果、糖の種類、濃度、 

pHを変え、食塩濃度を9%と一定にした溶液をつ 

くり、ﾡ酵したソースより分離したﾡ酵性酵母 

を接種し、25Cで1ヵ月保存してその変化をみた。 

pHを3.6に調整した区分では液糖使用で糖度20、 

27.5、35%と濃度の低い方から順にそれぞれ5、8、 

9日目より酸酵がみられた。pH2.8の区分では糖 

度20%区が11日目より配酵を始め、糖度の高い 

区は変化がなかった。上白、中ざら糖使用区は 

全体に変化がなかったが、これは液糖使用とく 

らベ微生物利用成分がほとんどないためと思わ 

れた。(年報 昭55年度)

3そう 菜類の品質 におよ ぼす低温細菌の影響

そ う 菜類の低温流通過程で低温細菌に より食 

品中で蓄積される亜硝酸生成に関与する微生物 

を明らかにする目的から試験を行った。その結 

果、低温性細菌の中には亜硝酸生成細菌が多く 

含まれることから、それらの分布状況、亜硝酸 

生成能について調べたところ、カブ浅漬の原料 

となるコカブより分離した細菌182株のうち、47 
株(25.8%)が亜硝酸生成能を有しており、特に 

シュードモナスに多く、その他にミクロコッカ 

ス、 アルカリゲネスなどにみられた。さらにシ 

ユードモナスの中における亜硝酸生成能の強弱 

をみたところ、亜硝酸生成速度は菌種間に差異 

のあることが明らかとなった。(年報 昭54年度) 

頭たくあん漬の品質保持期間

低塩化傾向にある漬物の品質保持向上、適性 

保存条件の確立をはかる目的から試験を行った。 

みの早生系による新漬たくあんと理想系による 

無添加加熱殺菌たくあんの二種類の袋詰品で温 

度を変えて保存した場合の変化について調べた。 

みの早生系では、表面色のLが30、20°C区とも4 
日目で大幅に減少、10C区は8日、5C区は15日 

目 に減少 した。また、bは30、20°C区が早期に増 

加した。官能的にみて、特有な辛味の消失、歯 

切れの減退、色の変化がみられ、L. bの変化は 

着色の進行に対応した動きを示した。理想系の 

ものでは、表面色のbは30、20℃ 区が 10〜15 日 で 

減少傾向をみせ、Lも同様傾向であった。官能的 

にみて、味、歯切れ、色が変化してゆき、b、L 
の推移にこれがうかがえる。10、5℃区では顕著 

な変化はみられなかった。(年報 昭56年度) 

@浅演 に おける 原料野菜の洗浄効果

浅漬では微生物 お影響 を 受け て品質保持が む 

づかしいので、初発菌数を減らすため原料野菜 

の超音波洗浄処理を行い、検討した。キュウリ 

を水洗、超音波処理を施し、食塩水を加え、10、 

20Cに保存し、比較した。20C区では2日目に消 

液が濁り差はなかったが、10℃区では9日目に漬 

液の透過率が無処理区で25%、水洗区で52%、 

超音波洗浄区では63%になった。白菜では差が 

みられなかったが、キャベツの外葉を15分超音 

波洗浄で行ったところ、細菌は94.2%除去された。 

(年報 昭57年度)

①ソース の醜酵防止 に関する 試験

ソースの酸酵に関与する酵母の検索、これを 

用いて糖、食塩の浸透圧、酸の濃度と酸酵防止 

の関係について調べた。その結果、配酵ソース 

から酵母を分離し、同定したところS.bailliiと同 

定した。主要成分である酸、糖、食塩濃度を 

種々かえたソースをつくり、先の酵母の培養液 

を接種、25°Cに置き、番酵の有無をみた。成分
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濃度が高く なるにつれてガス発生はおそく なり、 

一定の濃度を超えると配酵現象はみられなくな 

った。ガス発生を防止する に必要な酸濃度(X%) 
と 糖、食塩の浸透圧の和 (y atm) の関係につ 

いて調べ、y=-55.2x + 167.4なる式を得た。 

また、入手したﾡ酵性酵母のS.bisporusを用いた 

場合についても検討した。その結果、酸濃度 

0.6%で糖、食塩の浸透圧の和がおよそ60atmで配 

酵が防止 された。S.rouxiiの場合、酸濃度0.6%で 

浸透圧の和がおよそ30atmで防止された。なお、 

配酵したソースから分離、同定したS.bailliiも別 

に入手した株を用いて調べたが、酸濃度 1.23%の 

とき糖、食塩の浸透圧の和がおよそ94atmで配酵 

が防止され、分離酵母を用いたときと類似した 

傾向を示した。(研速 昭57年度)

⑫漬物類における亜硝酸の低減化

漬物製造 お よ び保存 中に生成される 亜硝酸 は 

発がん性物質の一つであるニトロソアミン、ニ 

トロソアミ ドの前駆体であることから、それら 

の低減化 を はかる ため の 製造 お よ び保存方法に 

ついて検討を加えた。亜硝酸生成細菌を分離、 

計数する ための選択培地 と してスルファニルア 

ミドを用い寒天の重層を行う方法を考案した。 

本方法を用いて検討を加えたところ、亜硝酸生 

成細菌としてはシュードモナス、腸内細菌科に 

属する細菌などのグラム陰性細菌が優勢で、そ 

の他にはミクロコッカス、バチルスが分離され、 

それらの細菌が亜硝酸の生成に関与しているこ 

とが明らかになった。

漬物製造あるいは流通、保存中に生成される 

亜硝酸の多く はグラム陰性菌の代謝活動によ る。 

それら、グラ ミ 陰性菌は漬物のpHを低く 調整す 

る ことにより、増殖を抑制することが可能であ 

った。また、浅漬けの場合はアルコールを添加 

することによりそれらの細菌の増殖を抑制でき 

たが、乳酸菌の増殖により漬液のpHが低下し、 

酸味が強まることが多かった。(年報 昭61年度) 

⑬ソース新製品の品質保持

ソース需要の拡大をめざし、新しいタイプの 

ソース類が作られている。これらについて日持 

ちを調べ品質保持方法を検討した。具体的には、 

お好みソースの成分、色、菌数等を経時的に調 

ベ、保存性を検討した。常温での保存 (9ヵ月) 

で酸は0.8〜0.9%、塩分は5.6～5.7%で推移 し、 

変化はなかった。色もほとんど変わらず、ややL, 
a, bの減少傾向、また、粘度は少し増加の傾向 

がうかがわれた。一般細菌数は300以下で推移し 

た。試料に一定濃度の醜酵性酵母を接種すると 

短期間でガスを発生するので汚染には十分な留 

意が必要であった。(年報 昭62年度)

また、 ドレッシングソースとして、梅、 トマ 

ト、しょうゆの 3 種類の タイプの保存性 を調べた 

ところ、梅、トマトとも60日で色、味にやや変 

化がみられたが、分離型のしょうゆはほとんど 

差がみられなかった。梅は冷暗所および30C保 

存とも粒子が沈降してきて問題であった。3種の 

成分は 90 日 で、AVは0.2～1.2の範囲から0.8～1.4 
の範囲に増加し、冷暗所保存にくらべ30℃保存 

の数値が高かった。POVも同様に増加傾向を示 

した。(平元年)

(2) 生活改善に関する試験

①健康の維持増進

農業生産に従事する人々の基礎的体力の向上 

や健康の維持増進を図るため、動物性食品の確 

保を目的に、都下の食肉販売実態調査、飼養状 

況、屠殺状態、飼料問題の解決法として醜酵甘 

薯•ふすま飼料の製造、飼養豚肉の成分調査及 

び農村栄養調査を行った。

さらに、自家用味噌•醤油に関する調査や合理 

的な製造法を見いだし、製法、各種栄養強化法の 

指導を行った。その他に受託事業として製麹、製 

茶、皮革加工及び椎茸の展示栽培や一般栽培試験 

を行った。(特報 昭和23、31、33、34 年)

②燻製鶏肉の製造

廃鶏の利用加工法として簡易燻煙装置の試作 

及び燻煙鶏の製造や品質改良試験を行った。こ 

の方法は古い石油缶 を利用 して行った もので、 

簡単で安価であったため東京の農家に普及 さ れ 

た。(特報 昭和31、32、37、38、39 年)

③メタンガスの生産

家庭用燃料の不足を補うために、家畜の糞尿を 

利用したガス発生装置を試作した。これによって 

台所仕事の能率化、燃料の自給向上、統酵有機質
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肥料の確保が され多く の農家に導入 さ れた。

• (特報昭33、34、35、36年)

(3)畜産加工に関する試験

①食肉製品の成分 (I 都内製品の食塩、ア 

ミノ態窒素、可溶性窒素について) 

ロースハム等の成分分析を実施し品質につい 

て検討した。夏期に食塩はやや多く なる傾向が 

あった。可溶性窒素は季節的変動がみられ、ア 

ミノ態窒素、食塩はメーカー間に変動が見られ 

た。アミノ酸類、食塩の使用量に問題が認め ら 

れた。(特報20 昭39年)

②燻製鶏品質改良に関する試験 (V ソルビ 

ン酸カリ ウムの製品に対する貯蔵効果) 

ソルビン酸力 リ ウムの保存効果について検討 

を行った。ピックル液に枝肉の0.4%添加して製 

造した燻製鶏は、ネトの発生が遅く肉の軟化度 

も 少なかった。(特報20 昭39年)

③食肉製品の成分 (I 都内生産ロースハム 

の粗蛋白、粗脂肪、食塩について)

ロースハムの品質について検討を加えた。食塩 

はバラッキが大きく粗脂肪との間に負の相関が、 

水分と粗脂肪の間にも著しい負の相関を認めた。 

脂肪量を考慮に入れないで塩漬を行った場合は、 

食塩のバラッキが大き く 品質的に不安定になるこ 

と を明らかに した。(特報21 昭40年)

④食肉製品の成分 (V 都内産プレスハムの 

一般成分)

都内24JAS認定工場の プレスハム を調査した結 

果、官能検査でJASの合格点に達したものはわず 

か7%で、肉質に問題が多く、成分では粗脂肪と 

デン粉のバラッキが大きく、また、デン粉量が 

混合プレスハムのJAS規定より多いものが17%も 

あった。(特報22 昭41年)

⑤食肉製品の成分 (V プレスハムの肉塊と 

つなぎについて)

プレスハムの価格と原料肉等との関係について 

検討を加えた。低価格製品は肉塊が少なく、つな 

ぎや脂肪塊が多く、小肉片をミンチしてつなぎと 

して使用していた。また、デン粉の添加量も多い 

ことから保水力に影響を及ぼし、製品の水分量に 

ムラが生じて いた。(特報22 昭41年)

⑥食肉製品の成分 (V ウインナー ソーセー 

ジの一般成分)

市販ウイ ンナーソーセージの品質評価を試み 

た。官能検査では平均して外観が良好であった 

が、色沢は劣り、ケーシングの着色技術に差が 

認められた。各成分のうち粗脂肪、デン粉にバ 

ラッキが見られた。一般成分と官能検査の間に 

特に関係は認められなかった。(特報23 昭 42 年) 

⑦食肉製品の形態について (I ロースハム

の断面形態)

ロースハムの断面形態を調査した。脂肪が肉 

の表面をなめらかにおおっている製品は、周囲 

長と脂肪と筋肉の接触面の長さの比が約1で、比 

が0.6 と小さいもの は脂肪が筋肉中 まで入り込み 

結着を悪く する原因となっていた。(特報23 昭 

42年)

⑧鶏肉の加工について (I チキン・ウィン

ナーソーセージ製造試験)

廃鶏肉を用いて、チキンソーセージの製造試 

験を行った。原料肉の20%までは脂肪を混合し 

ても脂肪の分離が認められなかった。皮の混入 

は原料肉の30%以下であれば品質、成分とも差 

は認められず、嗜好調査では皮を混合したもの 

の方がむしろ好まれた。(特報23 昭42年) 

③食肉製品の形態に関する研究 (I 市販プ

レスハムの形態について)

市販プレスハムの形態について調査を行った。 

断面積のバラッキに比べて、つなぎ部分のバラ 

ツキ が大き く なかには42%もつなぎがある製品 

が見られた。(特報24 昭43年)

⑩植物油 (コーン油) 混入ソーセージについて

動物脂の代わ り に血清コ レ ステ ロール降下作 

用がある植物油を混合してソーセージを製造し 

た。コーン油混人区と動物脂で製造したソーセ 

ージを比較した結果、鶏肉、兎肉を原料とした 

ものは風味に差がなく、小牛肉はむしろコーン 

油の方が良好であった。(特報24、26 昭43、45年) 

①ウィンナーソーセージに対する紫外線照射

ウインナーソーセージはネトの発生により品 

質低下を来すため、この発生を防止し品質の保 

持を図る。紫外線の照射により 試料表面の菌数 

は無処理区より少なく、ネトの発生を抑制した。
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照射後の冷蔵保存では、試料表面の色の変化は 

特に認められなかった。(特報24 昭43年)

⑫ウインナーソーセージの肉質の色

市販品の色調を調査し、影響する因子につい 

て検討した。試料の多くから食用タール色素が 

検出され、中でも赤色102号は多くみられた。原 

料肉の色と段階的に発色、着色した場合の色や 

混合割合を知ることにより、製品の色はある程 

度把握できるものと思われた。(特報25 昭44年) 

⑬食肉製品の成分 (W ウインナーソーセー

ジの食味に関するー ・ 二の考察)

ソーセージの食味の改良について検討を行っ 

た。畜肉類のエキス組成はほぼ同様であったが、 

かじきはエキス分等の呈味成分は多いが食味は 

悪い。初発pH付近のpH移動値を小さくすること 

で呈味を高めることができるため、 中性アミノ 

酸等の添加が有効であった。(特報25 昭44年) 

⑭pH低下及び表面殺菌によるウインナーソ

ーセージの保存効果

重合乳酸を1%添加するとpHが低下し、ソルビ 

ン酸の抗菌力が高ま り30C下でも11日間ネ トの 

発生が見られなかった。エタノールによる表面 

殺菌処理はあく までネ ト防止の補助手段である。 

(特報25 昭44年)

⑮鶏肉の加工について (V チキン •ソー 

セージの結着向上について)

廃鶏肉を利用したチキン ・ ソーセージの結着 

性を高める方法を検討した。兎肉、豚肉、小牛 

肉をつなぎ肉と して10～20%混合するとチキン 

の風味を失わず結着性が高まった。特に、兎肉 

の結着性が高い。魚肉は 10%以下の添加が適当 

であった。(特報25 昭44年)

⑯ハム断面色の保存中の変化

肉製品保存中の色調の変化について調べた。 

ショーケースに保存すると変色が著しく、クレ 

ハロンフィ ルム処理では効果が見られないが、 

アルミ箱処理は効果が認められた。このこ とか 

ら、光線が製品断面色に大きな影響を与える こ 

とがわかった。(特報26 昭 45 年)

⑰鶏卵の貯蔵中の品質変化

鶏卵の貯蔵 中 の品質変化 について検討 した。 

産卵直後の卵を30°C下に貯卵する と卵重は直線 

的に減少した。卵白pHは産卵日から急激に上昇 

したことから、鮮度判定指標として有効である。 

貯卵中に卵白は水溶化し炭酸ガスを発生した。 

(特報26,27 昭45,46年)

⑱ベー コ ンの断面相よ りみた品質

全国品評会に出品した一定水準以上のベーコ 

ンの品質を調べた。ベーコンの塩味には筋肉よ 

り脂肪中の塩分が強く影響を及ぼし、筋肉間の 

塩分量の差が0.58%以上あるものは塩味が均等で 

はないと考えられた。(特報27 昭 46 年)

⑲ベーコンの色について

ベーコンの色について市販品の実態を調べた。 

表面の色は官能評価と測定値間に関連が認めら 

れた。肉の色は表面のb/aが0.4〜0.6、Lが約25で、 

断面も適度な赤さを有しているものが良い。脂 

肪の色は表面のaが10以上、Lが55以下の ものが 

概ね良好であった。(特報27 昭46年)

⑳鶏肉 の流通事情 と 鮮度保持に関する 試験

鶏肉消費の伸び率は高いが、量的には畜産物 

の4.7%にすぎず、都内生産の自給率は4.4%であ 

った。鶏肉小売業はと体解体によるマージン追 

求型が主であり産地におけるパーツ生産が流通 

の主体になった時の対応策が問題となっている。 

(年報 昭47年)

②畜産食品添加物の適性使用法に関する研究

ロースハム、ペーコンに対するソルピン酸の 

使用効果を調べたが、無添加でもかなりの貯蔵 

性を示した。乾燥は中温度、短時間乾燥が良く、 

スモーク時間は長い方が保存性が高い。ボイル 

はスモーク前に施した方が水分が少なく、保存 

性が高かった。(年報 昭47,48年) 

②食肉製品の品質向上に関する試験

亜硝酸ナ トリ ウム は強い微生物抑制効果があ 

り、食塩との相乗効果は一層顕著であった。リ 

ゾチームをグリシン、シスチンと併用し、2.5% 
の乳酸溶液に浸漬処理すると菌の抑制効果が認 

められた。(年報 昭48年).

8食鶏の品質評価

胸筋の一般成分 とエキス 分含量は鶏の重量区 

分間で有意差は認められなかったが、 親どりと 

若どりではエキス分、エキス無機物に有意差が 

見られた。また、核酸関連化合物の変化をもと
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にしたK値は鶏肉の鮮度判定指標と して有効であ 

ることを明らかにした。(年報 昭49年) 

②天然物由来物質の利用による肉製品の防腐

肉製品の保存性の向上を図るため、以下の試 

験を行った。グリシン、オイゲノールは全般的 

に菌の増殖を抑制したが、有機酸は微生物の種 

類によって異なった。また、ソーセージの保 

試験でも制菌効果を有する事実を認めた。(年報 

昭49,50年)

㉕食鶏の品質評価(シャモ交配鶏のエキス成

分組成)

シ ャ モ 交配鶏の 10週令 か ら 17週令 について、 

大胸筋のエキス分組成、イノシン酸含量を調べ 

た。交配鶏はブロイラーに比して増体量が著し 

く劣るが、胸筋の成分含量に差はない。週令間 

には差が見られ、粗タン白、粗灰分、エキス分 

は増加傾向を示した。(年報 昭50,51年)

㉖市販畜産加工品の酸化変質について

市販畜産加工品の脂質安定性について調べた。 

過酸化物価は他の油脂食品より低いが、酸価は 

比較的高かった。脂質の誘導期はドライソーセ 

ージ、ペースト類が短く、ベーコンは長く安定 

であった。脂肪酸組成 は ラード の組成 に類似 し 

ていた。(研速 昭51年)

②鶏肉の品質について(3)鶏体の成熟と肉

質の関係

鶏体の成熟 と肉質の関係との関係を検討した。 

一般成分、エキス分からみて鶏体が成熟するに 

つれ、うまいといわれている250日令のシャモの 

成分組成に近くなる。イノシン酸量と脂肪酸組 

成は鶏体の成熟との間に明瞭な関係は認められ 

なかった。(研速 昭51年)

㉘鶏肉の品質について(4)湯漬温度、流通

形態の肉質への影響

60℃で湯浴処理の場合、30秒では影響が見ら 

れないが、1分間浸漬すると鶏肉の保水力は低下 

した。96時間冷蔵庫で緩慢解凍 した中国産冷凍 

鶏胸肉の結合水率は非常に低く、肉質は不良で 

あったが、食塩を添加することにより結合水率 

は増加した。(研速 昭52年)

8鶏肉の鮮度 と ATP関連化合物

核酸関連化合物の変化を数値化したK値が鮮度 

指標として優れていることを明らかにした。K値 

は温度依存性が高いこと、胸肉など単一筋での 

測定が必要なこと、また、市販鶏肉での調査か 

ら流通上の問題点を指摘した。,(研速 昭53年、 

研報告 昭59年)

㉚鶏肉の品質について(5凍結が肉質に及ぼ 

す影響並びに保水力の補強効果について) 

凍結による肉質への影響を検討した。タンパク

質の溶出量からみて-30C、1 週間の冷凍保存で 

は特に変性は起きていなかった。また、加塩によ 

り結合水率は増加し保水力は増加したが、タンパ 

ク質の溶出量は他の処理区と変わらず肉質改良効 

果は明でなかった。(研速 昭53年) 

③生肉脂質の加水分解 と 脂肪分解菌 について

ひき肉中の酸価の増加は脂質中の燐脂質の分 

解によるもので、その原因は、ひき肉を汚染し 

た脂肪分解菌によるものでなく、ひき肉中に含 

まれる脂肪分解酵素の作用が主である ことを明 

らかにした。(研報告 昭54年) 

3シャモ交雑鶏の肉質

シャモ及びシャモ交雑鶏胸筋のエキス分等を 

調べた。一般成分、エキス分組成は品種間に有 

意差はないが、週令には有意差が見られた。食 

味テストでは脂肪酸組成、筋繊維の太さ等と食 

感との関係、また品種間差は識別できなかった。 

(研報告 昭54年)

3鶏のと殺、処理工程が鮮度に与える影響に

ついて

と殺前に強制運動をさせると放血が不十分と 

なり、肉色は赤みを呈し、K値も高くなる。湯漬 

処理 (約60°Cで90秒) が鮮度に与える影響は小 

さい。冷却工程では低温処理区ほどK値の上昇が 

少ないことから、品温を短時間に低下させるこ 

とが重要である。(研速 昭56年) 

3鶏脂質の貯蔵安定性について

鶏脂質で酸化を受けやすいのは皮脂質であ り、 

筋肉脂質は比較的安定であった。このこ とか ら表 

層脂質の酸化を抑制することが冷凍鶏の品質を保 

持する上で重要である。(研速 昭57年) 

3パーシャルフリージングによる鶏肉の保存

部分凍結法 (-3c) の効果を検討した。- 

3C保存では自家酵素の活性は抑制され鮮度は保
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持された。色調の低下は20日目に認められ、脂 

質の酸化は進行した。解凍時に ドリ ップが発生 

したことから、 ドリップ抑制には多少温度を上 

げる こと が必要である。(研速 昭59年)

㉖チキンボーン(鶏骨)の成分とペースト貯

蔵中の酸化

チキンボーン中のタンパク質はストロマタン 

パク質が多く、結着力を有する塩溶性タンパク 

質量は筋肉に比較して少ない。脂肪の構成脂肪 

酸は不飽和脂肪酸が多い。カルシウムとリンの 

比は吸収がよい2 ：1であった。ペーストは冷凍 

貯蔵中に脂質が劣化 した。(研速 昭60年)

(4) 野菜及び青果物の生鮮保蔵に関する試験

近郊野菜生産者の収益の安定を図るため、セル 

リー、 ミツバ、イチゴ、生シイタケ、レタス、花 

やさい、秋キュウリ、トマトの冷蔵貯蔵を行った。

方法 として、命蔵温度は0〜2C、セルリー等葉 

物は根付き •根切り状態による水漬や無包装、包 

装資材による被覆を行った。同様にトマト等果菜 

類は無包装、包装資材による被覆を行い実施した。 

その結果、貯蔵日数が長く なるに従って葉物は茎 

葉のしおれや葉の黄変化、果菜類は腐敗や鮮度低 

下が認められ、商品価値を低下させる指標を明ら 

かにした。これらの現象を防止する上で包装資材 

による被覆は有効な手段であるこ とも明らかに し 

た。また、以上のこ とか ら各種野菜 •果菜類の 品 

目ごとに適正な包装資材の選択を行った。(特報 

昭40、41)
次に、生シイタケ、花野菜の保蔵最適熟度を得 

るための試験を行った。その結果、生シイタケは 

熟度別に包装資材を選定する必要があった。花野 

菜では資材間に顕著な差は見いだせなかった。(特 

報 昭42)
以上の成果を1. 各種野業・果実の蒸散量。2. 

常温又 は高温高湿時に おける野菜の鮮度保持限界。 

3.野菜の最適冷蔵方法と貯蔵限界期間にまとめ一 

覧表にした。(特報 昭43)
青果物としては栗の貯蔵を行った。方法は湿度 

調整した容器に貯蔵したもの、袋に密封したもの 

殺菌処理を行ったものについて検討した。

その結果、貯蔵前の生果皮、生果肉の色は無包 

装のものは変化が大きく、これに比べ包装 した も 

のは少なかった。成分を比較すると無包装は水溶 

性全糖が多く なり甘さが増加したが、包装物は変 

化が少ない傾向を示した。

カビの発生防止は殺菌処理が有効であった。(特 

報昭44)

(5) 技術開発補助事業に関する試験

①もやしの製造

a. 省資源 •エネルギー による もやしの製造

関東中央豆萌工業協同組合は、一般的な製造 

法の確立、腐敗の発生原因と防止対策等につい 

ての試験研究の実施を旧東京都経済局振興部繊 

維雑貨課に要請した。同課はこれを受けて技術 

開発研究費助成事業を中小企業庁に申請•承認 

後農業試験場は受託事業として実施した。

その結果、原料の浸漬、散水量の削減、エチ 

レンガスの効果的施用法、腐敗原因の究明等を 

図り 業界の要望や振興に寄与 した。(研報告 昭 

61年)

b.大豆もやしの製造

転換畑作大豆の利用拡大を図るため、農林省 

の技術開発研究費助成事業として実施した。方 

法として大豆6品種と中国産大豆の貯蔵と浸漬の 

影響について調査した。

その結果、各品種とも貯蔵温度が高いほど発 

芽率の低下、胚軸の長さに影響が表れ低温度で 

の貯蔵する必要が認められた。(研速 昭61年)

次に製造室の温度、散水回数による影響を調 

査した。方法として国産大豆8品種と 中国産大豆 

を用いて比較検討した。

その結果、製造室の温度 • 日数、散水温度 • 

回数によって、品種間に胚軸の長さ等に差が生 

じたが、国産大豆の中に中国産大豆より優れた 

品種が見いだされた。(研速 昭 62 年)

(6)地域農畜産物の利用加工に関する試験

①花柚子の加工

柚子の大部分は和風料理、鍋物等に使われて 

いる。しかし、冬至を過ぎる と価格が低下する。 

そこで、この利用法を開発して農業所得の向上 

を図るために実施した。
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柚子酢の製造は、生果の圧搾から始めるが、そ 

の時期はクエン酸量は6%以上、歩留り23%以上 

を得る に は9 月下旬か ら 10月下旬が適当であった。

また、圧搾液は清澄化する必要があり、それに 

は蛋白質分解酵素の利用が効果的であった。その 

外に柚子の用途拡大として、果汁を利用したもの 

として16品目、果皮は5品目、全果は3品目の製品 

を開発した。(研速 昭51、56年)

②梅の加エ

梅の加工販売指向が強い生産者から、製品開 

発や梅干しの実態調査を求める要望に応じて、 

旧西多摩農業改良普及所と共同で行った。

製品開発と してシッロプの製法を開発した。 

製法と して梅の実と75%糖液を同量づつ加え10 
日 間つけ込むのが適法であった。

また、保存性を高める 目的の加熱殺菌は 

70G • io分が必要であった。

梅干しの品質調査は、西多摩地域は梅の栽培 

が多く観光土産と して販売されているので品質 

の向上を図る観点から実施した。

この地域から61点の梅干しが集まり、官能検 

査、成分分析と して食塩 • クエン酸量を測定し、 

これら の結果か ら梅干し及び各種梅製品の製造 

用資料を作成普及させた。(研速 昭55、57年) 

③西多摩地域農家加工品 コンク ールの開催

当地域の観光地化 とこの地 に根 ざした お土産 

品開発の資とするために、旧西多摩農業改良普 

及所と共同で行った。

第一回の開催に は (昭和58年) 63点、第二回 

の開催には (昭和59年)108点出品された。これ 

ら を果実酒、ジャム類、砂糖煮、菓子類、っく 

だ煮、水煮、ふりかけ、漬物類に分類した。そ 

の中でイチゴジャム、栗の渋皮煮、キャラブキ、 

葉トウガラシ、 トウガラシの粉末、梅干し、た 

くわん漬等が有望なものであった。その後、檜 

原村の出畑グループは村の助成を受け、漬物製 

造工場を作り、檜原漬と品質評価結果を参考に 

キャラブキの製造販売を開始した。このことは 

各地域に普及し多くの地もと生産物を利用加工 

及び販売活動が見 られるようになり村おこし事 

業化した。(研速、研報告)

④小笠原島のお土産品の開発

小笠原諸島は亜熱帯気候に属し、本土とは異 

なる景観を有し、あわせて果物等独特な産物を 

産出している。同島への年間の観光客は約1万人 

程度であるが、地もとのこれらの産物を利用し 

たお土産品がなく、その開発が要望されていた。

そこで、グアバ、パパイヤ、パッションフ 

ルーツを加えた麺の開発を行った。グアバはこ 

の葉を蒸煮乾燥後粉末にして使用した。パパイ 

ヤは加熱して酵素を失活させて使用した。パッ 

ション フルーツ は果汁 をそのまま の状態で使用 

した。その結果、グアバ、パパイヤの特徴を生 

かした麺の開発を行う ことができたが、パッシ 

ヨンフルーツは麺を茹で上げたときに香気の損 

失が多く、香気成分を失わない処理方法の検討 

が必要であった。(研速 昭63年)

(7) 地域食品の実態調査及び品質向上に関する

試験

実態調査は旧東京都経済局工業振興部繊維雑貨 

課からの受託事業として行ったもで、実施に当た 

り多くの行政機関の協力を得て行った。事業目的 

は東京都の食品産業の振興と消費者の利益を守る、 

準生鮮食品の位置づけ (ミニJAS) の制定のための 

予備的実態調査である。品質向上に関する試験は、 

中小食品産業に山積している課題を農業試験場と 

して独自に行った試験である。

①豆腐の実態調査

東京全域からきぬごし、もめん豆腐をそれぞ 

れ12種類購入し、流通形態、価格、重量、離水 

量、成分分析、物性、生菌数、官能調査等につ 

いて行った。(研速 昭50年)

②納豆について

a. 納豆も生鮮食品に準じた取扱をする必要が 

あり、保存条件と品質の関係を冬•夏に分けて 

調査した。方法として温度3～30℃に分けて保存 

し経時的に成分変化や官能検査を実施 し た.

その結果、保存温度が高いほどアンモニア等 

の揮発性物質が多く なり、10C以下の保存が必 

要であった。(研速 昭51、53年)

b. 市販納豆の性状調査は市内の量販店、小売 

り店からそれぞれ10点購入し、流通形態、価格、
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内容量、成分分析、物性、官能調査等について 

行った。

その結果、水分分布を見ると量販店、小売り 

店とも 同様な傾向を示 し た が揮発性塩基窒素は 

小売り店の商品が多い傾向を示した。(研速 昭 

52年)

c.糖添加による保存

納豆の品質保持方法として、低温流通は欠く 

ことのできない手段であるが、この状態での品 

質保持限界の延長を図るために製造時に糖を添 

加しその効果を調査した。

調査は色、pH、還元糖、揮発性塩基窒素の成 

分分析及び官能検査を行った。その結果糖とし 

てブドウ糖を1%添加したものは、揮発性塩基窒 

素の発現が遅く品質保持に寄与した。(研速 昭 

54年)

③コンニャク・シラタキの実態調査

都民の食生活に欠くことのできない食材であ 

るが、JAS規格が設けてない。そこで、生産者に 

品質向上の指針を与え、消費者には商品選択の 

目安を与える目的から行った。

東京を島しよ を除く 9 地区に分け、各地区から 

それぞれ4検体づつ集め行った。調査は内容量等 

の表示項目、成分は水分、灰分。官能検査は食 

感、味、物性として弾力性を調査した。その結 

果、両者とも食感、味が良く、弾力性の高いも 

のが高い評価を得た。(研速 昭55年)

④油揚げの低温保存

市販油揚げの実態調査を行った結果、品質や 

衛生面で問題があると思われたので、温度1、10、 

10～20Cに保管 し た場合の一般生菌数及び油の 

酸化を経時的に調査した。

その結果、生鮮食品として取扱5℃以下での流 

通条件が必要であることを明らかにした。(研速 

昭55年)

⑤めん類の保存

a. ゆでめんの保存性を高めるためにガス置換 

した包装めんを10、20Cに保存し、一般生菌数 

の変化から包材、ガスの種類を検討した。その 

結果、包材としてポリエチレン製、二酸化炭素 

置換、10C保存が良好な方法であった。(研速 

昭55年)

b. 生めん(うどん、中華めん、日本そば)の 

保存性向上として、次に上記のガス置換方法に 

あわせてエタ ノ ール添加による方法を行った。 

その結果、うどんについては相乗効果が認めら 

れたが中華めんは添加したかん水の影響で効果

は認められなかった。日本そばは両方法とも効 

果がなく、これは原料時の一般生菌数が多いた 

めと推察された。(研速 昭56年)

以上の結果を踏まえ、ガス置換包装めんの変 

敗形態について、微生物叢の相違点からも検討 

を加えた(研速 昭和57)。また、日本そばの保 

存性に及ぼすそば粉の影響についても、微生物 

叢の相違点から検討を加えた。(研速 昭59) 
⑥小麦製品の実態調査

小麦を原料とする食品のうち、ゆでうどん、 

生うどん、食パンを対象に行った。調査方法、 

項目はほぽコニャク等と同様に行った。その結 

果、主に官能検査結果として好ましい香り、味、 

歯ごたえの良いものが高い評価を得た。生うど 

んは量的に市販されている ものが少ない結果で 

あったが、品質管理方法として水分管理の必要 

性が高かった。食パンは好ましい香り、味、口 

あたりの良いものが高い評価を得た。(研速 昭 

56年)

の水産練 り 製品実態調査 と 品質向上試験

魚のすり身を原料とした、さつま揚げ、ハン 

ペンを対象にして行った。調査方法、項目はコ 

ンニャク等とほほ同様に行った。その結果、さ 

つま揚げは味が良く、きめは細かく、歯ごたえ 

が強く、きつね色の濃いものが、また澱粉の添 

加量が少ない ものが高 く 評価 さ れた。

ハンペンはにおい、味、口あたりの良いもの 

が、また水分含量の多寡が品質に及ぼす影響が 

大きことを明らかにした。(研速 昭56年)

ハンペンの保存性に及ぼす食品添加物の効果 

について検討した。方法は原料として、サメ、 

スケトウの冷凍すり身にグリシン、有機酸を単 

独・併用添加し製造した。その結果、これらの 

併用添加は無添加に比べ1～2日間保存期間を延 

長した。(研速 昭58年)

⑧サラダの品質保持

ポテトサラダの品質保持を図るため、原料で
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あるキュウリは一般細菌数が多いが有機酸水溶 

液に漬けるとことによって改善されることを明 

らかにした。これを加えて常法によって製造し 

たポテトサラダを低温 (1～5C) に保存すると 

生鮮食品の状態を長期間保持できた。(研速 昭 

58)
⑨佃煮に食塩代替物の利用

食塩の摂取量が 多いと 健康面か ら見て問題が 

ある。そこで、その代替えとして塩化カリウム 

利用をあさり佃煮によって検討した。その結果、 

塩化 カ リ ウムは食塩代替物と して有効であるこ 

とを明らかにした。煮豆への新甘味料の利用も 

検討した。(研速 昭60、61年)

⑩米菓製造技術の改善

米菓製造業の各種問題を解決する方法として、 

1) 産地別原料米と品質、2) 微生物と品質1、3) 
生地の乾燥•焙焼と品質、4)微生物と品質2に 

ついて検討した。

1) 産地別原料米と品質については、粳 • もち 

米 を それ ぞれ5種類 を 搗精度 90% にして常法どお 

り素焼き品とした。検討方法として成分調査、 

比容積、官能検査を行った結果、それぞれの品 

種間の性状では比容積に顕者な差が表れたが、 

官能検査項目の色、歯ごたえ等では差が認め ら 

れなかった(研速 昭63年)。2) 微生物と品質1 
は、あられの膨化 (浮き) が夏季に減少する こ 

とがある。この原因として生地製造工程での微 

生物の影響が考えられたので、工場や工程での 

微生物汚染状況及びこれに基づく対策を検討し 

た。

その結果、工場や工程での微生物的な種類• 

量に差はなく、種類として耐熱芽胞菌が生地製 

造付近及び乾燥付近に多いことが判明した(研 

速 昭63年)。3) 生地の乾燥 • 焙焼と 品質は、 

各方面で乾燥や加熱に利用されている、遠赤外 

線コ ンベアー炉を米菓製造に用いたものである。

その結果、遠赤外線コンベアー炉による生地 

の乾燥•焙焼は、ヒーター温度と生地の乾燥状 

態及び厚さによって品質が左右される ことを明 

らかにした (研速 平元年)。

4)微生物と品質2は、2)の調査•対策を基に 

行った。その結果、浮きの低下は生地の冷却時間 

中 に澱粉分解能が高い芽胞菌の増殖に よるもので 

あることを明らかにした(研速 平元年)。

農業試験場での食品加工

鈴木 普

農産物の研究は、一部米で飯米の旨さを研究対象と しているものの、多く は耐病性や多収穫等生産性を対象 と した品 

種改良が中心と思われる。同じ品種改良でも、米を利用する側からみれば、飯米の旨さの追求だけでなく、多様化した 

食生活に対応してチャーハンやカレーなど食べ方に合わせた品種改良であったり、煎餅等加工適正を対象にした利用面 

からの品種改良の研究があってもよいのではないかと思う。利用面からの研究が少ないことは、農産物や畜産物が食品 

であって も食品 と しての位置づけを、なかなか得られないこと から も う なづく事ができる。

農業試験場における食品加工は、古くは農事試験場時代に醸造、漬物、畜産加工等かなりの実績を挙げていたが、戦 

後は農村の生活改善的色彩が強く、業界を視野に入れた食品加工の試験研究は行われていなかった。昭和 34 年本館新築 

に伴って、栽培部の各研究室が本館にま とまり、空室になった作物研究室の建物を「自分達で工事するなら」との条件 

で、食品加工第二研究室の整備が認められた。しかし、昭和36年に食品業界から都議会に出された研究機関設置の請願 

によって、いずれは独立するのだろうと言う空気が食品の研究体制に影響を及ぼしていた。

食品加工第二研究室は、食肉加工を研究テーマとしていたが、当時の乏しい予算では豚を試料とする ことは不可能に 

近く、専ら都内メーカーから提供を受けた製品の成分分析をして、品質の実態把握に努めた。食肉研究は飼養記録や屠 

殺方法など が明確な豚を対象 とする が、当時の予算ではそれは不可能に近かったが、畜産試験場浅川分場でのシャモを 

種鶏とした肉質改良試験の交雑鶏を、供試鶏として割愛してもらう ことで、それを可能にすることができた。しかし供 

試鶏はあくまでも畜産農家の生産物であって、食品としての扱いではなく、食鶏として食品の扱いを されては困る と念
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二 を押されていた。 ・ 三
: このような当時の研究背景の中で、農業の研究は、食糧確保と環境保全が二本柱であると、折りある度に主張してき:

: た。昨今では大手を振って食品を全面に出して農業研究がされるようになったようだが、生産性だけでなく、利用目的 , 

を前提にした品種改良などは、今求められている一つの研究方向ではないだろうか。農業試験場時代の食品に関する研 • 

究が改めて懐かしく思い出される今日この頃である。

第17節 江戸川分場における試験研究

1.研究の変遷

(1) 戦前〜戦中(昭和4〜23年)

江戸川分場は昭和4年、府立農事試験場の管理の 

下、南葛飾郡鹿本村(現在の江戸川区鹿骨)に園 

芸採種圃として設立された。その動機は、南葛飾 

郡金町にあった府立農事試験場第二分場が、大正9 
年3月31日をもって廃止された結果、同地方の農家 

は農業上種々の支障をきたいここ に当場の設立 

となったものであるとされている。

当時の設立に関する趣意書は次の通 りである。

近時本府ニ於ケル農業ハ、市ノ膨張ト工業 

ノ発達トニョ リ 益々其ノ 耕地 ヲ 蚕食セラレ、 

集約栽培ニ ヨ ル生産増加 ト 優良品種ニ ヨ ル収 

入増大トニョリ活路ヲ求メサルへカラサルニ 

至り、高級品ノ要求切ナルニ至レリ。而カモ 

此レ等ノ種子ハ府下二生産スル数量極メテ少 

ナク結球白菜ノ如キ他府県或イハ海外ョリ移 

入スル金額数十万円二達スルヲ以テモ思半二 

過キ、ココニ鑑ミ本府ハ府下ノ使用種子ノ自 

給自足ヲ目標トシ、昭和三年度以降南葛飾郡 

鹿本村地内ニニ町歩 ノ地ヲ直営シ 園芸品特ニ 

漬菜類ノ採種ヲ行イ、各農会又ハ農家二配付 

シ原種トシテ増殖セシメントスルモノナリ。

同圃の施設は、事務所 (十一坪二合五、借用)、

耕地一町二段四畝九歩、職員一、雇員一である。

当時行われていた事業は次の如きものである。

花・黄業・ 果樹に関する試験 • 研究 • 調査 • 

種苗配付並ぴに当業者の実地指導を行う。

花卉においては約四段五畝を使用して次の事業 

を行う。

(一)シネラリア外二種の優良品種選出

(一)グラジオラス外六種の品種改良試験並び 

に種苗の配付

(一)シネラリアその他の肥料試験

(一)花菖蒲の空地利用調査

蔬菜においては約五段六畝を使用して次の事業 

を行う。

(一)胡瓜•茄子•西瓜•菜豆•南瓜•白瓜• 

トマト •白菜 ◆大根•唐菜 •葱 • 草ﾡの 

採種配付

(一)京薬・葉・ 山東菜 • 唐菜の品種改良

( ) 露地メ ロ ン の品種改良

(一)白菜と山東菜との一代雑種利用試験

果樹においては約一段二畝を使用して次の事業 

を行う。

(一)無花果◆季の栽培試験

(東京府、昭和10年発行)

園芸採種圃は東京府経済部農林課に属し、管理 

運営は農事試験場に委託されていたが、地元農家 

等の要望により昭和13年、東京府農事試験場江戸 

川分場と改称された。当時、江東地区では西洋野 

菜が一部農家に とり 入れられたが、戦争が激しく 

なるにつれ、本格的な栽培には至らなかった (農 

業試験場60年史)。

(2) 戦後〜旧農基法施行前(昭和24〜35年)

昭和24年9月6日の整備統合により一時江戸川試 

験地と改称、家禽関係の業務は種畜場分場の業務
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として移管、その後は主として西洋蔬菜の導入、 

花卉の採種増殖におき、さらに25年からは江東三 

区を対象とする土壌肥料関係の研究調査業務 も 加 

え、27年11月1日の東京都職制改正により再び江戸 

川分場と称するにいたった (農業試験場60年史)。

野菜関係は、昭和25年より洋菜類に対する試験 

を始め、主に玉レタス、セルリー、サラダナ、力 

リフラワー、パセリー等の気候生態的な特性に関 

する研究及びその他の栽培試験が行なわれた。洋 

業類の昭和25年の東京都に おける 栽培面積 は7haで 

あったが、33年には230haに達した。昭和 30 年以降、 

金町コカブや枝豆、菜豆などの在来野菜、キュウ 

リ、ナスなどの果菜、白菜、キャベツなどの葉菜 

の試験が行われた。同じく 花きでは、サイネリア、 

シクラメン、 キク、プリムラ、カラジウム、ノ、ボ 

タンなどの鉢ものの栽培方法と素焼鉢を中心とす 

る鉢資材の研究がなされた。昭和28年11月には、 

球根花卉の低温冷蔵試験の ため30 mの冷蔵庫 を 新 

設、翌29年からその試験及び委託冷蔵業務を開始 

し、主にチューリップの冷蔵試験が行われた。

昭和32年4月1日から、これら の業務の拡充に と 
もない研究室制の確立を認め、園芸研究室と化学 

研究室、35年には病理昆虫研究室が設置された。 

園芸関係では、市場には近いが耕地面積の小さい 

江東地帯の立地条件に適する野菜を導入するため、 

昭和34年からマナ ・タカナ・ ベカナ などの軟弱野 

菜•漬け菜やシソをはじめとするつま物に関する 

試験を始めた。化学関係では、昭和25年から下肥 

と 化学肥料の連用試験が行われて きた が、昭和32 
年には硫安、塩安をはじめとする窒素肥料の肥効 

が比較検討された。

(3) 旧農基法施行後 (昭和36～55年)

昭和43年ダイヤモンド温室竣工。44年には公害研 

究所新設に伴ない、化学部の2名が同所大気部兼務 

となり、のちに専任となった。48年、分場でも大気 

汚染関係の試験を行なうようになり、本場とともに 

試験研究に新しい分野が加わる ことになった。

昭和43年頃から分場本館の改築が検討され、48 
年に完成した。この年オイルショックによるイン 

フレがあり、同時に改築 した収納舎は設計変更を 

余儀なくされた。本館完成とともに中央農業改良 

普及所も同所で業務を開始した。49年温室が改築 

され、専任ボイラーマン2名が配置された (農業試 

験場80年史)。

わが国の食糧増産政策と相まって、野菜•花きの 

生産を主とする江戸川分場の試験研究も活発に行わ 

れる。野菜関係は、引き続き レタス • セルリー・ カ 

リフラワー・ブロッコリー・ サラ ダナの洋菜類に加 

え、昭和40年代になってシュンギク ・ コマッナ ・ ホ 

ウレンソウ•ベカナなどの軟弱野菜の試験研究が増 

加する。果菜類はキュウリ が主体であり、その後オ 

クラなどの新しい品目が導入されるものの扱いは少 

なく なる。花き関係ではチューリ ップ・ ベゴニア ・ 

フリージアの球根類と枝もののユキヤナギの冷蔵技 

術を利用した促成栽培試験が盛んに行われたほか、 

鉢ものではキクを中心にカラジューム ・プリムラ・ 

ハイビスカスなど数多くの種類が扱われる。昭和50 
年代になり、アサガオ・ホオズキといった伝統花き 

の研究に力が注がれるようになる。

化学関係では昭和35年以降、ハナヤサイ • ネ 

ギ ・ エダマメ • イ ンゲンなどの生育異常が調べら 

れ、さらに、昭和38年以降は現地での生産が活発 

に行われたレタス ・ハナヤサイ ・サラダナ・カン 

ランなど葉菜類の土壌肥料試験が行われた。花き 

では、プリムラの生育異常、ポッ トマムの施肥法 

のほか、ベゴニアやプリムラ ・ シクラメンを用い 

て、液耕法の培地資材や有機物を利用した鉢用土 

の検討がなされた。社会の高度経済成長にとも な 

って、各種の公害が問題になり始め、昭和47年か 

ら園芸植物に及ぼすオキシダントなど光化学、大 

気汚染の研究及び街路樹 をはじめとする 緑の保全 

と緑化に関する調査研究に取り組んだ。

病理昆虫関係では、土壌病害虫に対するクロー
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ルピク リ ンの施用、ツケナ根こぶ病に対するPCNB 
剤の施用、シュンギクの炭そ病、ネギの菌核病、 

とくに昭和50年以降はコマツナの白さび病やアブ 

ラムシ•コナガなどの対策試験が行われた。花き 

類では、ボトリチス•うどんこ病• 土壌害虫全般 

のほかシクラメ ンの菱ち よう病 • キクのさび病 • 

フリージアの菌核病及び緑化木の保全に絡んで、 

都内全域の樹木類の病害調査が行われた。

(4) 80年史以後 (昭和 56 年〜現在)

昭和62年、それまで低湿状態に悩まされていた 

試験圃場及び施設を含む場内全域の整備に着手し 

た。63年、育苗や一般栽培用の野菜試験温室が完 

成し、平成元年に 6 棟連結の花き ・野菜試験温室と 

花き•花木•果樹等を植栽した展示園及び接道緑 

化が完成した同2年には研修資料室•管理舎とガラ 

ス網室、同3年には亜熱帯性植物の植栽を中心とし 

た展示温室の完成と本館の改修が行なわれた。同4 
年、これらの整備工事がすべて完了したのを機に 

場内施設は一般都民に開放される体制がとられた。 

しかし、組織改正等により、化学及び病理昆虫研 

究室は実質的に廃止され、園芸研究室の野菜•花 

き部門のみが残る体制となった。

展示温室 (平成11年)

野菜関係は、コマッナをはじめとする軟弱野菜 

が中心となり、栽培試験のほか夜間照明による生 

育障害など農業地帯の都市化に と もなって起こ る 

問題が取り上げられる。また、ワケネギのウイル 

スフリ ー苗の増殖 • 配付や中国野業などの新しい 

野菜の導入が行われる。

花き関係では、プリムラマラコイデスの新品種 

"江戸小町" の育成、各種鉢花に使用 される矮化剤 

など生長調節剤の利用、平成元年以降、ポインセ 

チアのほか特産の夏ギク • アサガオの試験に力が 

注がれる。

土壌肥料関係では、軟弱野菜の連作害に対する 

堆肥施用の効果、コマッナに対するリン酸の肥効 

及び土壌肥料と ビタ ミ ンCなどの成分との関連につ 

いて調べられる。

病虫害関係では、昭和62年新たに発見されたコ 

マッナ のFusarium菌に よ る 萎黄病の 同定 と 対策試 

験及びコマツナ害虫被害回避のための被覆資材の 

利用試験などが行われる。

2.主な業績

(1) 野菜に関する試験

①洋菜類

いわゆる西洋野菜(以下洋菜)として、まず 

レタスが取り上げられ、昭和26年は播種期、27 
年は生育、灌水、施肥法、30年は品種、31年は 

花芽分化•抽だい、種子バーナリ等の試験が行 

なわれ、34年からはトンネル栽培用の品種や被 

覆資材の試験が行なわれた (特報16号、昭35)。 
サラダナは、28年窒素肥料の効果、品種試験が 

行なわれた。セルリーは28年に播種期及び新導 

入品種の選定が行なわれた後、33年から抽だい 

及びジベレ リ ン散布の処理試験が行なわれた 

(特報17号、昭36)。カリフラワーは32 年 に 品種 

比較試験が行なわれ、パセリーは34年以降品種 

と播種期の試験が行なわれた。

洋菜類の試験研究は前期に引き続き、さらに活 

発に行なわれた。レタスは、昭和38年以降10年間 

にわたって、トンネル栽培とその資材、直播栽培、 

ジベレリン及び除草剤処理、施肥法等の試験が行 

なわれた。サラダナは生育が早く、レタス(結球) 

以上に当地域の経営に適しており、39年以降、新 

資材の利用、夏まき栽培、品種選定及び新品種の 

育成等に力が注がれた。カリフラワーは、36年以 

降49年までほぼ毎年試験が行なわれ、早出し栽培 

における品種と播種期、被覆物、高冷地育苗、ジ 

ベレリン処理、異常花らい防止等が調べられた 

(研速 昭47)。ブロッコリーが新しい作目として 

導入 さ れ、36年か ら 品種 と 播種期の試験が始ま り、
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52年から東部地区に適する作型の開発試験が行わ 

れた (特報19号 昭38)。セルリー は、夏まき栽 

培における寒冷紗被覆、生態特性調査等が断続的 

に行われた。

この時代は、戦後の復興期に当たり、食料増 

産が叫ばれていた。そこで在来の野菜を中心に 

従来からの野菜も作られたが、新しい時代の到 

来も視野に入れ洋菜類の試験研究に力を入れた。 

こうした作物の取り上げ方にも都心に近く、人 

や情報の交流が活発で早いといという江戸川分 

場管内の特徴がみられる。

セルリーの収穫調査

(昭和35年頃)

②軟弱野菜

昭和40年代になって、軟弱野菜に関する試験 

が洋菜類を凌ぐようになってきた。コマッナは、 

江戸川小松川地区が由来の地方菜であり、利用 

方法もかつては正月の雑煮用として限られてい 

た。その後、現地の生産が増加 し周年栽培化 さ 

れるのにともなって、37年、品種と播種期の試 

験が開始され、新資材を用いた トンネル栽培や 

栽培法の改善による不時栽培(後に周年生産に 

発展)に取り組むなど試験が活発に行なわれる 

ように なってきた (特報20号 昭39)。44年から 

他の軟弱3品目とあわせて、年間6作の連作及び 

輪作試験を開始した。45 年から 品種、周年栽培、 

省力化、播種期、播種量と収量•荷姿、作型等 

に関する試験が行われた。シュンギクは、39年 

防寒資材、・40年以降夏まき栽培、栽植密度、耐 

寒性、品種、周年栽培、省力化、播種期、播種 

量と収量•荷姿、作型等に関する試験が行われ 

た (特報23号 昭42)。また、44年からコマッナ 

同様連作・輪作試験に入った。ホウレンソウは 

43年の耐寒性試験に始まり、周年栽培、播種期、 

播種量と収量•荷姿、作型等に関する試験が行 

われ、44年からは連作♦輪作試験に入った。53 
年以降、現地から強い要望のあった街路灯など 

の夜間照明に よるホウレン ソウ の不時抽だい問 

題に対する試験を開始した。その他の軟弱野菜 

としてはベカナ、 マナ、 タカナ、フダンソウ、 

シントリ、シ ロナの耐寒性、品種、播種期、播 

種量と収量•荷姿、作型等に関する試験が断続 

的に行われた。50 年代に入って、日中交流が盛 

んになるとともに、いわゆる中国野菜が導入さ 

れ、その特性等を明らかにするために54年から 

試験を開始した (研速 昭57)。

江東地区の野菜生産は、ますます軟弱野菜に特 

化され、コマッナの周年専作経営が主流を占める 

ようになって きた。コマッナの試験研究は、60年 

の周年栽培と品種に関する試験以後毎年取 り上げ 

られている。品種の選定 と 育種、施設栽培、夏作 

障害の解明、施肥量、萎黄病耐病性品種、マルチ 

の利用、機械化による栽培及び収穫労力の軽減、 

不耕起栽培等の試験が行なわれた。ホウレンソウ 

は56年から3年間、総合助成 • 中核試験と して、 

湿害、高温害、抽だい生理、発芽阻害要因、遮 

光・雨よけ方法の試験が行なわれた後、夏まき栽 

培の品種、品質評価、夜間冷房の効果等が検討さ 

れた(総合助成、昭54)。

③在来野菜

在来野菜として、金町コカブは31年より系統 

比較や抽だい特性が調べられたほか、シソ、タ 

カナ、マナ等の最適播種期が調べられた。

31年にキウリのトンネル及びナスの栽培試験、 

32年にエダマメの品種、33年にインゲンと白菜 

のトンネル栽培用品種、34年にキャベツの品種 

試験が行なわれた。

エダマメは早出しと8〜9月出しによる作期の 

拡大、インゲン、ニンジンは資材を用いた作柄 

安定化、白菜は半結球品種、キャベツはレッド 

系品種、ショウガは栽培法、コカブ、亀戸ダイ 

コン は品種の検討が行なわれた(研速 昭46)。 
葛飾の特産野菜であったワケネギの分げつ特性 

の調査が50年から始まった。

果菜類は主にキュウリが取り上げられ、36年
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から心止め品種、40年から春夏栽培用品種の検 

討が行なわれた (特報26号 昭45)。その他ナス、 

オクラ、シロウリ、イチゴの品種及び栽培試験 

が行なわれた (研速 昭49)。

④都市環境と野菜の生育

ホウレンソウの生育•品質に及ぼす夜間照明の 

影響は、依然、現地で重要な課題であったため、 

平成3年より再び試験を開始した結果、以下のこ 

とが明らかになった。①夜間照明の照度が高いほ 

ど抽だいは早く開始し、花茎が伸長するので草丈 

が高くなり、葉数は増加するが葉は小型化し、淡 

色化する。②夜間照明の抽だいへの影響は品種に 

よって異なり、11月播種に適した品種である リ 

ード ’パレード’ は3~51xで抽だいが開始し、5 
月播種では、晩抽性を付与したこの時期の適品種 

である アクティプ おかめ が1で抽だいが 

認められた。③栽培条件では、密植や遮光、高温 

が抽だいを促進する.④光源によ る対策としては、 

減光、照明時間の短縮、ランプの選択、配光の制 

限があ る(研速 平4)。

夜間照明がホウ レンソウ以外の野菜の生育•品 

質に及ぼす影響については、昭和 56 年にカ リフラ 

ワー、ブロッコリー、ハクサイ、ダイコン、サラ 

ダナ、カラシナ、タカナ、シュンギク、コカブ、 

コマッナ、57年に トマト、キュウリ、ナス、ピー 

マン、平成5年にコマツナ、シュンギク、葉ダイ 

コン、コカブ、チンゲンサイ、6年にダイコン、 

キャベツ、ブロッコリー、インゲン、サラダナ、 

レタス、ニンジン、ワケネギ、シソ、エダマメ、 

8年エダマメ、9 年エダマメ、スイート コーンが試 

験された。その結果、各作目の生産上問題となる 

光の上限値は法線照度15～40kであ り、光が強い 

と若干生育が劣ったのはワケネギとニンジンであ 

った。エダマメ は、品種の早晩性、播種期によっ 

て生育、開花、着莢に相違がみられ、限界照度は 

7x前後であった。夜間照明下でスイ ー ト コーン 

を栽培す る と 照度が高いほ ど絹糸抽出期が遅れた 

が、生育は旺盛となり雌穂の重量も増大した。シ 

ソは葉用、穂用とも夜間照明下で開花遅延が認め 

られ、51x程度では無照明より2〜58日おくれ、15 
〜201xでは開花しなかった(研速 平8)。

⑤培養苗の増殖と配付

ワケネギに関しては、昭和50年から3年間、周 

年栽培における生育特性として、特に分げつ機 

構の解明を行なった。昭和58年以後、葛飾区を 

中心とする産地で発生の著しい葉折れ症状につ 

いて、その組織学的発生機構、品種による相違、 

栽培方法と苗の品質による影響、トンネル用被 

覆資材及びマルチ資材の利用等を検討した。さ 

らに、平成2年以降は連作によるウイルス病の対 

策として、本場植物バイテク研究室との共同で 

ウイルスフリー苗を培養し増殖して生産者に配 

付する試験及び事業に着手した。当初、培養苗 

の順化、培養方法、培地等の検討を行ない(研 

速 平3)、その後、培養苗の増殖法およびその 

現地苗 と しての特性検定を経て試験配付へと移 

行した。平成5年からは配付と同時に現地におけ 

る培養苗の生産安定化試験を行なった。 すなわ 

ち、培養苗の苗質、植付け後の管理、生育調節 

剤の利用等 とワケネ ギの生産性 との 関連 を 明 ら 

かにした (研速 平6)。

(2) 花きに関する試験

①鉢花

昭和35〜36年、夏作に重要な懸崖菊について、 

22 品種を用いて比較した結果、「黄金丸、松上の 

鶴、若葉」などが花色、分枝性、伸長性など につ 

いて最も良好である。昭和39～42年、花壇用小菊 

の 品種特性 を明らかにするため農家から 合計46種 

を収集し、各品種の開花期、株張り、草丈などを 

調査する。41年、鉢菊の草丈 を抑制 し 品質向上 を 

図るため、植物生長調節剤Bナインとエアゾール 

を処理する。いずれも草丈抑制に効果的で濃度が 

高いほど葉色が濃く、節間がつまり、業剤の有効 

期間はL5〜2カ月と予想される。昭和37〜41年、 

球根ベゴニアの落花防止、日長処理、促成栽培の 

検討を行う (特報21号、昭40)。

昭和50〜51年、朝顔を7月出荷する場合の播種期、 

均一な発芽法、赤土用土に対する有機物の種類と 

混合割合、行灯仕立てに適する栽培法、緩効性肥 

料の施用量を検討する平成3年以降、灌水作業省力 

のための用土と品種の選定、蔓の伸長と品種及び 

用土との関係、計画的生産のための定植時期、開
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花促進のための短日処理、矮化剤を利用した無摘 

心栽培、消費者が購入した後の品質を考慮した栽 

培条件として短日処理、夜温、開花延命剤•矮化 

剤の利用、品種、肥料、鉢の置き場の検討などを 

行なう (レポート 平7)。昭和 50 〜 57 年、ホオズ 

キの用土と品質、芽の伏せ込み方法、肥料及び液 

肥の施用、優良系統の選抜、生長調節剤による着 

色促進などを検討する(研速 昭51)。

昭和54年春、それまで系統保存されてきたサ 

クラソウ "分場系濃ピンク" の実生から 従来み 

られなかった花色が複輪 (中心部が濃赤色、周 

囲が淡いピンク) の個 

体が見出された。それ 

を自家受粉で増殖し選 

抜を練り返した結果、 

有望と思われる8系統 

が得られ、その一部を 

農家で試作したと こ 

ろ、花色が華やかで好 

評だったので、"江戸

小町”と命名し、発表 プリムラマラコイデス

する(研速 昭57。 「F"小町」(昭和57年)

平成2～5年、ポインセチアの鉢用土の改善、 

矮化剤処理•日長処理及び摘心の有無と品種と 

の関係、同8〜10年、ピートモスを主成分とした 

市販培養土の適応性、電照処理による出荷期の 

調節を検討する (研速 平9)。

その他の花き に関する ものとして、昭和30年ノ 

リリウム、31年サイ ネ リ ア の肥料、32年プリ ム 

ラ ・ シクラメンの栽培時期、33 ・ 34年ハボタ ンの 

栽培時期、35～37年カラジウムのﾡ水・品種、38 

年シクラメンの灌水、43年プリムラの培養土、44 

年フクシャの落花防止、45 〜 46年ペラルゴニウム 

の品種、46～48年ハイビスカスの品種•矮化、 

49 ・ 54年マーガ レ ッ ト の繁殖 ・ 品種、50 年 カ ラ ン 

コエ ・ デモルフォセカの矮化、57 ・ 58年ポッ ト ロ 

ーズの品種、57～60年シクラメンの農薬・品種、 

58 •平成10年ブルーデージーの矮化、サイネリア 

の栽植間隔、59～61 年ゼラニウムの矮化 ・ポーチ 

ュ ラカの特性 ・ 矮化、60・61・ 平成1・ 2 ・ 6年ハ 

ボタンの品種 ・ ポッ ト栽培 ・ 矮化 ・ 機械利用、61 

年マ リーゴール ドの品種、61～63. 平成 3 ・ 8 年パ 

ンジーの品種・消費・ベタガケ •矮化、62・平成 

3年インパチェンスの品種•消費、3年ペチュニア 

の品種等の試験が行われる。

②切り花及び枝もの

昭和32〜38年、チューリップ球根の冷蔵栽培に 

おける冷蔵処理の方法 (種場、期間、温度、日数、 

植付け時期、腐敗病対策)と超促成栽培の検討、 

昭和44～46年、促成栽培における品種の検討を行 

う。昭和 44～56 年、八丈島との協同でフリージア 

球根の休眠打破、植付期、品種、促成、施肥量、 

紫葉対策等の試験を行う (特別報告26号、1970)。 

昭和36〜43年、ユキヤナギの低温促成栽培の検討 

を行う (特報20号、昭39)。

冷蔵室 (昭和45年頃)

(3)化学に関する試験

①土壌肥料

a. 野業・作物関係

昭和32年、塩安と硫安の京菜に対する肥効を 

比較したところ、下肥が多量に施されていると、 

硫安では そ れ以上収量 は上がらないが、塩安は 

さらに増収する。コマッナとホウレンソウをポ 

ットで栽培し、塩安と硫安の窒素吸収状況と土 

壌の変化を比較したところ、塩安はよく吸収さ 

れるが早切れするので追肥が効果的である (特 

報報号、昭33)。

昭和25年から下肥と化学肥料連用による悪変 

土壌の改良試験を行ない、そ菜栽培地の土壌は 

高度の輪作と肥料の多量投入が行なわれている 

が、下肥と化学肥料の連用は酸性化を加速度的 

に進行させている。酸性土壌は石灰の施用によ 

って悪変防止できるが、堆肥を併用した方が置 

換性塩基量を吸収保持する力が強いようである。 

石灰を加用した土壌は全窒素及び全炭素含量が 

低いが、これは土壌酸度の矯正による有機物の
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分解が能率的に進行したためである。したがっ 

て酸性土壌の改良 には石灰に よ る 土壌酸度の矯 

正とともに肥の施用が必要である。これらの 

試験圃場でコマツナと最も酸性に弱いホウ レ ン 

ソウを栽培したところ、土壌の理化学性が良好 

であった石灰加用区と堆肥石灰併用区は顕著な 

増収を示す。コマツナの化学肥料区は下肥区の 

半量であり、ホウレンソウのそれは皆無である 

(特報14号 昭33)。

昭和33年、早植及び普通植水稲の生育 と 養分 

吸収過程を調べたところ、早植水稲は5月に植付 

けられ、栄養生長期は普通植水稲に比べ低温で 

あり、出穂・登熟は最高気温時に行なわれる。 

早植水稲の栄養生長期が低温であることは生育 

の遅延ならびに養分、特に石灰、カリ の吸収量 

の低下をきたす。このこ と は肥料に対する依存 

度の高いことを示し、増肥が有効であることを 

うかがわせる (特報15号 昭34)。

昭和 35 〜 37 年、江東地区におけるそ菜類の生 

育興常の原因について検討した。ハナヤサイの 

生育異常は、新葉の葉縁部が漸次褪色して黄緑 

色を呈し、花蕾の出る頃に中肋のまわりに不整 

形の貧弱な葉片を付けるだけになる。“アーリー 

スノーボール”を用いて行った試験の結果、モ 

リブデン欠乏であった。土壌の酸性を石灰で矯 

正するする場合、 モリブデンとの併用が効果的 

である (特報19号 昭38)。

ネギの生育不良を改善するために、“千住合柄” 

を用いて足立区の荒川沖積層の埴土畑で試験し 

た結果、モリブデンの欠乏が著しく、次いで 

銅•亜鉛が不足している。

エダマメの生育異常は、葉の葉縁部と葉脈間 

が黄緑色になるもので、特に干ばつ時に多発す 

る。“中生大莢”を用いて足立区の荒川沖積層の 

埴土畑で試験した結果、モリブデンの施用効果 

が認められ、石灰の施用でさらに増収する。

イ ンゲンもエダマメ同様の生育異常がみられ、 

被害の出方はさらに甚だしい。“赤三度”を用い 

て荒川沖積層の埴壌土を詰めたポットで試験し 

た結果、石灰に苦土とモリブデンを併用すると 

大幅に増収する。

昭和38年、極早生ハナヤサイの肥培管理と経 

済性を検討し、秋出しのハナヤサイはなるべく 

早く出荷することが経営上必要である。肥培管 

理の要点としては、収穫期を遅らせないために 

窒素とリン酸の過施を避け、生育途中の異常に 

対しては硫酸苦土や硝酸石灰の葉面散布やモリ 

ブデン酸ソーダの施用が有効である (特報20号 

昭39)。

昭和39年、覆下栽培サラダナに対する施肥に 

ついて、カリ肥料の施用は収量、品質面ともに 

有効で、リン酸は増収効果は少ないが、品質は 

良くなる。ホウ素の施用によって減収し、モリ 

ブデンの施用は増収する (特報21号 昭40)。

昭和42年、圃場の作付け頻度と堆肥必要量に 

関する研究を行った結果、荒川沖積層土壌で力 

ンランを栽培する場合、 肥240kg/aの施用でも 

年間2作すると、窒素、燐酸、カリ、石灰、苦土 

が不足となる。特に苦土の不足は顕著である 

(特報24号 昭43)。

昭和34年以降、各種窒素肥料の特徴と野菜類 

に対する肥効について調べた。①硫安、塩安、 

硝安、尿素及び硝酸石灰の肥効 : 昭和34年、江 

戸川区松本町、小松菜丸葉種や硫安、塩安区は 

収量が多く、硝酸石灰、硝安区は少ない。追肥 

としては、硝酸態窒素、尿素が適している。 

②硫安、塩安の肥効：昭和35年、荒川沖積層埴 

壌土、ポッ ト 栽培、玉レタス グレートレーク 

ス” →塩安区は硫安区より著しく減収。③硫安、 

尿素の肥効：昭和40年、江戸川区松本町、荒川 

沖積層壌土、ハナヤサイ“アーリースノーボー 

ル” →尿楽区はﾡ安区より茎葉重は増加したが、 

花蕾重は大差ない。④硫安、硝安及び尿素の肥 

効:a) 昭和37年、江戸川区葛西地区、荒川沖積 

層灰褐色土壌粘土型(埴壌土)、ビニールハウス 

内、玉レタス“グレートレークス366”サ尿素区 

は硝安区より増収する。硝安はモリブデン欠乏 

を促進する。b) 昭和37年、荒川沖積層壌土、ポ 

ッ ト栽培, ハナヤサイ ・アーリースノーボールA" 
0尿素及び硝安区が硫安区より茎葉重が多い。 

原因はポッ ト 栽培で流亡がない (特報25号 昭 

44)。

昭和51〜55年、軟弱野菜の塩類濃度障害に対 

する堆肥施用の効果を検討し、コマツナは少肥
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では堆肥の効果がなく、多肥では堆肥施用が有 

効であるが、ホウレンソウは少肥でも堆肥が有 

効で、多肥ではさらに効果が増す。堆肥の効果 

は土壌養分の富化、通気性の向上などのほかに、 

水分保持力の増強があり、乾燥時にはこの効果 

が大きい。バーク 堆肥は無堆肥より 高 pF で推移 

し、無かん水では同量の堆肥施用より収量がか 

なり劣る。堆肥は粒度や熟度が重要である(研 

速 昭56)。

昭和56〜61年、コマツナの土壌肥料的考察と 

して、特にリン酸の肥効について調べた。①コ 

マツナは比較的連作害が少ない作物であるが、 

インゲンやホウレンソウに比べ、リン酸の少肥 

に耐える。②コマッナはインゲンに比して水溶 

性のみならず、リン酸アルミニウム、リン酸鉄 

などの難溶性のリン酸も吸収利用率が高い。③ 

コマッナのほかベカナ、コカブも リン酸吸収力 

が強いが、サラ ダナは吸収力が弱く、特に赤土 

ではリン酸の多肥を必要とする。①コマッナ、 

ベカナはインゲン、サラダナ、シュンギク、ホ 

ウレンソウ に比較 して リ ン酸少肥に耐える が、 

これはリン酸吸収能力が高いためである。⑤コ 

マッナはサラダナ、シュンギクに比較して特に 

アルミ型リン酸の利用度が高く、サラダナは鉄 

型の利用度が低い。施肥感応の相違は これら ア 

ルミ ・鉄型リン酸の利用度の差にある (研速 

昭62)。
昭和 57 〜 60 年、コマツナの施肥 と ビタミンCの 

含有量及び品質との関係を調べた。①コマッナ 

の窒素施用量の多少は生育や収穫期に影響を与 

え、作物体中全窒素が5〜6%のと き に生育が最 

も良好である。ビタミンCは生育が進むと増加す 

るが、窒素が適量のとき最も多く、互いに負の 

相関がみられる。②コマツナの窒素施用は硝酸 

態がアンモニア態に比べて生育がまさり、ビタ 

ミンc含有量も多く、特に還元型で顕著である。 

アンモニア態窒素は作物体に蓄積され、施用量 

の増加により生育が阻害され、ビタミンC含有量 

も低下する。硝化作用の低い土壌における窒素 

施肥は窒素の形態に留意する必要がある。③土 

耕ポット試験の結果、カリと苦土の施用量の増 

加に伴い、収穫物の保存中におけるアスコルビ 

ン酸の減少割合が大きくなる。礫耕より土耕の 

方が成分間のバランスがよい。還元糖は草丈、 

株重と比較的相関が高く、品質保持との関連も 

強い(研速 昭61)。

b. 花き関係

昭和37年、プリムラマラコイデスの生育興常 

は、開花期に葉色が黄化(クロロシス)し花の 

色も淡色する現象を明らかにする。防止策とし 

て、石灰施用を控える、土壌消毒を行う、鉄を 

加用すると よい (特報19号 昭38)。

昭和40年、花き液耕法における各種培地資材の 

影響を調べた。ベゴニアセンパフローレンスを発 

泡スチロール鉢で栽培し試験したところ、蛭石小 

粒を川砂またはパーライトに等量混合したものが 

液耕鉢花栽培用培地 と して実用性がある。

昭和40年、プリムラ マラ コイ デス と カルセオ 

ラリアを用いて、生スラジをよく酰酵させた木 

材質堆肥の花き培養土配合資材への利用につい 

て試験を行った。その結果、①土とよく混合し 

た場合、腐葉やわら堆肥と同程度の効果がある、 

②各種土壌 と 混合 した場合、50%配合が物理的 

に最適である、③多く加えるほど生育がよくな 

るのは、木材質堆肥の肥料効果である(特報22 
号 昭41)。

昭和41年、ポッ トマムの施肥法について品種 

“イエロープリンセスアン”を用いて試験した。 

その結果、窒素肥料は側枝数、着蕾数、生育、 

開花とも促進するが、1 鉢当たり 9g 以上では葉焼 

けを起こ し、生育が遅れる。燐酸とカリ も増施 

することによって生育量が増加する。11月下旬 

出荷の場合の標準施肥法を定め る.

昭和41年、異なる培養土におけるシクラメン 

の生育について品種 “ボンファイヤー” を用い 

て試験した結果、いずれの土壌でも腐葉が多い 

ほど病害に対する抵抗性が増す。腐葉は窒素の 

ほか燐酸、カリその他の微量成分を長期間緩や 

かに供給することも有効に作用する。火山灰土 

では燐酸固定による燐酸不足、川砂では優良粘 

土の不足による保肥力と微量成分供給量の低下 

がみられる (特報23号 昭42)。

②公害 ・ 大気汚染

昭和47年、園芸植物の光化学被害に及ぼす施
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肥の影響として、土壌の養分状態とオキシダン 

ト被害の関係を調べた。 ホウレンソウでは春は 

生育の進んだものに被害が多く、秋は生育の進 

んでいないものに被害が多い。コマツナは速効 

性肥料では生育の良いものは被害が少ないが、 

緩効性肥料では逆に生育が良いと被害も多い。 

カリ を多施すると被害が軽減され、土壌のpH、 

ECが適性範囲を越えると被害が多い(研速 昭 

48)。

昭和47〜48年、軟弱野菜を主とする9種の作物 

についてオキシダン ト濃度と被害の関係を調べ、 

感受性によって3群に分類した。第1群 (高 

い) :ホウレンソウ・ベカナ、第2群 (やや高 

い) :ネギ・フダンソウ・コマツナ・エダマ 

メ・スィートコーン・ サラ ダナ、第3群 (やや低 

い)： ツルナシインゲン(研究速報、1974)。

昭和49年、軟弱野菜の栽培技術によ るオキシ 

ダント被害の軽減対策を調べた。DpH (Kcl) を 

6～6.5、ECを1以下に保つ。②速効性肥料を生育 

状況に応じて細かく分施し、しっかり した作物 

体をつくる。③土壌水分は乾き ぎみの方がよく、 

OEDグリーン20倍液で葉面を覆う。④5月中旬以 

降のハウス栽培、3〜4月のトンネル除去直後は 

被害が多い(研速 昭50)。

昭和51年、軟弱野菜等のオキシ ダン ト 指標植 

物としての被害度判定法を検討した。フダンソ 

ウを除く葉菜の多く とノヽッカダイコン、アサガ 

オの被害度は最大被害面積率、春まきネギの場 

合は第2位葉の被害度がオキシダント濃度とよく 

対応する (研選 昭52)。

③緑化

昭和47年4～11月、主要都道に植栽されている 

街路樹のうち、イチョウ及びスズカケノキの一 

部を対象に、植ます土壌の試穿調査と理化学分 

析を行った結果、地域的に東部ほど土壌条件が 

悪く、樹勢の衰退が著しい。これはpHが樹木の 

好まないアルカリ側にかたより、ECが小さくや 

せているからである。周囲が舗装されている街 

路樹の場合、土壌水分の過不足による根の発育 

阻害が起こりやすく、江東低湿地区及び埋立地 

区ではこうした現象が少なくない(研速 昭48)。
昭和48年、都内樹木の樹勢衰退の原因を究明 

するため、街路樹土壌より 自然に近い状態で保 

存されている公園土壌について、14公園51地点 

の理化学性を調査した結果、7種の土壌区が区分 

された。すなわち、山手以西の武蔵野台地は標 

準火山灰土、湿潤火山灰土、攪乱火山灰土、乾 

燥火山灰土、都心以東の東京低地は標準沖積土、 

乾燥沖積土、攪乱沖積土で ある(研速、昭49)。

昭和49年、緑化樹木の無機成分の特徴を調べ 

る ため、都内の代表的街路樹であるスズカケノ 

キについて葉分析を行った結果、窒素と燐酸の 

減少、塩基類の増加傾向がみられる。これは主 

として土壊条件に起因し、pHの上昇、アルカリ 

以外の養分の欠乏などである。

昭和50年、樹木洗浄剤の土壌への影響 を調べ 

るため、沖積土と赤土に「ソルビタン系非イオ 

ン 界面活性剤 と 燐酸塩 を主体に配合した 洗浄剤」 

を混合し、サント ウサイ の発芽状況と土壌の化 

学性を調査した。赤土は沖積土より発芽阻害は 

少ない。これは赤土が有効燐酸に乏しいため、 

洗浄剤の燐酸が有効に働いたためである。いず 

れの土とも洗浄剤の割合が増すと、発芽率、草 

丈の阻害度は増大し、沖積土は0.05%、赤土は 

0.6%が一回の混合限界量となる。また、沖積土 

に0.2%までの混合であれば、3か月経過すれば再 

処理が可能な状態に回復する。pHやECをあまり 

変化させないためには、いずれの土も洗浄剤の 

割合を0.2%までにとどめるべきである。燐酸の 

減少は土壌による吸収によるが、発芽状況から 

沖積土は4mg、赤土は30mgが阻害限界とみられる。 

沖積土の0.2%混合は133 日後には支障のない程度 

に燐酸が減少する(研速 昭51)。

昭和51年、施肥濃度が緑化樹木の部位別成分 

組成に及ぼす影響を調べた。イチョウ、カエデ、 

マツの苗木を用い、標準濃度の0.5～4.0倍の液肥 

を毎日灌水代わりに与えた。生育障害の発生度 

は高い順にマッ>イチョウ>カエデであり、力 

エデは濃度障害に強い。樹同伸長量から施肥の 

適濃度をみる と、カエデは 1.0 〜 2.0 倍の間、マッ 

は1.0倍前後である。部位別に5要素含有率をみる 

と、葉部が最も高く、次いで根部、幹部の順で 

ある。樹種別に地上部の5要素含有率をみる と、 

イチョウ カエデ>マッの順に多い。施肥濃度
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の上昇に伴って、カエデは加里を、イチョウは 

窒素を特異的に吸収する(研速 昭48)。
昭和48〜52年、主要都道における街路樹の樹 

勢と土壌の実態として、都内18路線で合計14種 

類の樹種について調査した結果、土壌は火山灰 

土、沖積土、埋立土の3種に大別された。樹勢は 

火山灰土の72%で良と判定されたが、沖積土、 

埋立土は13%である。樹勢の劣る沖積土、埋立 

土はアルカ リ化傾向が強く、ECは全般に数値が 

低く養分が不足である。

イチョウに対する養分供給時期を知るため、 

昭和51年12月に種子を播き、52年6 月 に 砂利 を 詰 

めたポットに定植し、53年4月10日まで礫耕栽培 

とした。その結果、イチョウの施肥は生育の中 

〜後期よりも前期に行う方が樹高伸長及び葉数 

増加となる。このことは樹高伸長は年間のほと 

んどが5月上旬から7月中旬に行われる こと と一 

致す る(研速 昭54)。

昭和 55 年、緑化樹木に対するオガクズ汚泥コ 

ンポス トの施用効果を調べるため、生活排水処 

理汚泥にオガクズを加えて発酵させ、さらに2か 

月間野積み後熟させた汚泥コンポストの緑化木 

への施用効果を検討した。汚泥コンポス ト は 4年 

後でも有機物集積の影響は残るが、バーク堆肥 

は残らない。これはオガクズと腐朽樹皮の組成 

有機物の相違によ る。汚泥コンポス ト を施用 し 

た土壌は重金属の Zn の富化が 目立ち、cd, Hgも 

やや多いので、施用量の検討が必要である。汚 

泥コンポス ト中のNは、化学肥料の約 1/2 の有効 

度で樹木に吸収されるので、施用量は化学肥料 

の2倍程度必要である(研速 昭56)。

(4)病理昆虫に関する試験

①野菜関係

昭和35年4〜7月、江戸川分場内の圃場で、セ 

ルリー品種 コーネル619 の斑点病に対する数 

種薬剤の効果を比較した。防除効果が最も優れ 

たのはマン ネブダイ セン400倍液、 トリアジン 

400倍である (特報17号 昭35)。

昭和36年10月〜37年3月、そ菜畑におけるクロ 

ールピク リ ンの土壌病害•線虫に対する効果を 

検討するため、江戸川区篠崎町の農家圃場で、 

第1作サラダナ、第 2 作キュウリ について、薬剤 

処理をした。その結果、サラダナのネグサレ病 

に対して各処理区は無処理に比べて発病が軽減 

する。特に標準品の1穴2cc、深さ12〜15cm及び 

70%液剤の1穴2cc、深さ15cmが有効である。ハ 

ウス 栽培によ る キュウ リのイ チョ ウ病に対して 

は、効果がやや不確実であるが、ある程度の効 

果は期待される。昭和37年6～11月、江戸川区篠 

崎町の農家圃場で、第1作キュウリ、第2作シュ 

ンギク、サラダナについて検討した。キュウリ 

ではネコブセンチュウに対してクロピク 処理の 

効果が明瞭に認められ、シュンギクでは全般に 

生育が旺盛となり、サラダナではネグサレ病に 

対して、やや不確実ではある が有効である。昭 

和37年3～8月、葛飾区細田町の農家圃場で、サ 

ラダナのネグサレ病に対するクロールピク リ ン 

剤処理の効果と経済性を調べたところ、ポリエ 

チレンで被覆した80%液剤は効果が高く、10a換 

算の収益も極めて高い。昭和38年3〜39年7月、 

江戸川区鹿骨町の農家の同一圃場で、2年連続キ 

ュウリ、サラダナ、シュンギクを栽培し、クロ 

ピク処理の効果を調べた。その結果、連続処理 

した区はいずれも生育が良好で、ツルワレ病の 

発生も少ない (特報21号 昭39)。

昭和37年8～12月、ツケナの根こぶ病に対する 

PCNB剤の施用効果を調べるため足立区舎人町、 

葛飾区水元猿町、江戸川区篠崎町、江戸川区鹿 

骨町の農家圃場で、花芯白菜を用い、各種薬剤 

の比較検討をした。その結果、PCNB粉剤数種の 

播種 また は移植前株元施用 の効果が認め られる。 

コブ ト ール水和 • 粉剤200～400倍液を株当たり 

0.24、播種または移植後 1 週間毎に2～3回の灌注 

及びテラクロール水和剤200倍液を株当たり0.2 
2、播種または移植後 1 週間毎に3回の灌注の防 

除効果が高い。栽培前に根こぶ病の発病程度を 

知るため、昭和38年9～11月、江戸川分場内でキ 

ヤベツ、山東菜、コマツナ、ハッカダイコン、 

コカブを用いてカー ミ ン染色法の実用性を調べ 

たところ、染色の難易度からみてコカブが最も 

適している。昭和38年8～12月、足立区の山東白 

菜畑 4 ヵ所、江戸川区のカリフラワー畑1ヵ所で 

PCNB剤の使用法を検討した。その結果、いずれ
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の薬剤もかなりの効果があり、薬害を生ずる危 

険性は少ない。発病の激しい畑ほど有効で経済 

性が高い (特報20号 昭38)。

シュンギク炭そ病に対する殺菌剤の効果をみ 

るため、昭和36年6〜8月、昭和37年5～7月、昭 

和38年5～7月、昭和39年8～10月の4次にわたり、 

江戸川分場内で中葉シュンギクを用いて、33種 

類の業剤の炭そ病に対する効果を検討した。防 

除効果の高いのは、トリアジン400倍液、サンキ 

ノンM400倍液、ダイセンステンレス1000倍液、 

ジマンダイセン400倍液、バイエル5114の400倍 

液などである。昭和40年8月、江戸川区鹿骨町の 

農家圃場で試験したところ、新種子と古種子の 

発病差異は明らかに古種子が優り、種子消毒の 

有無による発病の差もある。江戸川分場内で行 

った試験の結果、防除効果の優れた薬剤はダイ 

ホルタン1000倍液、ポリラム400倍液、次いでオ 

ーソサイ ド、サンキノン、 トリアジン各400倍液 

である (特報22号 昭41)。

昭和42年頃より葛飾区のネギに菌核を作り、 

葉鞘軟白部が茶褐色、腐敗、葉枯れ、立枯れと 

なる症状が発生した。発生時期は2〜 11 月で、と 

くに3〜4月、10月の比較的気温が低く、雨の多 

い年に被害が大きい。ワケギは根深ネギに比べ 

ると被害は軽いが、葉鞘軟白部が茶褐色となり、 

黒色の不定形菌核がわずかにみられる。主な病 

原菌はBotrytis型の菌と推測する。防除法として 

は耕種的防除法のほか、ト リァジン、レジサン、 

ダコニールなどの土壌灌注が有効である。昭和 

51年、ネギからの病原菌の分離率と畑の被害程 

度との関連を調べたところ、ほぼ69%の畑が病 

原菌分離の結果と一致する。被害の著しい畑の 

場合は土壌診断の可能性は高いが、少〜中発生 

の場合は結果が一致しないことがある (研速、 

昭51)。

コマツナの病虫害に対する試験研究は、昭和 

50年代に な っ て活発に行われる .

昭和52年、江東地区で発生の多いコマツナ白 

さび病菌 を 各種 の アブラナ 科植物 に接種し宿主 

範囲を調べ、発病程度により分類した。その結 

果、コマツナに多発している白さび病菌はアブ 

ラナ系と判断できる。昭和51 〜53年、コ マ ツナ 

白 さ び病の発生状況を調査 したところ ほぼ年間 

発病したが、特に5〜7月、10〜12月初旬収穫に 

多い。本病の防除には幼苗時にダコニール、ビ 

スダイセン、オーソサイ ド、ダイホルタン各水 

和剤(いずれも未登録)が効果がある。昭和54 
年、コマツナ白さび病常発畑ではハクサイ、力 

ブナ、キョウナ、タイ サイ類にも本病は発生し 

やすいが、ダイコン、タカナ、キャベツ類には 

認められず、接種試験の結果と一致する。また、 

本病菌は2～25℃で感染がおこり、分生胞子は一 

15～40°Cで151～36 日 間病原性 を保持す る。

昭和55〜57年、炭そ病に対する防除対策を検 

討した。炭そ病は5月以降発生し始め12月まで継 

続し、9月が最盛期であり1〜4月はみられない。 

本病菌は8～35G ま で生育が可能で最適温度は 

26Cである。昭和55〜60年、コマツナ白さび病 

と炭そ病に対する防除薬剤を検討した。白さび 

病にはリ ド ミルプラス、炭そ病にはユーパレン、 

オーソサイ ド、ト ップジンMの効果が高い。薬 

害はサンドファンC、リドミルプラスでみられる 

(研速 昭60)。

昭和62年8月、葛飾区東水元においてコマツナ 

にFusarium菌に起因する病害が発生し、高温期 

の子苗に激しい立枯れを生じた。発病株は下葉 

が葉脈に沿って淡黄色となり、後に葉全体が黄 

変、枯死する。病株の導管部は淡褐色〜黒褐色 

に変色している。Fusarium菌によるコマッナの 

病害は、わが国では未記載であるので、本病を 

「コマッナ萎黄病」とよぶことを提楽する。主要 

品種の本病に対する感受性の相違が認められる。 

昭和63年、防除対策を検討した結果、クロルピ 

クリン剤による土壌消毒の効果は高く、臭化メ 

チル剤による土壌消毒及びベンレー トT水和剤に 

よる種子消毒は効果が低い。耐病性品種 (せい 

せん7号、みたか黒など)の利用は、自然発病畑 

において実用的な防除効果が得られる。平成元 

年、コマッナ萎黄病に対する菜類主要品種の耐 

病性を検定したところ、コマツナには "せいせ 

ん7号" などのキャベッ萎黄病抵抗性品種のBタ 

イ プ類似品種は存在したがAタ イ プ類似品種は確 

認できない。平成4年、コマッナの38品種を菱黄 

病に対する耐病性で3つに分類し、市販品種の
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"楽天、紋次郎、ままさん" などはキャベツ菱黄 

病抵抗性品種の A タ イ プ類似品種と確認できる 

(研速 平4)。

昭和51～52年、コマツナに発生する害虫の種 

類と被害の程度を調査した。とくに問題となる 

のはモモアカアブラムシ、ニセダイコンアブラ 

ムシ、コナガ、キスジノミハムシ、アオムシの5 
種である。食葉性害虫の被害程度を指数でみる 

と、5月中旬58、7月下旬73、9月下旬19、12月中 

旬37である。昭和53年2～11月、コマツナ を無防 

除で栽培 して発生する害虫相 と 害虫密度 を 調べ 

た。上記 5 種に加えハイ マダラノメイガが多発し、 

スリップスハダニの発生が新たに確認された 

(研速 昭53)。

昭和53〜54年、コマツナの害虫被害を薬剤に 

よらず回避するため、寒冷紗被覆の効果を検討 

した。播種直後から収穫まで寒冷紗を被覆する 

ことによって、ほぽ完全に被害を回避できる。 

しかし、生育がやや徒長気味になるので播種量 

を減らしたり、収穫数日前に被覆を除去する必 

要がある。昭和63年、場内及び葛飾区東水元で 

行った試験で、寒冷紗の障壁によ る コ ナガの物 

理的防除効果は大きい。#300の白または透明寒 

冷紗を用いた高さ160 cmほどの障壁を5アール程 

度の広さを限度として普及可能である (研速 

昭63)。

昭和57年4〜11月、コナガの生命表を作成し、 

夏期の密度低下と天敵類、とりわけ新しく発見 

した卵寄生蜂の役割を明らかにする。昭和57～ 
59 年、キャベツを用いてコナガの発生量とフェ 

ロモントラ ップの誘殺数との関係を調べたが明

ではない。卵寄生蜂メアカ タマゴバチの放飼 

によってタマナギンウワバ、コナガ、ヨトウガ 

による被害は軽減される(研速 昭61)。

②花き関係

昭和36年、 江戸川分場内でシクラメンから分 

離したポト リチス 菌を接種 して検討 した結果、 

スイセ ンを除く43種の花きに本病が発生する。 

防除薬剤についてはトリアジン水和剤、ポリラ 

ムウルトラ液剤、サンキノン液剤が有効である。 

昭和39年、江戸川分場内で、バラ “マルデイ グ 

ラ" を用いて、うどんこ病に対する防除薬剤の 

検討をしたところ、アソメート、NS171、 カラセ 

ン各液剤、百日草に対してはアク リシット、ポ 

リラム、 カラセン各液剤及びジクロンロッドく 

ん煙剤がすぐれる。昭和40年、バラ、バー- ナ、 

百日草のうどんこ病防除のための散布薬剤とし 

てはカラセン液剤、また、バラ、バーベナのく 

ん煙剤としてはジクロンロッドがすぐれる。昭 

和39～41年、江戸川分場内でバラ “マルデイ グ 

ラ”を用いて、アブラムシに対する土壌施用殺 

虫剤の検討をしたところ、ダイシストン50%粒 

剤を鉢当たり1.0g及びPSP204の25%粒剤2.0～ 
4.0g、同50%粒剤1.0～2.0gが有効である。サイネ 

リアに対しては、PSP204の25%粒剤を鉢当たり 

2.0～3.0g、同50%粒剤1.0～2.0gが有効である。 

これら薬剤のプリムラ、アジサイ、オオマツバ 

ギクに対する薬害もみられない (特報22号 昭 

41)。

昭和38年、シクラメンの土壌病害として従来 

腐敗病が知られてきたが、江戸川区をはじめシ 

クラメ ン栽培地の多く にこれと類似の別病が発 

生した。この病害の被害部からはFusarium菌が 

検出され、萎ちよう病と考えられる。昭和47年、 

江戸川分場内で本病に対する防除業剤を検討し 

た結果、ベンレート水和剤50倍液を20日間隔で 

数回灌注する と有効である。昭和48年、菱ちょ 

う病を防ぐには、ベンレート水和剤の500倍液、 

1000倍液、トップジンM水和剤1000倍液のﾡ注、 

散布がすぐれる。薬剤は幼苗期に 1 回、鉢上げ後 

は1月に1〜2回使用する。灌注量は鉢上げ直後は 

1鉢当たり50m2、生育町盛な7月は90mが適当で 

ある (研速 昭48)。

昭和42年、江戸川分場内で中輪菊“新銀河” 

を用いて、アブラムシに対する防除薬剤を検討 

した結果、アヒ ダス粒剤 を鉢当たり 2.0g 施用、次 

いで同剤1.0gと PSP-204粒剤1.0g施用 の 実用 性 が 

高い。昭和43年、江戸川分場内で中輪菊 ・新銀 

河”を用いて、アブラムシに対する上壌施用殺 

虫剤を検討した結果、ダイシスン粒剤、ジメト 

エー ト粒剤の茎葉散粒で1m当たり5.0g施用が最 

もすぐれる。昭和46年、足立区本木町の農家圃 

場で、夏菊 “田毎の月” を用いて、白さび病に 

対する防除薬剤を検討した結果、 オキシカルボ
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キシン剤 (プラントバックス)の1500倍、2000 
倍の茎葉散布がすぐれる。また、 江戸川分場内 

で土壌施用剤を検討 した結果でも、オキシカル 

ボキシン剤、カルボキシン剤は優れるが、薬害 

に注意する必要がある。昭和51年、黒さび病に 

対する防除業剤を検討するため 数種薬剤 を 供試 

し、胞子の発芽試験と圃場における防除試験を 

行った結果、BAS-3170とベンレートの効果が高 

い(研速 昭51)。
昭和 46 年、足立区西新井の農家圃場で、八丈 

島産のフリージァ "ローズマリー" を用いて、 

土壌消毒による菌核病防除試験を行った。その 

結果、NCSの効果が極めて高く、PCNB 粉剤がこ 

れに次ぐ。ベンレート、 トップジンM、 キャプ 

タン剤の殺菌力もすぐれる。

昭和50年、病原菌の伝染力、仔球への伝染、 

新農薬の効果を検討した。その結果、品種では 

・ローズマリー、オーロラ” は比較的強く、薬剤 

ではNHKS (ガスター ド)剤の土壌10』当たり4g 
混入が有効である (研速 昭50)。
昭和49〜50年、都内の街路樹、公園樹、庭園 

樹などに発生している病害虫について調査をし 

適切な防除の基礎資料を得ようとした。その結 

果、病気は種類が非常に多く、外観的な症状は 

顕著でなくても、ほとんどの樹木が潜在的に病 

気をもっている。害虫については都内各地でア 

メリカシロヒトリの発生が認められたほか、力 

イガラムシ類、アブラムシが各種の樹木に寄生 

している。昭和51年、この 2～3 年間にシャリン 

バイ、セイヨウサンザシなどの緑化樹に発生し 

た「ごま色斑点病」について、被害症状、病原 

菌の寄生範囲、越冬形態、生理的性質、防除法 

を報告する。昭和55年、トウカエデうどんこ病 

が大発生したので、都全域にわたって実態調査 

を行ない、病徴や病原菌の性質を明らかにする。 

昭和57年、 トウカエデに発生しているうどんこ 

病 と 首垂細菌病 に対す る 防除薬剤 を検討 し た ・ 

その結果、うどんこ病にはバイレ トン乳剤が、 

首垂細菌病に対してはコサイ ド、オキシン ド、 

ダコニールが有効である (研速 昭57)。

プリムラ灰色かび病防除に対し昭和56年、ス 

ミレックス水和剤、ロブラール水和剤及びそれ 

らとケルセン乳剤との混用が、同じく 昭和58年、 

スミレックス、ダコスモーク、ロブラール各 く 

ん煙剤が有効で、一部花弁に白色の退色を生ず 

る症状も花蕾及び花のない時に使用すれば実用 

可能であることを明らかにする。シクラメン灰 

色かび病防除に対し昭和56年、ロブラール水和 

剤1000倍が最も効果が高く、次いでロブラール 

水和剤とケルセン乳剤との混用、スミレックス 

水和剤などが、同じく昭和61年、ユーパレン水 

和剤とポリオキシン水和剤の混用、サン ヨール 

乳剤、ポリベリン水和剤が効果が高く薬害も少 

ないことを明らかにする (研速 昭61)。

第18節 大島農業に関する試験研究

1.研究の変遷

(1)沿革

大島園芸技術センターは、昭和13年4月に大島農 

事試験地 と して、その前身が現在の地である元町 

小清水に設置された。第二次世界大戦の激化によ 

り、昭和19年から大島支庁に移管され、終戦後 も 

その状態がしばらく続いた。昭和27年に試験地職 

員は、大島支庁へ定員化され、運営経費は農業試 

験場の予算に計上されるようになり、業務計画や 

研究内容等についての運営•指導も農業試験場が 

行うようになった。

その間、昭和24年に東京都大島家畜保健指導所 

と東京都大島地区農業改良普及員駐在所が設置さ 

れ、25年と30年に、それぞれ東京都大島家畜保健 

衛生所、農業改良普及所と改称した。昭和44年に 

は農業試験地内に農林合同庁舎を建設し、両所が 

移転した。さらに、この年東京都中央農業改良普

-312-



及所大島支所、46年 に は東京都家畜保健衛生所大 

島支所と改称された。

昭和63年12月に、農業試験地は総務局大島支庁 

から農業試験場に移管され、経営部の所属となり 

大島園芸技術セ ンターと改称された。

平成元年3月には、東京都農林合同庁舎が新たに 

完成し、大島園芸技術センター、東京都家畜保健 

衛生所大島支所、東京都中央農業改良普及所大島 

支所の三事業所が新 しい庁各に移った。

平成6年10月 15 日 に東京都中央農業改良普及所大 

島支所は、東京都中央農業改良普及センター大島 

支所に改称となった。農林合同庁舎の三事業所の 

体制はそのまま現在に至っている。

平成10年5月に農林合同庁舎内の屎尿汚水、雑廃 

水、雨水などを処理する浸透桃が機能しなくなっ 

たため、7月から11月までの間、新たに大型の合併 

浄化槽を設置する工事が行われた。完成により、 

浄化槽を経た廃水を直接町の排水路に流すことが 

できるようになった。

平成10年10月には正門前の町道の拡張工事が始ま 

った。道路が敷地内までかかり、門と土手の大部分 

が取り壊され、土手の上に植えられていた椿も伐採 

された。工事は平成n年3月に舗装工事を終えて完 

了した。その間、門やブロック塀も新たに作られた。 

かつてのﾡトンネルのような狭い道は一新され、整 

備された2車線道路と して生まれ変わった。

平成12年1月からは、旧本館の横に、大型冷蔵庫 

を納める倉庫の建設が始まった。旧本館を倉庫と 

して利用してきたが、建物の傷みが激しいため、 

新たな倉庫が必要になり、建設されることとなっ 

た。新倉庫は平成 12年2月 に完成 し、それに続いて 

旧建物からの大型冷蔵庫の移設、および旧本館の 

取り壊しが行われ、平成12年3月にすべてが完了し、 

正門周辺は広々 と し た状態 となった。

(2) 農業の変遷

①大島

江戸時代における 大島か ら の農林業関係の移 

出品としては、苫と薪が主要なものであり、野 

菜類などの農作物はあまり島外には出されてい 

なかったといわれている。しかし、1722年の 

「天明元年大島留書」という記録によると、その 

頃から切替畑による各種農作物の生産が行われ 

ていたと記されている。1〜2作の栽培後は、ハ 

ンノキを植えて5〜7年間本立のまま放置してか 

ら伐採し、再び作付けをするように説いている。 

地力の衰えの回復や肥料分補給が目的と思われ 

る。農作物としては麦や野菜類、菜種、茶など 

が生産されていた。このような切替畑農業は昭 

和の初頭まで続いていた。

明治9年に大島から静岡県令に提出された「明 

治8年中物産出来高調書」によると、竹本類や薪 

炭、椿油、生糸などの生産のほか、サツマイモ、 

サトイモ、ササゲといった農作物の栽培がみられ 

る。また、明治11年の輸出入物品表からは、糯米 

や大麦、粟、サツマイモ、ササゲ、サトイモなど 

を作っていたことが記されている。明治11年に大 

島は静岡県から東京府へ移管となったが、 この年 

の輸出入物品表の記録からは、糯米や大麦、粟、 

サツマイモ、ササゲ、サトイモなどが作られてい 

ると記されている。また、明治11年にはすでに牛 

や馬の取引が記録されているが、明治28年には短 

角牛を内地より移入し、33年には純粋ホルスタイ 

ン種を購入して牛種の改良に努めていた。農会法 

の施行とともに畜産業を押し進めようとしていた 

ことがうかがえる。そして、これより前の31年に 

は練乳を生産する会社がすでに作られ、明治39年 

までの間活動していた。

大正時代にはいっても大島の農林業の中で薪 

や炭、竹類、椿油は主要な産物であり、農作物 

としては雑穀類やイモ類が栽培されていたが、 

一部でユ リ の販売が記録 されている。

昭和時代にはいっても戦前までは、陸稲や麦類、 

そ菜類が主要な生産物であった。しかし、昭和初 

頭頃か ら は生花栽培 も 本格的に始った と記録され 

ている。その後大島における花き並びにそ菜栽培 

は年とともに活況を呈することになる。また、昭 

和の初期においては、果樹栽培が全島で盛んにな 

り、梨のほか柑橘類の栽培が泉津や元村(元町) 

でも行われていた時期があった。

終戦後す ぐ には大島で も 多く の入植者が あ り、 

農業生産自体もまだ伸びていた。しかし、農業 

の内容や作物の種類は徐々に変化を示し、かつ 

て大島の農林業を支えた本炭や薪の生産は急激

-313-



に衰退するとともに、陸稲や麦類、雑穀、豆類 

の生産も少なくなった。替わってキヌサヤエン 

ドウを中心とするそ 業類や花 き 類 が主要農作物 

となってきた。また、牛乳や肉類、鶏卵の生産 

も重要な位置を占めていた。

キヌサヤエン ドウ は、昭和 25 年に差木地地区 

に導入試作されたが、冬期早出し栽培が可能な 

ことや、導入経費が比較的少なく規模拡大も容 

易なこと から、次第に生産農家が増加した。大 

島全島に広がると と も に大島の特産物と して発 

展した。しかし、生産額は昭和40年を ピーク と 

して以後減少傾向をたどり、50年を境に急激に 

少なく なった。

大島の花き園芸は、房総や三浦から導入された 

コギクやナバナ、ヤグルマソウなどを大正の初期 

から作っていたという歴史がある。それが昭和4 
年に船便が日航となってから増加していった。こ 

の頃アスパラガスやグラジオラスが、さらに、5 
～10年頃にチューリ ップや黄房水仙が導入され、 

促成栽培が盛んに行われるようになった。昭和28 
年にブーバルジアの赤系が導入され、46年に白系 

が導入され、40年に開発されたシェード技術によ 

る 経営性の向上 ととも に 大島花 き の基幹作物 と し 

て発展した。39年にはフリージアの球根冷蔵によ 

る促成技術を導入して切り花生産が始まった。48 
年に は波浮や間伏に カンコギク が導入されるな 

ど、作柄が不安定なキヌサヤエンドウと交代する 

かのように、花き生産は昭和40年代から急激に進 

展を始めた。50年代以降にはトルコギキョウやス 

イートーピーなどの花き類、栄養系大輪ガーベラ 

やブーバルジアハイブリ ッ ド系などの新品種が導 

入された。現在では トルコギキョウやガーベラ、 

ブーバルジアなどをはじめ、多く の花き類の生産 

が盛んである。

②利島

利島の農林業においては、薪や炭、椿油、繭 

などが明治時代以前から主要な産物であり、椿 

油は現在でも利島の重要な産物と して位置づけ 

られている。養蚕は昭和時代に入ってから中止 

と復活を繰り返したが、47年を最後に利島では 

廃絶している。畜産も明治末に乳牛などを導入 

して酪農が行われていたが、これも昭和46年に 

姿を消している。農業については、全戸で農業 

を営むような状況が昔から続いていたが、生産 

金額はわずかであり、生産量からしても島内の 

自給とはほど遠いものであった。切替畑による 

農法で、細々 と 各種の作物を耕作 してき ており、 

島外への移出はほとんどみられなかった。農作 

物の種類としては、陸稲や大麦、サッマイモ、 

ジャガイモ、サトイモ、ニンジン、ネギ、キウ 

リ、カボチャ、ナス、キャベッ、スイカなどの 

生産が昭和20年代に記録されているが、今日で 

も 農作物の種類 として は大きな変化 なく 推移 し 

てきている。例外的な移出の例としては、戦前 

にコウネンボウというダイ コン で沢庵漬け を作 

り移出したことが記されている。また、比較的 

最近では、昭和52年にアシタバとサクユリを初 

出荷したことが特筆される。

③新島

新島の産業の中心は水産業であ ること が明治時 

代の記録にも記されており、現在もその傾向は変 

わらない。ここでの農業は、昭和20年代までサッ 

マイモと麦が主要作物であった。20年代後半から 

トマトやキウリ、メロン、スイカ、ハクサイ、レ 

タス、エダマメなどの新しい野業類を導入し、30 
年代にはキヌサヤエンドウ栽培が導入され、主要 

作物のひとつとなった。昭和34年頃から放牧養豚 

が普及し、37年には年間5000頭余を出荷し、一時 

は「養豚の島」としての名声を高めた。昭和51年 

に契約キャベツを導入し、「養豚+野菜」の複合 

経営も行われるようになった。一方、カンコギク 

も導入され栽培が一時行われた。養豚は昭和60年 

頃にはほとんどなくなり、それにかわるように昭 

和62年にレザーファンが導入され、現在の主要作 

物のひとつとなった。

④神津島

神津島は昭和30年頃 までは自給消費用のサッ 

マイモと麦が主要作物であった。昭和31年に換 

金作物 と してのキヌサヤエン ドウの導入が契機 

となって産地化がはじまった。導入から10年ほ 

どで農家所得を驚異的に向上させ、神津島の主 

要産業のひとつにまで成長していった。しかし、 

キヌサヤエンドウは昭和49年をさかいに、連作 

による 作柄の不安定 さ や気象災害な どが原因と
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なって作付面積は大きく減少していった。昭和 

51年にガラス室を導入して、キヌサヤエンドウ、 

カンコギクなどの花き を組み合わせた施設園芸 

を開始した。昭和62年にはレザーファンを導入 

し、現在 (平成11年) では 20 数件の農家で生産 

され、年間1億円以上の生産額をあげている。

(3)試験研究の変遷

大島園芸技術センターの実績については、昭和 

40年1月の大島大火に よって大島支庁庁舎が類焼 

し、昭和13年から39年までの記録をすべて消失し 

ており、現在では収集することができない。また、 

昭和40年から55年までの実績等については、昭和 

56年2月発行の「東京都農業試験場80年史」におい 

て集録してあるが、ここではその部分にも触れな 

がら、これまでの実績について記載をする。

野菜に関する事項

近年では大島の農業生産は花卉が中心になっ 

ているが、40年代には野菜に関する試験が多く 

みられた。特に、55年までは「野菜に関する試 

験」という大項目の中で多くの試験が行われて 

いる。野菜の種類としては、メロンやキヌサヤ 

エンドウ、エシャロット、ニラなどがある。そ 

の中でも現在も栽培されているキヌサヤエンド 

ウは試験課題がもっとも多く、年限も費やして 

いる。特に、36年から52年までの連作試験と、 

42 年か ら 55年まで実施 した品種比較試験が長期 

に及んでいる。品種展示および原種採取や原種 

配布は42年から50年まで、病害虫防除試験は47 
年から53年まで実施されている。その他、肥料 

試験や薬害試験、支柱施設の比較試験、植え付 

け方法試験な ども行われている。

エシャロットについては、施肥試験と病害虫 

対策試験を49年から53年に行っており、他に結 

束器開発試験、種球確保試験、年内出荷可否試 

験、低温処理効果試験などを49年から52年まで 

の間で1～2年間実施している。

メロンに関しては、露地メロン品種比較を41と 

42年、ネッ ト メロン展示栽培を 47 年に行っている。

昭和56〜60年の間は、「山村島しよの振興に関 

する試験」の中で、キヌサヤエンドウについて、 

品種比較試験や緩効性肥料利用試験、ハモグリ 

バエに対する薬剤試験などを行っている。

昭和61年では「特産作物病害虫防除事業」の 

中で、キヌサヤエンドウについて、殺菌剤およ 

び殺虫剤の薬害試験、灰色カビ病に対する殺商 

剤および殺虫剤の薬効試験 を 実施 している。

昭和62年以降は、「特産園芸作物の生産安定と 

高品質化」の中でキヌサヤエンドウについて、 

シー ドバーナリ ーの効果 • 株の生育に及ぼす影 

響♦収量に及ぼす影響、施設栽培に関する試験、 

栽培品種の早晩性調査•品種特性調査、わい化 

剤による節間伸長の抑制試験、 株間が生育•収 

量に及ぼす影響、うどんこ病に対する殺菌剤試 

験、品種に関する試験、株間と播種量が収穫に 

及ぽす影響などについて平成4年までの間に行っ 

ている。平成 5 年では「キヌサヤエンドウに関す 

る 試験」の 中 で露地裁倍での 品種比較、ジベレ 

リ ン散布が収量に及ぽす影響について行ってい 

る。最近では野業類の生産が低下していること 

もあり、試験課題は平成になってからは少なく 

なっている。しかし、これまで行われてきた試 

験はその時々において農業生産上多くの貢献し 

てきた。

②花き・観葉植物に関する事項

花きや観葉植物に関する試験は、年度によっ 

て大課題の名称が変わっているが、「花きに関す 

る試験」「伊豆諸島における花き振興技術対策試 

験」「伊豆諸島 に おける 野菜 •花き 振興技術対策 

試験」「山村島しよの振興に関する試験」「島し 

よ農業活性化試験」などの大課題の中で実施さ 

れていた。

昭和40年以降の花きや観葉植物に関する試験 

の中で取り扱われた植物の種類としては、主な 

ものでは古い順からサクユリ、ツバキ、ツツジ、 

スイ トピー、秋ギク、ダリヤ、ヤブツバキ、小 

菊、エリカ、ブーバルジア、ガーベラ、 オオシ 

マザクラ、デルフィ ニウム、アルストロメリア、 

アスチルベ、アガパンサス、レザーフアン、ト 

ルコギキョウ、ホワイ トレースフラワーなどで、 

その他、枝物類や花木類、1・2年生草花、宿根 

草花などもみられる。

サクユリに関しては、ウイルス病防除試験を 

昭和43年から56年、優良品種増殖試験を45年か
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ら55年、病害虫防除試験を53年から59年、球根 

養成試験を54年から60年、球根冷蔵による促成 

栽培試験を平成2年から4年、ネダニ防除試験を2 
年から5年まで行っている。その他、培養中のシ 

ヨ糖濃度と低温処理が子球の出芽に及ぼす影響 

についても試験が行われている。

ツバキについての試験数はあまりなく、昭和 

43年から53年までの間ツバキ•ツッジ類の展示 

栽培、49年から53年までのヤブッバキ増殖展示 

栽培、49年から50年までの病害虫防除試験が主 

なものである。

スイ トピーは、展示栽培 を 昭和 43 年から 44 年、 

その後、シードバーナリーの品種間検討計を61年、 

種子冷蔵処理が側枝伸長に及ぼす影響、種子冷 

蔵が到花日数に及ぼす影響、種子冷蔵が開花節 

位•全開花節数に及ぼす影響、種子冷蔵期間が 

切花収量に与える影響、日照不足による品種別 

の落花蕾調査、などについて61年と62年、再び 

シー ドバーナリ ーの効果と品種比較を62年から 

63 年、切花の吸水曲線の調査を63年に実施して 

いる。

秋ギクやダリヤについては一時期短期間試験 

が実施されている。秋ギク春出し栽培試験は昭 

和45年から46年、 ダリヤ栽培試験は47年から48 
年までの間行っている。

小菊に関しては、品種比較試験と病害虫防除 

試験を昭和53年から59年、開花調節に関する試 

験を54年から57年に行っている。

エリカは単発的に栽培試験を昭和53年だけに 

行っている。

ブーバルジアについての試験は数も多く、内容 

も多岐にわたり、年数も長く多くの労力を費やし 

ている。主な試験としては、病害虫防除試験、開 

花調節試験 を 昭和54年か ら 60年、品種比較試験 を 

57年、実用作型の確立に関する試験を58年から59 
年、葉枯れ症状対策調査を60年、日長処理におけ 

る適正照度の検討を60年、ウィルス症状発生調査 

を61年から63年、間欠照明における照明時間の検 

計を61年、挿し芽繁殖における発根促進効果試験 

を61年から63年、導入新品種の開花特性調査を62 
年、切花吸水曲線の調査を60年から63年、効果的 

間欠照明の検討を60年から63年、切り花に対する 

STS剤の効果を63年、隔離床栽培での有機物の混 

合比が生育に及ぼす影響を平成元年から6年、隔 

離床栽培での土壌水分が生育と切り花品質に及ぼ 

す影響を元年から2年、臭化メチル剤の薬量が葉 

枯れ症の発生に及ぼす影響を2年、ELISA法によ 

るウィルス検定を61年から63年、ウィルスフリー 

苗の増殖 •配布を 63 年から現在 (11年)、退色葉 

の植物体分析 と 微量要素の葉面散布試験 を 63年か 

ら 2 年、苗質とシェード中の高温が生育や奇形花 

発生に及ぼす影響を63年から2年、株立ち数が生 

育に及ぼす影響を63年から2年、ウィルスフリー 

苗の優良系統選抜を2年から8年、チェリーピンク 

における奇形花発生を3年から4年、隔離床栽培試 

験を3年から5年、隔離床栽培での床土消毒方法の 

違いが葉枯れ症発生に及ぼす影響を3年から6年、 

後作の切花類の栽培を4年から7年、隔離床栽培で 

の床土の連続使用の検討を7年、畝内かん注によ 

るペースト肥料の施用効果を8年にそれぞれ実施 

している。

ガーベラについては、導入されてからそれほ 

ど長い歴史ではないが、今日では重要な作物の 

ひとつであり、試験数も多く、内容も多岐にわ 

たっている。主な試験としては、ガーベラの容 

器栽培に関する試験、首折れ防止対策試験、日 

持ち試験などを昭和60年、帯化防止対策試験を 

60年から61年、新導入品種特性調査を60年から 

62年、コーティング肥料の種類と品種別収量調 

査、葉かき残葉数と切花収量との関係、デコレ 

ーショ ンにおける首曲がり防止対策などを61年、 

うどんこ病に対する罹病性の検討を61年から63 
年、ジェノクロル剤薬害調査、繁殖方法が株の 

生育および採花本数に及ぼす影響、土壌病害に 

対す る 数種薬剤の防除効果など を 62 年か ら 63 年、 

栽培方法と切花の吸水曲線の調査を63年、ロッ 

ク ウール栽培に おける 品種比較 を 平成2年か ら 3 
年、土耕栽培における品種比較を2年から4年、 

マメハモグリバエの薬剤防除対策を 3 年、数種の 

業剤の薬害試験を3年から4年、養液栽培におけ 

る培地の違いによ る収量への影響を8年か ら 10年 

にそれぞれ実施している。

オオシマザクラについては、種子発芽に関す 

る試験を昭和61年、種子発芽における低温およ
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びジベレリ ンの影響を63年に行っている。

切り花用新花き導入試験として、デルフィニ 

ウムの品種と作型の検討を昭和63年か ら平成3年 

まで、アルストロメリアの品種に関する試験を4 
年から5年、アスチルベやアガパンサスの品種比 

較を5年から6年、ネリネの特性と生産性を8年に 

行っている。

レザーファンは大島内での生産は少ないが、大 

島管内の新島や神津島で盛んなため、大島園芸セ 

ンター内および新島での委託試験を行った。生産 

性向上•冬期の簡易保温技術の検討を平成2年か 

ら4年、生産性向上 •苗の系統比較を3年から5年、 

胞子葉発生防止対策•有機物施用による土壌改良 

効果の検討を6年から8年、畝内かん注によ る施肥 

法の改善 を 9 年か ら 10年 ま で実施 している。

トルコギキョウに関しては、比較的最近導入 

されたものであるが、生産も伸びていることも 

あり、周年生産技術に関する試験や病害虫に関 

す る 試験の 中 でいくつ かの試験が取り 組まれて 

いる。主なものでは、7 月播種 •冷蔵処理による 

促成栽培を平成 6 年に、6月播種・冷蔵処理によ 

る2度切り栽培の品種比較、7月播種•冷蔵処理 

における夜冷育苗 と 苗冷蔵育苗での 開花時期 お 

よび切り花品質の比較などを 7 年に、6月播種・ 

冷蔵処理による促成栽培での電照効果を8年に、 

年内切り栽培技術の確立•適品種の選定を8年か 

ら現在まで実施している。

ホワイ トレースフラワーは最近導入 された も 

のであり、生産と出荷方法の改善の中で、生育 

特性の解明と優良系統の選抜育成を平成9年から 

現在まで実施している。

③大島特産花 き 原々種苗増殖事業

ブーバルジアウィ ルスフリ ー 苗の増殖 と 配布 

を 4 件の増殖農家に対 して昭和63年か ら実施し、 

現在まで続いている。この間、ブーバルジアウ 

イルスフリー苗の優良系統選抜を平成2年から8 
年、弱毒ウイルスによるブーバルジアモザイク 

病の防除を元年から5年、奇形花発生要因の解明 

を3年から6年、苗立枯病の発生と防除および発 

生害虫の薬剤防除を6年に実施 している。

④離島特別指導事業

大島管内の利島、神津島の農業を技術的側面 

より支援をするために昭和58年から現在まで離 

島特別指導事業を実施してきている。利島では 

サクユリについて、神津島ではレザーファンと 

アシタバについてそれぞれ巡回指導を行ってい 

る。その間、利島における油料ツバキの生産性 

向上試験を平成 7 年から 9 年、ハスオビエダシャ 

ク の発生状況調査お よ びMEPの防除効果を8年に 

実施している。

⑤その他

また、昭和61年の11月に三原山が噴火 したた 

め、緊急対策試験として、「伊豆大島三原山大噴 

火に伴う降灰量および噴出ガスの調査」が実施 

されている。

2. 主な業績

(1) 野菜

①キヌサヤエンドウ

連作障害試験に関しては、連作を重ねるほど、 

品種に関係なく減収していた。52年度には種し 

た無連作を100とし、51年には種した2年連作は 

42.8%、以下同じく3年連作は39%、4年連作は 

37.3%、5年連作は31.1%、6 年連作は 24.8%、7年 

連作は20%、8年連作は13.2%、9年連作は13.6%、 

10年連作は10.7%であっ た (年報 昭 43～52 年 

度)。篠支柱によ る慣行法での標準所要時間に対 

し、網支柱の所要時間は約1/2と大幅に省力化さ 

れた(年報 昭48年度)。2年連作区の収量は低 

温、凍霜害に対する影響が大きかった (年報 

昭43～48年度)。品種比較では、仁村52号が最も 

収量が高 く 上物率 も 7割強 となり 他系 より 有利で 

あった。さやの長さ7.8cmX幅1.6cmとやや大ざや 

であった。仁村52号に次いで伊豆系の収量が高 

かった (年報 昭54〜56年度)。肥料試験では、 

緩行性肥料の割合が多い区で上物の収量が多か 

った (年報 昭57～59年度)。春化処理の効果を 

十分発揮させるためには、3週間以上の種子冷蔵 

が必要であった。しかし、キヌサヤエンドウ種 

子の長期冷蔵処理によって、株の生育量が抑制 

されて収量減少や品質の低下が認められた(年 

報昭62年度)。キヌサヤエンドウの生育、総収 

量、上物収量は株間が狭いほど多かった (年報
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平元年度)。キヌサヤエンドウの株間と播種量は 

1穴3粒まきで株間15cmが適当と考えられた (年 

報 平3～4年度)。大島での露地栽培に適する品 

種は大島での慣行品種が最も適していることが 

再確認された。また、ジベレリン散布によって 

増収効果が認められた(年報 平5年度)。

②その他の野菜類

キヌサヤエン ドウ以外の野菜類では次のよう 

な報告がされている。メロンで高温期に入りネ 

ットの発現に差異を生じ、品種間にも差異が認 

められた(年報 昭41〜42年度)。ナスでは、施 

設で栽培すると個数で48%、重量で34%の増収で 

あった (年報 昭40〜42年度)。ニラ では、分け 

つ、草丈、共にビニールトンネルが良好で次い 

で穴あき ビニール、ダイオネッ ト ト ンネル、露 

地栽培の順であった。4月下旬の生育を比較する 

と露地区に対し、草丈でビニールトンネル区が 

約 2 倍、有孔ビニールトンネルで約1.5倍、分けつ 

では露地区に対しビニール及び有孔ビニール各 

トンネルとも約2.5倍の生育量であった。しかし、 

ビニールト ン ネル区にはアブラムシの発生が多 

く見られた(年報 昭47～48年度)。エシャロッ 

トでは、肥料としては緩効性肥料よりも速効性 

のある高度化成がよかった。貯蔵中の種球の痛 

みについては吊り下げ乾燥法が最も少なかった。 

また、植付球数を増やして密植しても、等外品 

の増加がみられるだけであった。施肥量を標準 

の増量にすると本数、重量ともに50〜60%の増 

収であった(年報 昭49〜52年度)。

(2)花き

①サクュリ

サクユリは、球根植付後ビニロン寒冷紗で被 

覆した場合、ウィルス病の発生少なく球根の肥 

大も良好であった(年報 昭43〜45年度)。ガー 

デンパンには種し電熱温床で30Cで4選間、以後 

20Cに下げると発芽は良好であった (年報 昭 

45～48年度)。植物生育調節剤と高温処理による 

発芽促進効果は、30C12週間処理では80%以上 

の発芽率で、ジベレリン500Ppm併用区では93% 
発根し84%が小球を形成した (年報 昭 54～58 
年度)。平均発芽日数は黒ポリ マルチ、シルバー 

マルチの順で短く、それぞれ10～12日および7日 

間早まった。除草やアブラムシ忌避効果を考慮 

すると、ビニールマルチの利用は有効と考えら

れた。また、5 〜 10g 以上の球根開花率は、無処 

理区に比べ、各冷蔵処理区が高い数値を示した 

(年報 昭59～60年度)。培養球は実生球 と 比べ、 

草丈や葉枚数がすぐれ、球高や球重等も肥大す 

る傾向にあった(年報 平2年度)。冷蔵処理で 

促成栽培は可能であり、冷蔵処理期間は掘り上 

げ時期等を考慮し、6〜8週処理が適当であった 

(年報 平2 〜 3年度)。サクュリ 球根の冷蔵処理 

による開花促進効果の検討では、開花時期、切 

花の品質などから判断して、9月下旬掘り上げ8 
週間処理、10月下旬掘り上げ6〜8週間処理など 

が適当であった。また、サクユリの切下球の超 

促成栽培は実用性に乏しく、1年間球根養成を行 

うのが妥当であった(年報 平4年度)。冷蔵処 

理と冬期加温により切下球を用いたサクユリの3 
月 開花は可能であった(年報 平5年度)。促成 

効果が高く開花時期が最も早かったのは、ハウ 

ス 養成球 を供試 した8月 掘り 上げ 10 週処理区で、 

9 月掘り上げ 10 週処理区も促成効果が高く、5月 

に多くが開花した (年報 平7年度)。サクユリ 

の露地球根養成栽培 に お ける 栽植密度 が球根肥 

大に及ぼす影響としては、株間を適正に確保す 

ることにより 球の肥大が促進されること が判明 

した。40g以下の小球は株間7.5cm、41～80gの中 

球で10～15cmの株間が適当と考えられた(年報 

平7〜8年)。

②ブーバルジア

大輪3系 は自然 日 長下では夏期生育が旺盛で、 

在来種に比べ側芽の伸長が少なく、芽かき作業 

は軽減された(年報 昭54～56年度)。大輪白系 

は25C地温区で根長、根数とも旺盛で、特に 

NAA、IBA処理により挿し芽後7～10日で定植可 

能な苗となった(年報 昭56〜58年度)。被覆資 

材ではシルバーポリビニールが、切花長、切花 

重、茎径においてすぐれていた。7月上旬の早朝 

快晴時で黒ビニール区が39.7Cに対しシルバーポ 

リ ビニール区が31.6Cに抑えられ有効な資材と考 

えられた (年報 昭 54 〜 59 年度)。シェード 日数 

と致花日数の関係で高い相関が認められ、高温
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となる夏期のブーバルジア栽培の短日処理にお 

いて、10日間シェードが有効と考えられた (年 

報 昭54〜60年度)。発根期間を要する場合や高 

温期の挿し芽繁殖では、蒸散抑制剤の利用 は有 

効であった (年報 昭58年度)。光源から直入射 

光50ルクス以上、斜入光40ルクス以上あれば、 

最低夜温15℃で花芽分化せず栄養生長を促進さ 

せることができた (年報 昭60年度)。ブーバル 

ジアの間欠照明における照明時間の検討では、1 
時間のうち30分の照明をする16時間日長区以上 

で花芽の分化が抑制された (年報 昭61年度)。 

62 年オランダから 導入 した ウイルス フ リ ーの新 

品種の開花特性については、開花のための短日 

処理期間 10 〜 14 日 とやや長く する ことが必要と 

推察された(年報 昭62年度)。品質に影響する 

量的形質要因の解析としては、高い品質のブー 

バルジアの切花を出産するには、切花長、花柄 

の太さ、花弁の大きさ、花弁の、花房の厚さ 

等に注意して生産する必要が認められた(年報 

昭62年度)。切花の品質に影響する質的形質要因 

の解析としては、花柄の曲がり が少なくて剛直 

で、しかも全体のバランスが良くボリュームの 

あるものが高い評価を受けるので、これらの点 

に留意した栽培技術の改善が必要であった(年 

報 昭62年度)。夜温10°Cでは最低30分/60分の 

間欠照明が有効で、夜温16C以上では15分/60 
分の間欠照明で長日処理の充分な効果が得られ 

た。最低夜温16C以上と高めに保てば、実質照 

明時間は45%節約となるが、10Cでは50%程度 

の電力の節約となることが明らかになった (年 

報 昭60〜62年度)。ブーバルジアのハイブリッ 

ト 品種は、採花した切花に吸水を開始した直後 

の吸水量は多いため、前処理剤等を溶かした溶 

液を吸水させるには、吸水開始と同時に与える 

のが効率的であった(年報 昭63年度)。ブーバ 

ルジアのウイルスフリー株をつくるにはエライ 

ザー法によるウイルスチェ ックは複数回行う と 

ともに、隔離室でビジュアルなチェックと指標 

作物による検定を複数回行い確実性の高い状態 

とする必要が認められた (年報 昭 62、63年度)。 

挿し芽繁殖において、ジャイアントケルプから 

抽出した 発根促進剤 は 高希釈倍率処理 区 におい 

て高温期にはオキシベロン処理区よ り も 高い発 

根程度指数を示し、低温期よりも希釈倍率を高 

く、1500～2500倍に希釈してかん注すると高い 

発根率が得られた(年報 昭62、63年度)。ブー 

バルジアにおいて隔離床栽培は十分な収量が得 

られ、その実用性が期待できた(年報 平元年 

～3年度)。ドレンベットでの生育は地床と比べ 

同程度であり、栽培は十分可能と思われた。混 

合比間では土壌の物理性には大差はなく、花の 

生育、品質からみて畑土 :バーク混合比3 : 1ま 

たは畑土 :バーク : 赤土 2 :1: 1 が適当 と思われ 

た(年報 平元、2年)。臭化メチル剤の薬量が 

多いほど葉枯れ症の発生度が増加した。植物体 

は薬量が多いほどBrが多く吸収されており、Br 
が葉枯れ症に関与しているものと思われた。高 

温時に蒸散量が多くなったり、土壌の乾燥によ 

り土壌溶液中のBr濃度が高まる等の環境要因に 

よって、植物体のBrの吸収量も増大するものと 

考えられた (年報 平元、2年度)。土壌水分が 

減少すると、 土壌中に溶けているBrの濃度が高 

くなり、ブーバルジアが濃度の高い土壌溶液を 

吸収するため、葉枯れ症の発生を増加させる も 

のと思われた (年報 平2年度)。据置き栽培で 

は安定生産が実証された(年報 平3〜5年度)。 

ブーバルジアピンク系品種の奇形花の発生は高 

温障害によ る可能性が高いと考えられた (年報 

平3〜6年度)。隔離床栽培において床土の連続使 

用は問題のないことが明らかとなった。ただし 

隔離床では長期栽培による塩類集積が時として 

認められたので、pHやECなどの土壌診断を定期 

的に行い、適切な土壌管理を行う必要があると 

考えられた(年報 平7、8年度)。ブーバルジア 

の隔離床での栽培は実用上問題はなく、隔離床 

栽培は球根切 り 花類の栽培に も適用できるもの 

と考えられた (年報 平7、8年度)。据置株の追 

肥においてペース ト肥料の畝内かん注は化成表 

層施肥と同等の効果が認められた(年報 平8年 

度)。ブーバルジア据え置き株の追肥において、 

ペース ト状肥料を根圏土壌中にかん注する方法 

の有効性が明らかとなった (年報 平8年度)。 

本場バイテクから導入されたウイルスフ リ ー株 

について、開花時に特性検定を行い、奇形花の
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発生がない個体を選抜し、ドレインベッドで増 

殖を図った。増殖したウイルスフリー株から採 

穂 し、原々苗をウイルスフリー苗増殖組合の4軒 

の増殖農家に配付した。また、普及センターと 

共同で増殖農家を巡回し、ドレインベットの土 

壌診断を行い、栽培管理指導を実施した(年報 

平9、10年度)。

③ガーベラ

ガーベラの調査24品種のうち、赤系統、黄半八 

重系統、黄八重系統にきわめて日持ちのよいもの 

があった(年報 昭60年度)。花柄の帯化 は施肥 

量別では、多肥区ほど非帯化率が小さくなった。 

また1～4月の間の月別調査では、平均気温が上昇 

してくる3〜4月の非帯化率が低下していた(年報 

昭60年度)。ガーベラ帯化防止では、リン硝安力 

り施肥量が少ないほど帯化率は低かった。月別で 

は、生育の旺盛な3〜8月の非帯化率が低下した 

(年報昭60、61年度)。ガーベラデコレーション 

における首曲がり防止では、未熟なほど曲がり し 

やすかった。比較的首曲がりの少ない品種として 

数種が認められた(年報 昭61年度)。うどんこ 

病に罹病しにく い品種としては、赤系、ピンク系、 

白系、黄色系でそれぞれ数種が認められた(年報 

61年)。昭和62年にオランダから入った新品種の 

特性調査をしたところ、数種が草勢、品質、冬季 

の生産性にすぐれていた(年報 昭60～62年度)。 

適温の環境で栽培したガーベラの切花は、低温環 

境で栽培した切花に較べて、吸水量が大きいこと 

が明らかとなった (年報 昭63年度)。ガーベラ 

の有望な品種を選定したが総合的にみて最良と思 

われる品種が 6、良13、やや不良11、不良2であっ 

た(年報 平2年度)。ガーベラの養液栽培を導入 

し、培地の比較をしたところ、ロックウールの生 

育が最も優れていた。ヤシガラもロックウールと 

大差ない生育を示し、使用後の処理に問題が少な 

いことも含め、実用性は十分に認められた(年報 

平7、8年度)。ガーベラの養液栽培において、葉 

中の硝酸濃度は生育の旺盛な品種ほど高い傾向に 

あった。また、ガーベラの培地として大島産の赤 

ジャリ、畑土とも生育は比較的良好であり、利用 

可能と考えら れた。特に畑土では花の収量が多 く、 

栽培終了後の処理においても、培地をそのまま農 

地に戻すことができるので、環境的にも問題ない 

と考えられた (年報 平9、10年度)。

④スイー ト ピー

シードバーナリーの検討を行ったところ、4週 

間の冷蔵だけでも低温処理の効果は十分期待で 

きることが明らかとなった (年報 昭61年度)。 

スイート ピーの発芽勢は14種中11種が90%前後 

を示した。は種10日間の発芽率は、14品種の平 

均で94.7%を示した。硬実種子の混入率は11品種 

が 1 〜2% と引く かった(年報 昭61、62年度)。 

種子冷蔵処理が側枝の伸長に及ぼす影響として 

は、多くの品種で種子冷蔵によって側枝からの 

分枝が減少する傾向にあった(年報 昭61、62 
年度)。種子冷蔵が倒花日数に及ぼす影響では、 

多 く の品種が4週 目 の 冷蔵処理で倒花 日数は最も 

短かったが、株のあがりも早く、全切花収量の 

処理区中最も低かった(年報 昭61、62年度)。 

スイートピー種子春化処理が高品質切花に与え 

る影響として、最適種子冷蔵処理期間は冬咲き 

系品種群で7〜10日程度が適当と考えられた。春 

咲き系の中晩生種は14〜21日程度の種子の冷蔵 

期間が適当と考えられた (年報 昭62年度)。ス 

イートピーではほとんどの品種が、日照不足で 

収量減少することが明らかとなった(年報昭 

62年度)。スイートピーのシードバーナリー効果 

については、総開花節数は品種による差が大き 

かった。多いものとしては、無処理で7品種、1 
週間蔵処理で1品種、2週間冷蔵処理で5品種、 

および3週間冷蔵処理で2品種とに分けられた 

(年報 昭62、63年度)。採花した切花は吸水を 

開始した直後の吸水量が多く、しかも吸水開始 

時間に近いほど多いことが明らかとなった。前 

処理剤等を溶かした溶液を吸水させるには、吸 

水開始と同時に与えるのが効果的であった (年 

報 昭63年度)。低温処理効果は品種に より3週 

処理および4週処理がよいと思われた (年報 昭 

63、平元年度)。低温処理効果は開花時期や収量 

については、処理期間が長いほど開花時期が促 

進され収量も増加した(年報 昭63～平2年度)。 

全品種の花色と月別上物収穫本数、揃いなどを 

総合して、適品種が数種有望であった。蔓の誘 

引方法としては、洗ﾡバサミ止めによる方法が
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優れていた (年報 平7、8年度)。

⑤レザーファン

レザーファンの冬期の被覆資材によるべたが 

け、トンネル処理は有効であった(年報 平3、 

4年度)。平成 6 年度 1 年間の収穫量はピート モス 

倍量区が普通区の約35%増であった。またサイ 

ズ別に比較しても倍量区の方が大きい葉が多く 

収穫できた(年報 平6年度)。レザーファンの 

胞子葉防止対策と してピー ト モス と堆肥を投入 

したところ、ピート モス倍量区で胞子葉出荷枚 

数が少なく抑制効果が認められた (年報 平6〜 

8年度)。畦内かん注施肥において、ペース ト肥 

料かん注区で慣行区と比べ収穫枚数が20%程度 

多かった(年報 平9年度)。

⑥トルコギキョウ

6月播種•苗冷蔵処理のトルコギキョウは、電 

照による開花促進効果が認められ、その効果は 

終夜照明で約10日〜3週間、光中断で10日〜2週 

間と考えられた。電照処理の効果は品種間差が 

大きかった (年報 平8年度)。7 月播種 •苗冷蔵 

処理による促成栽培では適品種が1種みられた。 

また育苗用土にも適したものがあった (年報 

平7、8年度)。大島では、梅雨に入る と灰色かび 

病が花弁に多発するため、梅雨入り前に2番花の 

出荷が終わるこ と が必須条件である が、6月 播 

種•苗冷蔵処理による2度切り栽培では27供試品 

種中に適したものが 2 〜 3種あった (年報 平7、 

8年度)。6月播種苗冷蔵処理によ る促成栽培にお 

いて終夜照明で約10日〜3週間、光中断で約10日 

〜2週間の開花促進効果が認められた(年報 平 

8年度)。トルコ ギキョウ の年内切り の適正品種 

として数種が有望であった(年報 平8、9年度)。 

大島における トルコギキョ ウ の 2度切り 栽培で 

は、1番花の収穫が年内に終了せず、2番花も価 

格の下がる6月以降にずれ込むことが多い。そこ 

で、1番花の収穫が年内に終了し、2番花を5月 に 

収穫できる作型を確立するため、播種時期、育 

苗日数および品種等を検討した。その結果、極 

早生品種またはそれに近い早生品種を用いて、6 
月中〜下旬に播種し、約40日育苗してから1ヶ月 

間冷蔵し、8月中〜9月上旬に定植すれば、目標 

の2度切り栽培が可能となった (年報 平9、10 

年度)。

⑦ホワイトレースフラワー

ホワイトレースフラワーの良品をを生産する 

ための栽培条件については、トレイ•苗は鉢苗に 

比較し定植作業が省力でき、1か所1株植えと2株 

植えでは明らかに 2 株植 え の 上物本数 が多かった 

(年報 平8年度)。開花の早晩性について遺伝的 

固定や選抜の可能性を検討し、大島の作型に適 

するホワイ トレース フラワーの優良系統の選 

抜・育成についても行った。開花の早晩性で個 

体選抜し採種 した系統次世代間に明ら かな違い 

は認めら れず早晩性の遺伝的固定の可能性は低 

いものと考察された。また、供試した系統のな 

かで生育や開花の揃いの良かった1系統を選抜 

し、採種を行った(年報 平9、10年度)。

⑧その他花き類

小菊について は、2 回摘心で草姿が良好に なった。 

多肥栽培による草たけ、側枝数、節数の増加がみ 

られた (年報 昭54、55年度)。ディフェンバキア 

の施肥は、コーティング肥料6〜8g/lが適切と考え 

られた (年報 昭60年度)。オオシマザクラの種子 

発芽試験では、種子発芽の促進は果肉を除去し、 

冷蔵温度3〜4℃/12〜16週間の湿式冷蔵、または 

冷蔵温度8〜9℃/12週間の湿式冷蔵が最も有効で 

あった(年報 昭61年度)。デルフィニウムは、低 

温期に保温、長日処理をすることで収穫開始は早 

まった (年報 昭63〜平3年度)。アルス トロメリ 

アは花色と収穫期を組合わせることにより、高集 

約的な切花種と して現地に普及できるものと思わ 

れた(年報 平4年度)。利島の油料ツバキについ 

ては、x線照射により種実の内部状況を写真撮影 

することで、種実の外観によ る内部状況の推定と 

の差を判別する手掛かり が得られた。また、収穫 

方法の改善として、椿木の直下に円形ネットを展 

張し、落下する果実を一か所に集める方法によっ 

て収穫労力が大幅に改善され、種実の品質も向上 

した(年報 平7、8年度)。フリージアでは、ウイ 

ルスの発生状況や切り花の収穫時期、切り花品質 

などから、供試 19 品種のうち、白一重や黄色一重、 

紫一重、オレンジ系の10品種が良好であった (年 

報 平7、8年度)。ネリネについては、新しい花き 

の作目を導入するためピンク系とホワイ ト系、レ
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ッ ド系の各品種を選定したところ、収穫率、上物 

本数、収穫物の花梗長、花数はピンク系が最もよ 

かった (年報 平8年度)。

(3)病害虫

キヌサヤエンドウ

クロルピクリン処理区が収量が多かった (年報 

昭36〜42年度)。連作2年目になると著しく収量が 

低下 した (年報 昭43、44年度)。クロルピクリ 

ン注入被覆区で発病が少なく、収量も多かった 

(年報 昭45年度)。ホルマリン37%の300倍、次 

亜塩素酸ナ ト リ ウ ム液400倍、同じく 500倍の使用 

ですそ枯れ症状はみられなくなった(年報 昭52 
年度)。 ヒドロキシイソキサゾールとエクロメゾ 

ールの効果の検討では、発芽率はともに100%で 

あり、A級のサヤ収量はヒ ドロキシイ ソキサゾー 

ル区が最も多く、次いエクロメゾール区、無処理 

区の順であった(年報 昭52〜53年度)。

②サクユリ

アブラムシの寄生防止法 と してシルバーポリ 

マルチ、白紙マルチの効果をみたが、ダイオネ 

ットハウスと薬剤防除併用による防止法以上の 

効果は認められない(年報 昭43～48年度)。雨 

よけ トンネル利用によるプロシ ミ ドン剤および 

マンネブ剤は顕著な防除効果が認められ、葉枯 

病の発生を抑えた(年報 昭54〜59年度)。サク 

ユリのネダニ防除に関しては、植え付け前のプ 

ロチオホス 乳孔剤1000倍液に よ る 球根消毒 が有効 

であった(研速 平4年度)。利島より採取した 

ウ イ ルス 病株 について検出 さ れた ウ イ ルスはす 

べてユリ潜在ウイルスと同定された(研速平5 
〜6年度)。

③ツバキ

ツバキの茶毒蛾にはイソキサチオン乳剤、 

DEP が効果的であった(年報 昭49年度)。ハス 

オビエダシャク若齢幼虫に対しては、MEP乳剤 

1000倍液の効果が高かった(成績書 平8年度)。 

④小菊

親株育苗床に おける 病害虫 はアブラムシにつ 

いてはイソキサチオンの効果が高く、開花期に 

発現したさび病にはベノ ミルの効果が大きかっ 

た。定植後のエチルチオメ トンの施用がアブラ 

ムシの防除に効果があった(年報 昭53年度)。

⑤ブーバルジア

11月に発生した灰色カビ病は、イプロジオン 

1000倍液の散布により回避され、薬害も みられ 

なかった(年報 昭54～57年度)。土壌処理によ 

る防除効果は、クロールピクリン+D一D併用区 

が優れており、立枯発生率は2%以下であった 

(年報 昭54 〜 58 年度)。キュウリ モザイク ウイ 

ルス (以下CMV) によるブーバルジアモザイク 

病の防除に対して、CMVの弱毒株SRO は干渉効 

果が高く、生育にも影響を与えないことから、 

本病防除に有効であった(研報告26号 平6年 

度)。ブーバルジアのタバココナジラミにはエト 

フェンプロックス乳剤などが有効であった(研 

速 平3年度)。また、イ ミダクロプリ ド粒剤処 

理やイ ミダクロプリ ド 水和剤 (1000倍)、ピリダ 

ベン水和剤 (1000倍) も タバコ コナジラミ には 

有効であった (成績書 平6年度)。

⑥ガーベラ

ガーベラのマメハモグリバエ薬剤防除では、 

アセフェート 水和剤1000倍、4種薬剤の ローテー 

ション散布 (イソキサチオン、 カルタップ、 

EPN、ペルメ ト リ ン) の防除効果が高かった。 

業剤散布と粒剤処理の併用防除の効果を検討し 

たところベンフラカルブ、アセフェート、エチ 

ルチオメトンで併用防除の効果が認められた 

(研速 平3年度)。また、黄色粘着テープを設置 

することにより 業剤防除 と の併用効果が期待で 

き、より省力的な害虫防除が可能になると思わ 

れた(研速 平7年度)。ホコリダニ類に対する 

新殺ダニ剤の防除効果では、フェンピロキシメ 

ート、ピリダベンなどが有効であった (研速 

平3年度)。

⑦園芸作物の発生病害調査(平成3〜8年)

大島管内の園芸作物について発生病害の調査 

を行い、以下の結果を得た。

アシタバではPhoma属菌によ黒斑病 (仮称)、 

Helicobasidium mompaに よ る 紫紋羽病(仮称)、 

Erysiphepolygon型の oidium sp.によるうどんこ 

病(仮称)、さび病、灰色かび病などの発生を確認 

した。トルコ ギキ ョ ウ では、Rhizoctonia solaniに 
よ る 株腐病、Colletotrichum acutatumによる炭そ
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病 と、Pythium属菌 による 根腐病、Stemphylium 
属菌による茎枯病 (仮称)、灰色かび病、根こぶ 

線虫病(仮称)などの発生を確認した。ブーバル 

ジアではRsolaniによる苗立枯病、サッマイ モネ 

コブセンチュウによる根こぶ線虫病 (仮称)、 

Pythium属菌による立枯病 (仮称)などを確認し 

た。その他、Rsolaniによる、アスチルベ立枯病 

(仮称)、ハマナデシコ立枯病、レザーファン芽枯 

病(仮称)、アスター苗立枯病 (仮称) や、 

Pythium属菌に よるホワイト レースフラワ ー立枯 

病(仮称)、また、スイートピー灰色かび病(仮 

称)、クリサンセマムうどんこ病(仮称)などの 

発生を確認した。(レポート 平7、8年度)

(4)その他

①ツバキ林の土壌調査 ・診断

利島のツバキ林土壌はも と もとの特性と して 

良好であることが認められた。腐植分が多く、 

有効土層が厚く、pHも良好であった。しかし肥 

料分のうちリン酸が少なかった。ツバキ果実の 

生産量に見合う分の施肥が必要であった(年報 

昭58～平9年度)。

②ブーバルジア隔離床土壌調査

ブーバルジアを増殖している隔離床土は、可 

給態 リン酸のほか、交換性のカリ や苦土、pH、 

電気伝導度、塩基飽和度等も高くなっていたこ 

とが認められた (年報 平9年度)。

③ガーベラ栽培土壌調査

大島の土壌中には各種の成分がも と も とは多 

くはなかったが、施肥法や管理法で含有成分量 

は大きく変化することが認められた。新しいほ 

場ではリ ン酸やその他の肥料分はほとんど含ま

れないが、ガーベラ を4〜5年以上栽培した土壌 

では、可給態 リン酸や交換性カリ、交換性苦土 

が高くなっていた。pHや電気伝導度、塩基飽和 

度も上昇しており、栽培年数の長いほど成分の 

蓄積がみられた。長期間栽培している圃場では 

上壌の状況に合わせ施肥量を変えたり、有機物 

の施用においても肥料成分の多い家畜フ ン堆肥 

類は過剰にならないよう注意する必要があると 

考えられた(年報 平10年度)。

④大島噴火関連

昭和61年11月15 日および11月21日 の三原山大噴 

火による農作物への降灰量、噴火ガス濃度を調査 

した。園芸生産地帯の圃場14カ所の降灰量は、2 
回の噴火を合わせて野増地区4mli1、波浮地区3mmで、 

差木地、間伏、元町、北の山、岡田、泉津地区で 

は0.1～2mmであった。また、大気中の亜硫酸ガス 

や硫化水素についても9カ所で測定したが、いず 

れの地点でも 検知 されなかった (年報 昭61年 

度)。

第19節 三宅島農業に関する試験研究

1.研究の変遷

(1) 戦前〜戦中(昭和4〜23年)

昭和io年より伊豆諸島に農業関係の技術吏員が 

駐在するようになった。昭和15年3月に東京府種畜 

場分場が設置されたが、,昭和17年3月に分場は僅か 

2年で廃止された。

(2) 戦後〜農業基本法前 (昭和24～35年)

農業試験地は昭和24年4月に三宅支庁試験地とし 

て設置されたが、農業試験の運営については農業 

試験場への復帰を望む情勢が高まり、昭和27年か 

らは支庁農業試験地として産業課産業係職員技術2 
名、技師補1名、技術助手1名、臨時職員 1 名の計 5 
名及び間場20アールで試験研究を開始した。しか 

し、農業試験地の運営費は農業試験場予算となり、 

試験地の運営、試験研究業務計画等は農業試験場 

の指導を受けるようなった。

これまで三宅島の農業は自給型農業であり、島 

外出荷による換金型農業への要望が強まり、試験 

地では温暖な三宅島の気候条件を生かし冬季出荷 

を目指す作目としてレタス、セルリー、キヌサヤ
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エンドウ等を中心に栽培試験が実施された。花き 

観葉植物についても八丈島からフリージア、ドラ 

セナ類、マランタ、フェニックス等ヤシ類、ゴム、 

アスパラガス類などを導入、さらに農試本場から 

もユリ、アマリリスの母球の配布を受けるなど栽 

培試験 を 実施す るようになった。

一方、島特有の生鮮野菜の不足を補うため、島 

内消費野菜の自給化に向けたキャベツ、ネギ、ト 

マト、ナス、タマネギ等の育苗試験を実施した。

(3) 農基法農政時代 (昭和 36 〜平成3年)

この時代前半は三宅島の農業を活性化するため 

引き続き換金型農業への脱皮に向け、 農産作目選 

択試験が前項に引き続き実施された。野菜ではレ 

タス、セルリーに替わり、キヌサヤエンドウが換 

金作物として中心的地位を獲得し、三宅島の特産 

物となった。花き花木、観葉植物では、引き続き 

三宅島の温暖な気候条件の有利性を生かした作目 

の選択が中心であり、花木では、花ッバキ60種、 

クルメッッジ20種を導入、適応性調査すると共に 

緑化木としてオオシマツッジ、ハコネコメツッジ、 

シャリンバエ、オオシマハイ ネズ等三宅島の自生 

種に対し実生繁殖等増殖試験が進められた(オオ 

シマッッジ、ハコネコメッッジは島内で絶滅に瀕 

しており、保護増殖を目的とした試験でもあった)。

三宅島の温暖多雨の気候条件か ら 他産地 より早 

く出荷可能であり、はしり新茶として換金性の高 

い茶が新たに注目された。三宅島では明治時代に 

すでに手揉茶が存在しており、昭和38年に製茶工 

場が島内に新設された事で、茶樹の栽培面積が増 

加し、早生品種選抜、栽培技術、肥料管理等の試 

験が実施されるようになった。

後半期 に は 昭和40 年代 より進行 した高度経済成 

長により、わが国の生活様式、食生活、住環境等 

の変化、消費者ニーズの多様化が三宅島の農業生 

産にも影響を及ぼし、さらに農業の坦い手の減少 

と 高齢化 が進み三宅島の農業生産 も 変わらざる え 

ない状況になった。すなわち、高価格で取引が可 

能な作目の選抜、高品質化、施設化、省力化とい 

っ た 生産技術 にかかわる 試験 が中心的に 実施 さ れ 

るようになってきた。また、いずれの作目におい 

ても高品質化を求め、施設化が進むことにより、 

病害虫防除に対する対応がこれまで以上に重要に 

なった。

.野菜では、キヌサヤエンドウが三宅島の特産に 

なるに従い高品質化、施設化、省力化が試験の中 

心となった。また、これまで伊豆諸島において自 

生し、島民にとって新鮮な野業として食され、す 

でに昭和40年代には島外出荷されていたアシタバ 

が、健康食品としてマスコミに取り上げられたこ 

とにより新たな作目として注目された。そこで生 

葉での 出荷 を目的とする 優良系統選抜育種試験 を 

始め栽培に関わる詳細な 試験 が 継続的 に実施され 

るよう になった。

花き花木、観葉植物では、•花束、生け花の切り 

葉として花き栽培に比べ比較的細かな労力の掛ら 

ないレザーファンが新規作目と して導入された。 

また島内に自生し、これまで野切により出荷して 

いたタマシダの栽培が注目され、各々の露地及び 

施設栽培試験 が これまでの切り花の試験と平行し 

て実施された。また、御蔵島の自生種ニオイエビ 

ネの保護と産業化を図り、生産を高めるため、病 

害虫防除試験 を'現地 で取り組む よ うになった。

茶樹では、本場の茶樹研究室の協力を得て、三 

宅島茶の品質特性の評価、暖地緑茶としての品質 

改善、剪枝強度と収量等の栽培管理技術試験に取 

り組まれた。

なお、昭和58年10月3日三宅島では二男山から新 

鼻に至る多数の地点で噴火し、多量の溶岩と火山 

灰を噴出した。噴火による降灰ﾡは島東南部の坪 

田地区を中心に積も り、農地約300ヘクタールに大 

きな被害をもたらした。降灰礫は約20cmにも及ぶ 

地域もあり、今後の農作物栽培への影響が心配さ 

れ、農業試験地、中央農業改良普及所三宅支所を 

中心に、キヌサヤエンドウ、コマッナ、ホウレン 

ソウを用い、発芽障害や生育障害に対する土壌対 

策試験が急遽実施された。

昭和 56 年、農業試験地は、大島、八丈島の試験 

地と同時に試験研究職場に指定され、さらに昭和 

63年12月に組織改正により、総務局所官から農業 

試験場へ一元化され、平成2年に三宅島園芸技術セ 

ンターに改称された。それにともない長年にわた 

り試験研究を行ってきた神着地区から坪田地区の 

畜産試験場三宅分場の施設改築に伴い新たに建設
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された三宅島農林合同庁舎 (執務室、実験室)に 

圃場とともに移り、3 棟の実験ガラス温室 (バイテ 

ク増殖温室、組立実証温室、技術確立温室)と遺 

伝資源保存 を目的としたシ ダ植物展示室 を新たに 

建設し、約4,400 •弱の圃場で新たな試験研究に取 

り組むようになった。職員は研究員2名(含所長) 

と 農園芸職1名の計3名である。

(4)バブル崩壊後から現在 (平成4年〜 )

三宅島 における農業生産者の減少 と 高齢化 は さ 

らに進み、キヌサヤエンドウの生産、出荷量も減 

少する一方、アシタバ、レザーファンの栽培面積、 

生産量、出荷量が増加した。レザーファンは中南 

米等から安く輸入さ れ価格競争 を強いられること 

になり、またアシタバの価格も当初より安価とな 

るなど、これまで以上の高品質化と周年安定生産 

技術、省力栽培等の試験研究が求められている。

また、若い農業後継者やまだ僅かであるが新規 

就農者の間では、アシタバやレザーファンに比べ 

比較的高度な栽培技術を必要とするが、新規作目 

として新しい切花、観葉植物の導入を求めており、 

コルジリーネ、トルコギキョウ、クルクマ等の消 

費者のニーズを考慮し、三宅島の気象、土壌に合 

った作目の探索試験を継続している。

2.主な業績

(1) 野菜に関する試験

①レタス、セルリー栽培試験(昭和29〜35年)

三宅島に適した品種選抜、収量調査、ペント

ナイ ト施用効果、品質向上をはかるビニール被 

覆試験等を実施し、農家に普及、指導した結果、 

昭和30年には東京市場にはじめて本島より野菜 

が出荷され、三宅島農業にとって自給型農業か 

ら換金型農業へ大きく転換する第一歩となった。

②キヌサヤエンドウの栽培に関する試験(昭

和34〜平成10年)

三宅島のキヌサヤエンドウは、品質が良く市 

場で高い評価を得ているが、安定生産技術、よ 

り良品生産技術確立を目指し、施設利用、及び 

栽植様式等について検討された。

本島では播種期が晩夏の高温期になるため初 

期成育が不安定になるが、春化処理種子を9月下 

旬に播種することにより、無処理に比べ増収が 

期待され、又初期成育の不良が軽減された。ビ 

ニールハウス等の施設の利用は、島独特の強風 

等による品質の低下、病害虫の発生率の減少、 

上物莢の増収、さらにハウス被覆資材を選択す 

ることにより、日常の栽培管理の省力化等の点 

からも有効と考えられた。ハウス栽培での栽植 

様式を慣行の畝間より狭くしても畝間当たりの 

栽植密度を高くすることなく良品の増産がはか 

れた。さらにエンドウの主枝を支持するネット 

幅を広くし、摘心処理をすることにより上物収 

量が増加した。

いろいろな角度からの試験研究を実施し、三 

宅島の特産物として定着し、都下随一の生産地 

となり昭和50年代半ばには、年間5万5千ケース、 

生産額が2億円に迫る時期もあった。なお、現在 

は高齢化が進み、収穫、出荷作業等の労力面か 

ら 生産出荷が減少方向に あ る。

(三宅島成績昭62〜平元年度、平5〜7年度、 

平8～10年度)

③アシタバに関する試験 (昭和57〜 )

アシタバには茎の色により赤茎系統と青茎系 

統があり、市場では生食用のアシタバとして青 

茎系統が高価格で取引 された。しかし、八丈島 

の自生地では26.1%が赤茎系で青茎系が優占して 

いるのに対し、三宅島島内に自生するアシタバ 

の95%が赤茎系統であることが判明した。両系統 

の生態特性を検討し、茎の色が生育地の環境条 

件に左右されないことが認められ、島内のアシ 

タバ栽培を青茎系統に更新した。また、市場単 

価が上昇する夏期に高温のため生じる品質、生 

産量の低下に対する対策として、遮光条件下で 

の栽培が有効であることを認めた。

一方、平成5年三宅島のアシタバが自然食品、 

健康食品と して昼間のテレ ビ番組に登場する事 

で、一気に需要が高まり出荷量も増加した。そ 

のため包装の省力化、輸送時に生じる品質の低 

下対策等についても、試験検討がなされ、これ 

までのラップ包装を袋詰めにし、輸送コンテナ 

内を冷蔵するなどの改善を指的した。

平成io年には三宅島のアシタバ生葉年間出荷
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量は伊豆諸島総出荷量の半分を 占め、約8千万円 

強の実績を上げる よ う になった。

(三宅島成績 昭62〜H元年度、平2〜4年度、 

平5〜7年度、平8〜10年度)

(2) 茶に関する試験 (昭和35～平成10年)

三宅島の茶業は、温暖な気候に恵まれ、摘採期 

が早く、はや出し新茶としての有利性がある。し 

かし、栽培技術など古くからの慣行によるところ 

が少なくない。三宅島の茶樹の特性を解明し、生 

産性向上、省力栽培、高品質化等に対する栽培技 

術に改善に向けた試験を実施した。一番茶初期摘 

み製茶量は少ないが、一番茶は一般市販茶に比べ 

ると窒素分が多量に含まれ優れた品質の茶であっ 

た。茶の収量を増加させるためには摘採面の枝条 

構成を改善することであり、一番茶芽の芽数と芽 

重の均衡を図り収量、品質を向上させるには、前 

年の二番茶摘採後に深めにせん枝し、10月下旬～ 

中旬に浅めにあげて整枝する こと が最も 的 してい 

ると考えられた。肥培管理については、強雨と多 

雨による肥料の流亡と溶脱が多く、分施が効果的 

であった。

昭和30年代の三宅島の製茶量は僅かで、風呂敷 

に包み、静岡市で持参販売する程度であったが、 

昭和60年代当初には一時製茶量約10 ト ンが生産 さ 

れ、出荷されるようになった。

(三宅島成績 昭62〜元年度、平2〜4年度、平5
〜 7 年度、平8～10年度)

(3) 花き・花木・ 観葉植物に関する試験(昭和 

27年～)

①新規導入品目であるリコリスでは高い9月上旬 

に開花させるためには、8月中旬以前に白黒ダプ 

ルマルチをした床に植え付け、週2回の灌水で約 

2週間弱開花期を早められ、市場価格の高くなる 

9 月上旬に開花させる ことが出米た。

(三宅島成績平2～4年度)

②コルディ リーネでは三宅島では3年程度植え替 

えずに栽培しているが、隔離床栽培をすること 

で従来の上耕栽培に比べ生育が良好であること 

が認められた。また、良質な苗の生産及びその 

安定化を図るためには、挿し穂の節数を3節で横 

挿しが根数の多い苗を生産し、その後の生育に 

良い影響を与えることを明らかにした。

.(三宅島成績 平2～4、平5〜7年度)

③クルクマでは開花本数を増加させるためには 

萌芽までの温度を30℃に保つことが有効であり、 

切り花の減少抑制と品質低下を防止するために 

は電照による長日処理が効果的であった。また、 

1 年度の据 え 置き 栽培が 開花本数の増加だ けでな 

く、切り花の品質向上が認められ、さらに冬期 

の球根掘り上げ、保管等の作業の省力化に有効 

と考えられた。

(三宅島成績 平8～10年度)

④タマシダは島内に自生しており、出荷は自生 

地より野切りしてきていたが、風害、潮害、病 

害虫(特に小葉に虫瘤を生じさせるフシダニの 

一種)等のため安定した出荷量を確保する事が 

困難であった。露地栽培により野切りに比べ収 

穫の労力が明らかに軽減されたが、風害、潮害、 

霜害等の被耆には弱く、これらの被害の防止の 

ためには ビニールハウ スによる 施設栽培が有効 

であった。また、害虫(特に小葉に虫瘤を生じ 

るフシダニの一種)の被害よる品質低下に対し 

ても施設栽培をすることで、粒剤の施用が比較 

的容易に行え、安定生産、高品質化にとって施 

設栽培が有効と考えられた。

(三宅島成績 平2 〜4、平5 〜7、平8～10年度) 

⑤昭和59年以降、三宅島の新規作目として栽培 

が増加したたレザーファンは、キヌサヤエンド 

ウ の露地栽培後地でハウ ス に よる栽培が多 くな 

った。レザーファンの適正栽培土壌の実態調査 

から、キヌサヤエンドウ、野菜栽培等から転換 

する場合に生じる生育不良に対しては塩基類や 

リ ン酸資材の施用を控える ことで改善される こ 

とを明らかにした。

(三宅島成績 平5～7、8〜 10年度)

(4)地力培養技術の向上試験(平成3年～平成 

5年度)

三宅島における主要農耕地は表層腐植質黒ボク 

土の伊豆統、淡色黒ボク土の薄木統、坪田統の3統 

であるが、度重なる噴火の影響を受けているため、 

同一統の上壌でも栽培地区により化学性が異なる
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場合が見うけられた。三宅島の主要作目であるキ 

ヌサヤエンドウ、 アシタバ、レザーファン等を中 

心に、適切な肥培管理を行うために、各栽培土壌 

の実態調査を行った。一般に土壌の緩衝能は伊豆 

統>坪田統>薄木統の順で坪田統、薄木統の土壌 

は石灰の施用に注意が必要であり、、腐食も少ない 

の で有機物施用 の効果が大 きい事を明らかにした。

(三宅島成績 平5〜7、平8～10年度)

(5) サトイモ及び島内自給野菜に関する試験 

(昭和27年～ )

三宅島のサトイモ(赤芽)は食味の良さで特産 

品として評価されているが、連作によるネグサレ 

センチュウの発生等による収量の低下に対し、ク 

ロロピクリンによる土壌消毒が有効であり、石灰、 

堆肥施用等の肥培管理の改善により収穫物のサイ 

ズ、収量が改善される事を明らかに した。

また、青物野菜が島内で不足気味とな る解消策 

としてアブラナ科野菜である南山白菜、友好菜、 

葉大根の 地域適応性 に関わ る 栽培試験 を実施し、 

これらの作目が島内自給野菜と して活用可能と考 

え られた。

(研速 昭59、60、61年度)(三宅島成績 昭 63 
～元、2～4年度)

(6)御蔵島特産ニオイエビネに関する試験(昭 

和46年～平成10年)

山野草ブームにより御蔵島自生するニオイエビ 

ネに対する評価が高まり、原種保護と島の特産化 

への地元の要望に対し、本種の分布状況調査を実 

施し、バルブによる繁殖法を指導した。栽培地の 

土壌調査を始め、肥料と生育、良質苗の効率的繁 

殖、 上げ後の健全株養成などの試験を実施した。 

また、炭そ病の防除薬剤の探索と花芽を加害する 

トクナガハモグリバエの防除薬剤の探索と施用法 

を明らかにした (病害虫防除等の試験は本庁所管 

事業であった)。

(三宅島成績 昭62〜平元、平2～4、平5～7、 

平8〜10年度)

三宅島の噴火に伴う降灰磔による被害の対応策

高橋洋二

昭和58年8月に東京農試江戸川分場より、三宅支庁農業試験地(現在東京都農業試験場三宅島園芸技術センター)に赴 

任したその年の10月3日、三宅島が21年ぶりに雄山の噴火で、高さ数十メートルに及ぶ灼熱の溶岩を吹き上げ、また噴煙 

は坪田地区一帯に多量の噴石と火山灰を降り積もらせ農作物の被害を受けた。降灰磔被害のもっとも大きかった作物は、 

三宅島特産物の キヌサヤエンドウ が草丈で約 20 〜 30cm 位 までに生育成長 した状態の時期に降灰に よ り 焼枯死 し、ほぼ収 

穫皆無の被害をもたらした。生産者の意欲を高揚するため、降灰磔地の土壌対策の効果を現地実証試験の形で生産者に 

展示し、降灰磔がキヌサャエンドウの生育に及ぼす影響を、実証試験により検討し、普及資料を提供した。試験場所は、 

三宅村坪田地区の東京都畜産試験場三宅分場内において、降灰磔が深さ約20cm前後積もったほ場において、1)降灰磔全 

体混合区、2)降灰磔1部1/2除去区、3)降灰磔完全除去区、4)無処理区を設定した。また土壌改良方法では、A)みの 

り 堆肥 (1000kg/10a) 区、B) みのり 堆肥 (100kg) + 苦土石灰 (150kg) 区、C) 南多摩汚泥 (300kg) 区、D) みのり 

堆肥 (100kg) +苦土石灰 (150kg) + 過りん酸石灰 (100kg) 区を設定した。供試作物はキヌサヤエンドウ (赤花53号) 

を供試し、昭和58年11月4日は種し、供試面積は1区2mの反履なしで行った。

1) 発芽及生育 : 発芽揃いまでの日数は無処理で若干おくれたほかは各区とも大差なく、しかも発芽障害もなく順調な 

発芽を示した。生育は無処理で発芽がおくれたためにやや劣ったものの、病害虫も見られず、きわめて順調な生育状態 

であった。収穫は3月下旬となった。

2) 収量 : 降灰磔方法の相違によ る土壌改良方法別の収量については、いずれの土壌改良方法とも全体混合区がすぐれ 

ており、次いで1/2除去区で劣った。また土壌改良方法の相違による降灰磔方法別について見ると、いずれの区間とも、 

みのり増肥1000kg十苦土石灰150kg十過りん酸石灰100kg/10aが劣った。以上の結果を総合的に見る と、降灰磔完全除去 

するよりも降灰磔全体混合や若干磔が混合された方が本試験の結果で有効であると思われた 。
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キヌサヤエンドウは、発芽障害も生育阻害も見られず順調な生育を示し、収量もほとんど大差なく多収であり、この 

成果により 除灰作業の必要性 が実証 されました。

その結果を降灰の被害を受けた生産者に研究発表会を通して報告し、さらに降灰磔による被害各現地に出向き栽培法 

や作業管理上の問題点などの技術指導により対応した。

第20節 八丈島農業に関する試験研究

1•研究の変遷

(1)江戸時代

伊豆諸島のうち で、八丈島は古くから水田稲作の 

できた唯一の島である。しかし、いつ頃、どのよう 

に始まったのか、確かな記録はない。享保七年 

(1722年)に行われた検地の記録があるが、それに 

よると、八丈島の田畑総取高は千五百六十石五斗 と 

なっている。なお、八丈島は米の生産高が少ないこ 

ともあり、年貢は黄八丈で貢納されていた。黄八丈 

一反の代金を一両とし、これをさらに取米に換算し 

ている。八丈島の稲作は、水田が拓かれる以前は、 

陸稲がわずかながら耕作されていたが、収量は少な 

かった。水田が本格的に開発されたのは、江戸時代 

後半である。

それ以前にも八丈島への漂流民や14〜15世紀にか 

けての上杉、奥山、北条氏が所領し始めた時代に、 

稲作の技術が伝来する機会はあったと考えられる 

が、資金不足、凶作(永正二年〔1505年〕島じゅう 

不作、困窮甚だしく、島民一同山に入って牛を食い、 

三年山に住む。牛を食わないものは、役人、神主、 

僧、船頭、など、十八軒に過ぎない、と記録されて 

いる。)、飢饉 (元禄三年〔1690年〕の記録には、小 

島で鼠が作物を食荒して島民が困窮し、以来、四年、 

五年と続いて鼠害が甚だしく、餓死者が続出するよ 

うになった。幕府は飢饉への対策として、穀物を貯 

蔵しておく高倉を造って備えたが、それでも頻発す 

る飢饉を切り抜けることができなかった、とある。)、 

疫病などのために新田を開墾することができなかっ 

たものと考えられる。常に飢饉と隣り合わせであ 

った江戸時代の農業は、自給のための狭い田畑で、 

米、麦、サトイモ、野菜類を栽培するのがやっと 

で、収穫した農産物を換金する余裕はなかった。

なお、栽培されていた作物の種類は、穀物では、 

稲、麦、粟、稗、キビ、大豆、小豆、トウモロコシ、 

芋類ではサトイモ、ヤマイモ、野菜では、アシタバ、 

ダイコン、カブ、ナス、ウリ、キュウリ、ゴボウ、 

ニンジン、ソラマメなどが記録されている。

また、畑の利用形態は、「切換畑」と呼ばれる方 

法が、耕地面積の少ない農家では行われていた。 

これは、木の葉が堆積して肥沃になった山林を、2、 

3月頃に伐採し、4月に焼き払って、ここに粟や稗 

を蒔く。粟や稗がよく できる場所には、さらにサ 

トイモを植付けてその後アシタバを蒔く。 アシタ 

バを収穫した後にはハンノキを植えて元の様な山 

林に戻す、という一種の焼き畑農業である。

こう した不安定な食料事情は、文化八年〔1811 
年〕にサッマイモ(八丈島ではカンモ〔唐芋〕と 

呼ぶ)が渡来して、栽培が普及したことによって 

大きく好転することになった。

なお、サッマイモが初めて移入されて、栽培が 

普及するまでにはかなりの年月 を費やしている。 

先ず、享保八卯年に導入されたが、栽培が不馴れ 

なため失敗している。次に、享保十二年〔1727年〕 

に 白さつま の種子が樫立の名主市右衛門が試 

作してから、各村に広まったといわれるが、二十 

年後の「八丈漂流記」や「八丈島流人之噺」、七十 

年後の「巡島日記」にもサッマイモには一言も触 

れられていないことから、島全域には普及してい 

なかったと考えられる。八丈島全域にサッマイモ 

を普及させた功績は、文化八年〔1811年〕新島よ 

り 赤さつま を導入した大賀郷名主菊池秀右衛 

門武晶とその倖菊池小源太が文政五年〔1822年】 

に導入した ハンス種 に改良と研究を重ね、八
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丈島に適するサッマイモとして、広く普及させた 

ものとされている。

(2) 明治、大正時代

明治になると、国の殖産興業政策の推進、ある 

いは自給自足から商品経済への移行もあって、八 

丈島の農業にも新しい作物が導入されたり、営利 

性を求める農業経営が奨励されてくる。明治十八 

年〔1885年〕には桑の苗木を配付し、養蚕業を積 

極的に奨励し始めているし、同二十八年〔1895年〕 

には初めてホルスタイン系種牛を導入し、後の酪 

農王国・八丈島の礎となっている。また、同三十 

年〔1897年】 頃からは森林資源を活かした木炭製 

造も始まり、八丈島農業は短期間のうち、急速に 

商品経済へ組み込まれていった。このほか、年代 

は不明であるが、ジャガイモや養豚業も明治年代 

に導入されている。

(3) 昭和時代、現在(平成)

明治、大正時代を通して安定していた農業は、 

昭和に入っても、さらに順調な発展を続けていた。 

そうした中、農業の生産安定をはかるため、農業 

技術に関する 試験研究機 関の設置が強く要望され 

るようになってきた。そこで、昭和 12年に大賀郷 

東里に農事試験場八丈試験地が設置された。当時 

の農事試験場々長が南海タイムス (昭和12年5月23 
日)に「八丈島産業の将来に就いて」と題して寄 

稿している。その内容は、『八丈島の開発を計る為 

め、疏莱試験地を同嶋に設置し、模範栽培を行ひ、 

範を當業者に示し、不時菰菜の生産増加を計る』 

としており、『天恵の気候、土質及水利の便を利用 

して、蔬菜については甘藍、花椰菜、胡瓜、茄子、 

蕃茄、アスパラガス等、特に水利を利用してセル 

リーを栽培する如き最も有利なものと思う。小笠 

原の出荷最盛期を避く るが如きである。要するに 

蔬菜にせよ花卉にせよ、よく市場の選択、播種時 

期を考慮せねばならぬ」と記述していることから、 

八丈試験地の役割は有望農産物の展示 • 模範栽培 

を行って、農業者を啓発することにあったと思わ 

れる。

当時の八丈試験地の成果は、現在までに幾度も 

行われた組織の改変や移転などのためか、ほとん 

ど残っていない。昭和23年6月13日の南海タイムス 

の記事に「昭和22年度「農事試験成績」分冊 2 を作 

成、各関係者団体に参考資料として提供した、ガ 

リ 版刷 りである が百二十敷頁に亘る貴重な もので 

ある」とあるように試験成果がまとめられていた 

様子を伺うことはできるが、現存していないのは 

残念である。さて、試験成績書は残っていなくて 

も 南海 タイム の記事から 若干は八丈試験地の業績 

を拾うことができる。

八丈試験地が設置された昭和12年頃〜戦前では、 

島の主要な食料についての試験が行われていたよう 

である。昭和 18 年3月3 日 には、サッマイモの苗作り 

に関する試験成果が掲載されている。昭和 16～17年 

に温床、冷床、品種などによる採苗本数の違いや種 

イ モ消毒の効果を明 ら かにしたものである。

また、自絞油の原料として菜種栽培を導入する 

ため、試作を繰り返している。昭和18年6月16日の 

記事では、その成績が記載されている。

昭和20年8月に終戦を迎えるが戦後も島内の食料 

自給の必要性は高まる。そうした状況の中で八丈 

試験地が担った役割の一端を、昭和22年1月3日新 

春の挨拶記事に見ることができ、『吾々農に携わる 

者は、1億の人口を必ず養ひ得るといふ確信をもっ 

て、精進せねばなりません。

當農事試験地としましては支廳の指導方針に基 

づいて、本島の農事開発指導奨勵の資料を提供す 

るため、鋭意試驗事業の完遂に邁進する所存であ 

り ます。

食糧作物に、有望な移出蔬菜を組合せ有効適切 

な輪作栽培行ひ、厳しい時代に遭遇しましても、 

相當の利潤 を 維持出来得 る 様考慮す るべきであり 

ます。其の土地の土質、気候的環境をよく調べ、 

適地適作を實行し、科學的に新しい栽培技術を取 

り入れたいのであります。

この意味に於て當試驗地としましても、主要作 

物(米、麦、甘薯里芋)の栽培上改善せねばなら 

ぬ諸事項と、将来有望な都市向け移出蔬菜栽培の 

試驗を主な試験事業とし、併せて特用作物其他の 

豫察驗も實施致します。計画のーニの例を挙げま 

すならば一、水稲の暴風期前に収納出来る様な早 

熟多収穫品種の摘出二、甘薯黒斑病防除の方法三、 

移出蔬菜として適當なもの、選擇と、其の品種の
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改良等其の結果を早く掌握したいものが山積致し 

てゐます。

當試驗地は位置、地形的に最適ではありません 

し又各村の土質と一様ではありませんので、昨年 

より各村に委託八丈試験地を設けて、 各村農家の 

指針 と 其の地區の各種作物の適應性 をみたく新設 

致しています。今後頻繁に一般農家の方達が當試 

驗地に足を向けられ、生産技術の御相談に、試驗 

経過も見聞に、又私共技術者の試驗者の試驗事業 

設計上の構想や資料を提供していた ヾく ことを切 

望してやみません。」とある。

当時の試験成果については、水稲の育苗やジャ 

ガイモの増収技術についての記載がある。

水稲育苗(昭和23年4月23日掲載)については、 

施肥適量の徹底、予措(塩水選、種子消毒)の励行 

を促している。また、ジャガイモ (昭和23年3月13 
日、23日掲載) については 『當試驗地成績に基き 

増収栽培の基準と云ふべき其の方法を述べたい。』 

とし①種薯の消毒②種薯の切り方③栽植距離④ 

植付け方法⑤肥料 ⑥輪作 ⑦中耕、土寄 ⑧芽搔 

(9病害虫などについて詳細に解説している。

また、亜熱帯の温暖な気候を活かした農業が行 

われていた小笠原諸島や沖縄諸島が、国連の統治 

下におかれることとなり、八丈島が これに代わる 

機会がやってきた。すなわち、温暖な気候を活か 

したキャベツ、ソラマメ、ジャガイモなどの促成 

栽培が盛んとなり、本土へ出荷 された。昭和25年 

には蔬菜(キャベツ、サトイモ、トマト、キュウ 

リ、エンドウマメ、ソラマメ)の指定産地となっ 

ている。とりわけキャベツは盛んに栽培され気象 

災害、病害虫被害、他産地 (愛知、静岡、千葉) 

の相場への影響に心配 させられながら も栽培され、 

好成績をおさめた。昭和29年暮れ〜昭和30年4月末 

までの蔬莱(キャベツ • 371万円、 セルリー • 

474万円、レタス・103万円、新ジャガイモその 

他・52万円) 出荷額は、1千万円であり、前年は千 

9百万円となっている。しかし、昭和三十年頃から 

農業分野へプラス チックフィ ルムの利用が始ま る 

と、温暖な気候を活かした促成栽培も、各地で施 

設を利用した野業産地が台頭し、競争が厳しく な 

るにつれて衰退していった。

一方、昭和29年5月農業試験場の松原場長が来島 

し、これからの八丈試験地との密接な連携ととも 

に八丈島における花卉(アマリリス、フリージア 

など) 栽培の有利性を強調ししているが、花卉園 

芸は既に昭和初期から本格的に取り組まれるよう 

になった。その先鞭を付けたのは、大正九年に八 

丈島に農場を開園した「横浜植木株式会社」であ 

る。同社は大正十年にフェニックス ・ ロベレニー 

を 2株 と アスパラガス を八丈島に導入したのを始め 

テッポウユリ、スイセン、チユーベ ローズ、フリ 

ージアなどの球根栽培に力を入れ、農家にも生産 

を委託している。この横浜植木の影響を受け、中 

之郷地区を中心に若い農業者の中に、本格的園芸 

家を志す人が出てきた。主だった人をあげると、 

福田富一郎氏は、昭和 3 年に「八丈島ガーデン」を 

設立し球根生産のほかロベレニー、アスパラガス、 

エリカなどを全国に向けて通信販売を始めている。 

福田氏と共に花卉園芸に情熱を注がれたのが吉田 

貫三氏である。氏は一般化されたフェニックス • 

ロベレニー だけ では都会の消費者の要望に対応で 

きない、冬期の寒さにも耐えうるサンスベリア、 

クロトン、 ドラセナなどを導入した実績をもつ。 

山下太郎氏は、ガラス室を島で初めて立てた人で、 

ビニルハウス など の施設栽培の有利性 を啓発 した。 

浅沼次作氏は、フリージアを島へ定着させること 

と、その品種改良により特産花卉として育てあげ 

た。垣本勇氏は、アキメンスや球根ベゴニアなど 

高級な花卉類を積極的に導入し、そうした品目を 

八丈島の気候に順化させることに力を注いだ。他 

にも菊地耕造氏、石橋五郎氏など多くの先人の努 

力が今日の花卉園芸の隆盛に結実している。なお、 

八丈試験地の指導が花卉園芸の発展に果たした役 

割は果た少なくなったことは疑うべく もないこと 

である。

こうした花卉園芸も 太平洋戦争のために一時 

衰退するが、敗戦後は温暖な気候を活かして戦前 

にもまして急激に発展する。その原動力となった 

のが、フェニックス・ロベレニーであった。横浜 

植木㈱が導入 した二株のロベレニー は毎年種子 を 

結実、八丈島に沢山の子孫を増やしていた。この 

ロベレニーが、戦後いち早く本土の貸鉢業者に注 

目された。業者は競って八丈島へ買付けにやって 

来た。初め (昭和二十三年)は、二、三尺のロベ
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レニー1本が200円ほどであったものが、翌年には3 
倍の600円と、年々値上がり し、一時期は1本が1万 

円の高値で取引されたこともあった。男性大人の 

日当が300円ほどだったから、いかに高値であった 

かが理解できる。このロベレニーに触発され花井 

国芸を志す農業者が増えた。ロベレニーを栽培す 

るだけでなく、ケンチャ、 カナリエンシス、ココ 

スなどのヤシ科植物のほか、ゲットウ、ゴム、サ 

ンスベリヤ、アナナス類と、ありとあらゆる観葉 

植物を積極的に導入し、わが国では最先端を行く

花園芸生産地を形成した。

しかし、昭和30年頃になるとロベレニーは生産 

過剰になり、価格は下落 し、一方、ビニルフィル 

ムの普及に よ っ て愛知などの競合する花弁生産地 

が伸びてきたことから、アナナス類、サンスベリ 

ヤ、ポトスなどの中小鉢用観葉植物は打撃を受け、 

戦後急成長した八丈島の花卉園芸は転換期を迎え 

ることになる。

この中で、着実に生産が増えたのが、ロベレニ 

一の切葉である。生け花用切葉の歴史は戦後間も 

なく始まっている。家の回りに植えられていたロ 

ベレニー葉を、ソテッの葉などと一緒に市場へ出 

荷したのが始まりである。このロベレニーの切葉 

が本格的になるのが昭和30年頃からで、貸鉢用 に 

高値で売れて いたロベレニー が不調 になったこと 

から、必然切葉の生産が増えていった。

一方、花束の添葉として年々需要が伸びたこと 

とが時期的に重なり合い、切葉生産の増大の要因 

となった。

観葉植物以外では、戦前からのフリージア、チ 

ユーベローズ、カラジユームなどの球根類の生産 

が安定して続けられている。このほか新しい園芸 

品種としてストレリチア、シンピジユームの栽培 

も盛んになり、昭和40年代から50年代にかけては、 

八丈島の特産と して市場から注目されるまでにな 

った。また、新しい切葉としてレザーファンが導 

入されたのもこの頃で、フェニック・スロベレニ 

一以外の品目として花卉園芸産地形成に役立って 

いる。

昭和30年代、40年代と低迷していた観葉鉢物生 

産は、50年代に入ると活況をみせてくる。わが国 

の経済成長は都市化を促進、住宅事情の変化 を も 

たらしたことから、グリーンに対する需要の増大 

と多様化を求める傾向が強まった。また、八丈島 

と 本土の海上輸送が近代化 されたことも 鉢物生産 

増の大きな要因となった。それまで1株1株荷造り 

していたものが、コンテナ輸送によって鉢のまま 

で施設から市場へ送られるようになり、輸送面で 

のコスト を大幅に引き下げることになった。この 

ため、観葉鉢物生産者の中には、施設を大規模化 

し、ロベレニーの ほかに、ケンチャ、 チャマエン 

ドラなどのヤシ村植物、ゴム、ドラセナ類、ガジ 

ュマル、ベンジャミノ、カツポク、ユッカ、パキ 

ラと、新しい品目を島外、中には外国から原木を 

導入して生産を行うようにさえなっきている。

一方、切花類の生産にも国際化の時代の流れが影 

響し、新しい品種を積極的に導入して高い市場性を 

ねらう傾向が強まっている。昭和60年代から平成初 

期にかけては球根切花が注目され、カラー、オーニ 

ソガラム、アガパンサス、ユリ、リユウコリリネ、 

サンダーソニア、 イキシアなどの生産が行われてき 

たほか、多くの新品目•新品種の栽培が試みられて 

いる。

2.主な業績

八丈島園芸技術センター(試験地も含む)の業 

績については、昭和43年以前に行われた成果につ 

いて、その記録がはとんど現存していない。その 

ため、ここでは年報などの記録から昭和43年以降 

の主な業績について記述する。なお、項目の分け 

方は、作日ごととしたが、病害虫に関しては別に 

一括して記述した。

(1) フリージア

八丈島に導入されたのは古く、主要な作目であ 

るため、栽培改善や病害虫対策など多く の課題が 

取り組まれてきており、成果をあげている。

施肥適量については、a当たり N:4.6kg、 

P,O: : 3.2kg、K。 : 3.2kg で BO の多用 を避ける の 

がよいことを明らかにしている。また、フ リージ 

アは菌核病、首腐病などから連作障害が大きな問 

題となるが、各種薬剤の効果について検討し、成 

果を普及に移してきた。ウイルス病も古くから問
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題となってきたが抜き取りによる罹病率の軽減を 

実証し、生産の安定に寄与した。

品種に関しては、育成される新品種の特性を解 

明し、生産者が品種導入の際の参考資料に活用さ 

れた。品種改良について も 昭和62年に サンシャ 

インイエロー、 エレガントバープル、ファシネイ 

ションレッド、フル- エンジェル、ハニ ー ガ - ル' 

の5品種を交配によって育成し、品種登録するなど 

大きな成果をあげている。

(年報 昭42、44 〜 63、平元〜 9 年度)(八丈島 

成績 昭62、63、平 9 年度)(研速 平6、7、9、10 
年度) '

(2) ユリ

1965年農水省園芸試験場は、カノコユリとサクユ 

リを交配したFをﾡ培養によって育成し、これに再 

度サクユリを戻し交雑して作出した種子繁殖用の混 

系雑種 パシフィック ・ハイブリッ ド' を育種した。 

八丈島園芸技術センターは、輸出用ユリ球根を新た 

な園芸品目に育てようと、ユリ新品種の育成に取り 

組もうとしていたため、 パシフィック・ハイブリ 

ッ ド の種子を譲り受け、育種母本として、分離す 

る系統の特性調査などを行い、当場育成のサクユリ 

を戻し交雑し、選抜する こと で、純白で花形、花径、 

球根の肥大性が特くに良く、増殖率が高く、かつ安 

定している ’はちじょうスーパーホワイト' を1991 
年に作出し、品種登録行った。

この間、種子の発芽促進法として、33Cに6週 

間 • 20Cに3週間遭遇させることが実用的であるこ 

とを明らかにした。また、10月下旬、球根を掘り 

あげ、りん片をはずして消毒し、15X15cmの間隔 

に3分の1が地表に出るように挿し、乾燥を防ぐた 

めに敷わらをするという実用的な増殖法である 

「りん片挿し」を検討し、普及に移している。

(年報昭45〜63、平元〜7年度)(八丈島成績 

昭63、平元～7年度)

(3) フェニックス ・ ロベレニー

大正10年に導入されたフェニックス ・ロベレニ 

一の 2 株は、八丈島の環境に適合し、毎年種子を結 

実し、増殖していった。戦後一時、貸し鉢業者に 

驚く ような評価を得たことがあるが、これに触発 

されて花卉園芸を志す農家がふえた実績などを考 

えると、ロベは、八丈島園芸の原動力になったと 

いっても過言ではない。八丈島園芸技術センター 

は、フェニックス•ロベレニーの個体問に形態• 

生態的に大きな差異が認められることから、鉢物、 

切葉の生産に欠かせない優良系統の選抜と増殖を 

計画的に実施した。昭和56年、ロべに詳しい生産 

者による「検討委員会」を設置し、島内のロベか 

ら、樹高1.5～1.8mの優良個体400株を収集し、唐橋 

圃場に植栽 した。これから 毎年、約200』の種子を 

採種し、島内生産者に配付した。一方、その中か 

ら後代検定用として交配5組み合わせを選定し、昭 

和58、59年交配 した種子を翌年採種 し、各組み合 

わせ200株を栽培し、優良個体の選抜を行い、採種 

母本と して育成した。

また、平成 3 年から、八丈町、JA八丈島が中心と 

なって「フェニックス欧州輸出事業」を開始した 

のに対応し、長期間に渡る輸送時の品質劣化防止 

策として、鉢上げ時期、鉢用土、施肥量を明らか 

にするなど、ロベ輸出に貢献した。一方八丈島は 

温暖なため、土壌中の有機物の分解が早く堆肥な 

ど有機物の補給が生産安定には不可欠である。ロ 

べの幹は、それほど硬くなく粉砕も容易であるこ 

とから、堆肥材料して有望と考えられたので検討 

したところ、 有用であることが明らかになった。 

これは資源のリサイ クルと して も 無駄の ない有効 

な活用方法である。

(年報 昭49、56 〜 63、平元、4～10年度) (八 

丈島成績 昭 62 ～ 63、平元、4～10年度) (研速 

平4、6～10年度) (レポート 平4〜 7、9、10年度) 

(園芸学会 59巻別冊 n (1984年))

(4)パッションフルーツ

八丈島にパッションフルーツ (品種は俗称 ’紫’) 

が導入されたのは、戦後、小笠原方面からであり、 

当初ジュースの原料用として栽培されるようにな 

った。その後、昭和34年頃には八丈島の特産物と 

して育てようと、かなり力を注がれた時期もあっ 

た。しかし、その好ましい南国の香り・食味は十 

分に活かされることのなく、自給用の果樹として 

栽培されつづけてきたにとどまる。

八丈島園芸技術センターでは、パッションフル
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ーツが特産物として有望なことに着目し、昭和54 
年から品種、栽培方法などの検討に取り組んだ。 

収集した品種の中で、PurpleXYellowのFの二つあ 

る系統の一つは結実性が良好で大果などの特性か 

ら有望品種であり、鉄パイプ支柱で大型のトンネ 

ルを作りネットを張り栽培する方法で、短期多収 

栽培が可能であり、蔓の経時的な伸長量や果実の 

肥大・着色の様子などの解明、病害虫の発生状況 

と対策の確立などを明らかにし、栽培の安定を推 

進した。

これらの成果は、昭和60～65年の離島特別指導 

事業で青ヶ島へ5haのパッショ ンフルーツ生産へと 

具体的に活用されている。

なお、現在、小笠原ではパッションフルーツが 

主要な農産物の一つとなっているが、栽培されて 

い る 品種は八丈島で選定 し たF種で あ る。

(年報 昭 54～63、平元、7 年度)(八丈島成績 昭 

62 〜 63、平元年度) (研速 平7、10年度)

(5) アシタバ

アシタバは別名を「ハチジョウソウ」と呼ぶよう 

に、古くから八丈島に自生し、サッマイモが導入さ 

れて普及するまで、島民の貴重な食糧であった。

島の特産物として見直され、再び、本格的に生 

産されるようになったのは、戦後になってからで 

ある。

昭和40年代半ば、離島ブームによって八丈島に 

大勢の観光客が訪れるようになり、 郷土料理とし 

て食卓に供せられ人気を博するようになった。こ 

う して需要が拡大 したことからァシ タバ栽培農家 

が増加していった。

その後も健康ブームが起こりアシタバがカルシ 

ユウム、鉄、ビタミン Aや B類、Cなども豊富でバ 

ランスよく含む緑黄色野菜であり、さらに特有の 

成分である数種のカルコン誘導体が発ガンや血栓 

の抑制作用、抗菌作用のある ことが明らかになっ 

たことから大きな関心をもたれ、需要も安定・増 

加しており、八丈島の主要な農産物としての地位 

を維持してきている。

かつては自生に近い状態で栽培していたが、需 

要が拡大する ととも に本格的に栽培する よ うにな 

り、解決が望まれる多くの課題が生じてきた。八 

丈島園芸技術センターでは昭和60年からこ うした 

課題解決に取り組み、開花は5月上旬～10月上旬、 

自 ・他家受粉共に可能、小花は雄ずい先熱で、開 

花後4〜6日で受精し、90日で成熟胚が完成し、採 

種可能な花傘は1〜3次側枝で、採種は花傘が褐色 

を帯びてきた頃がよく、採種後は低温•乾燥条件 

での貯蔵が望ましく、準備ができ次第なるべく早 

く 播種する、発芽適温は10～16C、発芽床の pH は 

5.5 〜 6.6がよく、種子 は大きい ほう が発芽率が高 く、 

ばらまきが通常行われるが密植過ぎると品質が劣 

る、播種～収穫までの期間は10月播種で4月下旬と 

最も 短い、成木の展開葉数 は6 月 が2.6枚 と最も多く、 

12 〜 2月および 8月が 1.2 枚以下と少なく、1年間に展 

開した葉数は19.3枚で収穫可能は18.9枚、遮光は 

45%で収量 • 品質が良く、連作では生育 • 収量が 

劣り根部にセンチュウの寄生が見られる。収穫葉 

は外気に触れない状態での低温貯蔵 (出荷) がよ 

い。乾物率は葉14% • 葉柄 7% で葉齢がすすむ と 高 

くなり、2種類のカルコンが分離でき青茎系で含量 

の多い傾向があること、などを明らかにした。

(年報 昭 60 〜 63、平元〜 2、8～10年度) (八丈 

島成績 昭62、63、平元、2、8～10年度) (研速 

平元〜 3、5、6、9、10年度) (レポー ト 平4、5、 

9年度) (研報告 第26号 (1995年)) (園芸学会 

58 巻 (1983年)、59 巻 (1984年) 別町I)

(6) レザーファン (レザー ・リーフ ・ フアン)

切葉としてフェニクツス ・ ロベレニーが特産と 

しての確固たる地位にあるが、これに次ぐ有望な 

品目を育てることは八丈島の農業を発展させるた 

めに不可欠な課題である。

そうした品目として、大きな期待を寄せられて 

いるものの中にレザーファンがある。日本へ導入 

されたのは昭和38年である。第一園芸がオラン 

ダ・ マンプラザ社から観賞用シダ類20種を輸入し 

たが、その中にレザーファンが含まれていた。

八丈島へは昭和 40 年に 山下忠宏氏が その中から、 

有望と思われる株を譲り受けてたことから導入さ 

れ、栽培改善や優良株の選抜に取り組んだ。

昭和43年には東京青山生花市場に初出荷するが、 

レザーファンを知る人は市場や生花店にもおらず、 

買い手が全くつかない状況であった。
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しかし、市場から無料で持ち帰った生花店から、 

日持ちが良く花材と して商品性が十分あることが 

実証され、徐々に業者間で評価を高めていった。 

一方、高温多湿で日照時間の少ない八丈島は、シ 

ダ類の生育に適しており、レザーファンにとって 

も栽培適地といえた。こうして急速に栽培面積は 

増加していき、生産額は 3 億円 (平成8年) 以上と 

なっている。

八丈島園芸技術センターでは、優良系統の育成を 

行い、萌芽数が多く 胞子の付着の少ない系統番号 

T-2'を選抜育種した。問題となる胞子発生は5 
〜6月収穫(3〜4月萌芽)であり、胞子の発生は遮 

光で遅延させられ、萌芽から収穫までの期間は3月 

萌芽が65〜70日、6月萌芽が60〜65日、9月萌芽が40 
日であり、加温により低温時の萌芽数を増加させる 

こ と は可能であ る が年間の萌芽数は無加温の ものと 

変わらない こと、牛ふん肥施用は増収効果が あ り、 

増殖 は茎葉 をつけ た根茎の先端部 を 10cm以上で切 

断し植えつける方法で実用性があり、遮光程度は春 

～夏期が33～55% ・ 秋〜冬期が25〜55%が適当であ 

り、管理 •収穫作業の中腰姿勢での腰痛対策など軽 

作業化にはベンチ栽培が有望であり、 その用土はビ 

ートモスと土を1:2で混合したものが良く、2段バ 

サミの使用が作業の効率化につながる、葉の一部黄 

化する生理障害「まだら黄化症」は生育環境のスト 

レスが原因と考えられ、遮光 •換気 •潅水などきめ 

細 か な 栽培管理 で ほ ば発生を防 ぐことが可能なこ 

と、などを明らかにした。

(年報 昭 55 ～ 63、平元、5～8 年度)(八丈島成 

績 昭62、63、平元、5～8、10年度) (研速 平4、 

7、8 年度)(レポート 平4、8 年度)

(7) 病害虫に関する試験

八丈島は高温多湿な条件であるため、病害虫の 

発生が多い。また、栽培品目 も島特有のものが少 

なくなく、特珠な病害虫の被害が見られる。八丈 

島園芸技術センターは普及員、農協営農指導員、 

農家から持ち込まれたり、電話などで相談を受け 

たも のについてその都度、病害虫の同定、被害特 

性、発生のメカニズム、栽培改善や薬剤による防 

除などを指導してきた。

一方、課題として取り組み成果をあげてきたの 

も多い。国内で未登録名の病害コルジリーネ立枯 

病ほか多数発見し、ロベレニー2〜3年苗の立枯れ 

の病斑部はRhlzoctoniasolaniに起因する ことを明ら 

かにするなど、他にも既知の病害の発生を多数確 

認している。

(年報 昭42、44 〜 61、63、平元〜 2、5～10 年 

度)(八丈島成績 昭61、63、平元〜 2、5～10年度) 

(研速 平10年度) (レポート 平10年度)

(8)その他

台風の被害を回避するための早場米の試験が、 

戦後精力的に取り細まれた。極早生種の ’農林一 

号’を3月下句播種し、5月上旬に田植えを行い8月 

上旬収穫する栽培で、中之郷の農家では実際栽培 

に取り組み成功をおさめたとの記録が残っている。

カボチャについては、昭和43年小笠原諸島が日本 

へ返還されたが、戦中、八丈島に疎開していた小笠 

原の島民の強い要望に応えるため、昭和43年からFi 
品種の作出に取り組み「小笠原3号*日向14号」の 

F種子とともに 小笠原3号、日向14号1 の固定種 

を小笠原亜熱帯農業センターに譲渡している。小笠 

原では、この種子や更に改良を加えた品種を供試し、 

「黒皮日本カボチャ」を生産し、昭和50年後半まで 

市場に出荷したが、大いに人気を博した。(年報 

昭44～46年度)

カラジユームを特産花卉に育てるため、多くの 

品種を供試し、比較試験を行った。有望な品種と 

して ファイヤチーフ、 ミセスハーデマン' など 

13 品種を選抜した。また、適正な栽植密度の検討 

では、草型が大では1300球/a、中では1600球/a、 

小では2000球/a、程度までが最大と判断した。 

(年報49〜55、平2年度、八丈島成績書平2年度)

コルジリーネの鉢物を、小鉢専用コンテナが整 

備されたから有望品目と捉え、鉢用土の検討など 

生産安定に取り細んだ。生育に適正な土壌pHは5～ 
6、EC は 300～400usと推定でき、土： 堆肥： ビー 

ト モス =30〜40% :10～20%.: 50%が適当な こ と 

を明らかにした。(年報 昭 58 〜 62 年度)(八丈島 

成績 昭62年度)

八丈オクラは、草丈が高く (3m近くになる)、節 

問が長く、葉は3裂の丸型で欠刻は浅く、葉柄は緑 

で、葉脈基部は赤い、収量は1株当たり約30英(約

-334-



400g) で、莢果は丸莢で細長く 5室、莢色はやや淡 

い緑で、莢は大きくなっても肉質柔らかく食味は 

良好な特性であることを明らかにした。(年報 昭 

61 〜 63、平9年度) (八丈島成績 昭62、63、平9年 

度)

サッマイモは多くの品種が八丈島に導入されて 

きたことから、また、他地域でも多くの品種が育 

成されてていることから、当地に適する品種の選 

定を行っている。収量性では、 コガネセンガン、 

オイラン などが高く、食味では 七福、コガネ 

センガン、ニンジン、 ベニアズマ、ツルナシゲン 

ジ などが優れている。焼酎原料としては澱粉価 

の高い コガネセンガン、 オイラン、七福' が適 

している。(年報 平元、4、6、7年度、八丈島成 

績書平元、4、6、7年度)

ストレリチアは、八丈島の主要な切花であるが、 

昭和50年から優良株の収集、採種、育苗、選抜、 

優良株の配付を13年間続け、農家栽培株の改良に 

貢献した。また、花型花色 •斑入りな ど特徴の あ 

る株を選抜した。これらは育種母本として保さ 

れている。(年報 昭50～57、59 〜 62 年度)(八丈

島成績 昭62年度)

第21節 小笠原農業に関する試験研究(日本返還後～現在まで)

1.研究の変遷

(1) 昭和40年代 (日本返還直後〜)

小笠原農業試験地の整備 と 試作試験の開始

小笠原諸島の 日本返還(1968 (昭和43)・年6月) 

直後から、父島小曲の小笠原農業試験地の圃場 

造成 •施設整備が開始され、1970 (昭和45) 年 

頃から新規品 目 導入の た め の試作試験や土壌基 

本調査、移動規制害虫である ミカンコミバエ防 

除のための基礎研究などを開始した。試験内容 

は、花き•観葉関連がヤシ類の適種選定、球根 

類 (フリージア・カラジューム) の 品種比較、 

熱帯果樹関連がオガサワ ラオ レ ンジの優良母 

樹•種子収集や、各種熱帯果樹(パパイア)の 

導入 •繁殖 • 生育特性調査、野菜関連がメロ 

ン・ トマト •カボチャ(小笠原カボチャ を含む) 

などの品種比較ならびに栽培適期の検討、病害 

虫関連が ミカンコミバエの年間発生消長調査 • 

各島間移動実態調査、アフリカマイマイ生態調 

査•防除薬剤検討、各種病虫害の発生状況調査、 

土壌肥料関連が各島の土壌生産力調査であった。 

②小笠原亜熱帯農業センターの設立

返還4年後の1972 (昭和47) 年7月、父島小 

曲•二子•洲崎の圃場•施設(本館•作業舎な 

ど)ともに基本的なものは整ったことから、農 

業試験地から農業センターへと改組した。また、 

この頃から ミカンコ ミバエ防除研究については 

宮之浜道の「ミカンコミバエ防除対策室」で行 

われることとなった。農業センター発足後の試 

験研究は、花き•観葉関連がヤシ類の播種条 

件•種子貯蔵条件検討、球根類(フリージア) 

の増殖•品種比較、花木(ハイビスカス)の挿 

し木法の検討、熱帯果樹関連が各種導入果樹の 

生育特性の把握や繁殖•展示栽培、野菜関連が 

小笠原カボチャの育種、品種比較(メロン•ト 

マ ト ・ ジャガイ モ)、病害虫関連がフ リージアの 

連作障害防止試験、ミカンハモグリガ防除試験、 

バナナ斑葉病防除試験といった内容であった。 

なお、農業センター発足と同じ年に母島に営農 

研修所が設立された。

(2) 昭和50年代

①研究内容の多様化

返還当初の就農者数は21戸であったが、この 

年代に入ると50戸へと倍増し、島内自給野菜や 

冬期内地向け移出野菜(カボチャ•スイカ•メ 

ロン) の生産、球根生産 (カラジューム) が実 

績をあげ始めていた。

この年代の前半は、花き•観葉関連は適品種 

選定に加え、栽培管理法 (カラジューム栽培に
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おけるポリマルチの利用、各種ホルモン ・薬剤 

処理によるわい化•発根促進効果試験)、街路樹 

等適種選抜(固有種の利用)、熱帯果樹関連が優 

良品種選定に加え植付適期調査(パパイア)や 

着果促進試験 (マンゴーの雨よけ栽培:露地で 

は安定して着果しなかったが、開花期に乾燥状 

態にすると 着果率が上が ることが経験的に知ら

れていた。そこで開花期に雨をよけるよう施設 

内で栽培したところ、安定して着果することが 

明らかにされ、鳥害防止もかねて施設内での栽 

培が推奨 された。これはその後 (1980年代から 

近年まで) 村の施設補助事業として実施された)、 

台風倒伏対策試験(パパイア)、野菜関連がカボ 

チャ(小笠原2号)の育種、栽培法(カボチャの 

風害防止試験、バレイショに対するホルモン剤 

の効果、トマトの育苗法・高温期の着果不良原 

因調査)、土壌肥料関連が母島の土壌生産力調査、 

土壌改良試験(リ ュウキュウマッ ・ モクマオウ 

の葉、下水処理汚泥の利用)、暗きよ排水の検討、 

塩基類の溶脱•集積調査、加工関連が黒糖酒の 

製造(製麹、試作、貯蔵条件)、パパイアの漬物 

化(脱塩法、浸床の検討、貯蔵法)、病害虫関連 

がアフリカマイマイ食害防止試験 (パパイア)、 

各種病害対策(マンゴー炭そ病、パパイア疫病、 

バレイショそうか病) であった。また、1978 
(昭和53) 年に は展示園が開園 し、返還後収集し 

てきた植物を中心に、固有種を含む熱帯性植物 

の展示栽培を開始した。

② "小笠原カボチャ" の育種

戦前栽培されていた“小笠原カボチャ”は、 

’小笠原 2号’ ()と '小笠原 3号’ (み) の1代 

交配種であった。しかし 小笠原2号 が戦時中 

の混乱のため他品種との交雑により失われてい 

た。そこで1973 (昭和48)年から交雑種より

小笠原2号'に近いものを選抜し、その後既 

の黒皮種か ら も 小笠原 2 号に近い性質の ものを選 

抜し、戦前の品種特性に近いものを復活させた。 

現在は 小笠原3号1 (a) X 宮崎早生1号1 
(P) から得た種子を “小笠原カボチャ” として 

配布している。

③幅広い研究課題への対応

この年代の後半にな る頃、返還から10年以上 

たち、試験内容も返還後からの導入・試作・品 

種比較のみならず、栽培方法の検討や品質向上 

のための試験研究も行われるようになった。花 

き観葉関連では品質向上のためのネット被覆栽 

培(アレカヤシ)、塩類処理による着果向上 (コ 

コヤシ)、島内有用植物利用試験、大型観葉植物 

(ガジュマル・ベンジャミン・ ビョウタコノキ ・ 

トラベラーズッリー) の鉢物化(需要の増加に 

よる) •わい化剤の利用、熱帯果樹関連では、 

カンキッ類の品質向上試験、放射線照射による 

わい化の検討(パパイア•バナナ)や、果実品 

質に影響をおよぼす各種要因の調査、野菜関連 

では品種比較 (メロン・スイートコーン・エダ 

マメ) や、農林水産省熱帯農業研究センター 

(現、国際農林水産業研究センター)が育成した 

シカクマメ 'ウリズン' の栽培法などの検討、 

上壌環境と生育との関係 (トマト・メロン・バ 

レイショ•スイートコーン)、ネットのべたがけ 

による風害対策(メロン•バレイショ)、収量向 

上試験(スイートコーンの二穂どり)などであ 

った。なお、シカクマメ ウリズン は、夏期 

に不足する野菜対策として 1984 (昭和59) 年か 

ら導入 し、現在では小笠原を代表する野菜の1つ 

となっている。上壌肥料関連は肥効の調査(コ 

ーヒー ・ レイシ)、心上の化学性分析など、加工 

関連が黒糖酒の製造関連に加えて各種農産物 

(パッションフルーツ ・ コ ー ヒー ・ ピタンガ ・ グ 

アバ•ゴレンシ•マカダミアナッツ)の加工や 

品質調査、病害虫関連が小笠原諸島の植物病原 

菌フロラ調査、ミナミキイロアザミウマ (初確 

認)被者調査 • 防除法検討、柑橘類防腐試験、 

鳥害防止試験 (眼状紋の効果)、アフリカ マイ マ 

イの夜間行動調査などであった。

④ミカンコミバエの根絶

返還直後よりミカンコミバエ防除対策室中心 

に進められていた防除事業により、1984 (昭和 

59) 年6月、小笠原諸島から ミカンコ ミバエが根 

絶され、1985 (昭和60) 年2 月 15 日 から小笠原産 

のほとんど の作物の本土出荷が 自由になった。
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(3) 昭和60年代

①ミカンコミバエの根絶後、生産の拡大に向

けて

ミカンコミバエの根絶にともない、本土への 

果樹•果菜類の出荷に制限がなくなり、本土出 

荷を視野に入れた試験研究の必要性も生じてき 

た。この頃の試験課題は花き •観葉関係が、ガ 

ジュマル •ベンジャミン ・ハイビスカスなどの 

接ぎ木法や仕立て法 (編み作り) の検討、わい 

化剤利用による鉢物の仕立て法の検討など、果 

樹関係がオガサワラオレンジの優良系統選抜や、 

台風対策としてのパパイアの施設栽培試験•テ 

リハボクの防風樹としての利用試験、マンゴー 

の生産安定化試験、パッションフルーツ (台湾 

由来の 台農1号') の導入 •栽培試験など、野 

菜関連が台風対策としての べたがけ" の検討、 

エダマメの電照育苗、シカクマメ ’ウリズン' 

の発芽条件•塊根からの育苗法•若莢の貯蔵 

法・ 若莢の栄養成分分析 • 調理法などであった。 

病害虫関連はミカンコミバエ防除事業の終了に 

ともない、1987 (昭和62) 年、農業センター内 

に病害虫実験棟が完成し、病害虫の試験研究も 

本格的に農業セ ン ター内で実施できる こととな 

ったことから、新たに別の指定害虫であるアフ 

リ カマイマイの防除のための生態研究を開始し 

(分布、繁殖行動、個体群動態、飼育法、防除法)、 

また植物病原菌フロラ調査も引き続いて行われ 

た。加工関係はジャム • ピクルスなどの試作、 

土壌肥料関係は汚泥利用試験など であ った。

②ラム酒の完成(昭和63年)

1976 (昭和51) 年頃から 始まった黒糖酒の研 

究は、昭和60年代に入り、原料として黒糖では 

なく甘蔗汁そのものを利用するラム酒の製品化 

をめざした研究へと形を変え、試行錯誤の結果、 

1988 (昭和63年)には国税庁の鑑評会への出品 

までこぎ着けた。これは後に、1989 (平成元) 

年に設立された第三セクターの“小笠原ラム• 

リキュール株式会社”にて製造が開始され、 

1992 (平成4) 年に発売が開始 された。1993 (平 

成5)年にはパッションフルーツリキュールも発 

売が開始された。

③パッション フルー ツ栽培の拡大

パッショ ンフルーツ自体は戦前から作られて 

おり、返還後も生産されていたものの、量的に 

は少なく、農業センターにおいても'あまり取り 

組まれてこなかった。ミカンコミバエが根絶さ

れたこともあり、この年代から台湾由来の紫色 

系統 X 黄色系統の品種(’台農 1号’)が小笠原に 

も導入され、"パッションプロジェクト" として 

試験研究を開始した。これはパッショ ンフルー 

ッの栽培上の様々な問題について、各分野(栽 

培 • 病害虫 • 加工)が集中 して試験研究を行っ 

たもので、ここで得られた成果が農家に還元さ 

れ、この頃からパッションフルーツの生産量は 

飛躍的に伸び、小笠原を代表する生産物となっ 

ていった。

なお 1986 (昭和61) 年に、父島洲崎にあった 

和牛放牧試験地が母島に移転、畜産指導所とし 

て発足し、有畜農業による堆肥生産をめざした 

研究を推進することとなった。

(4) 平成〜現在 (新本館 ・ 管理作業舎の完成)

①景気の変動とともに

花き•観葉関係では、平成に入ってからの景 

気の変動 (好景気から “バブル崩壊”)などの影 

響で大鉢需用が減少し、鉢物を切り葉に転用す 

ること (アレカヤシ)や各種切り花類 (ルスカ 

ス • プロテア • アニゴザンサス) の検討、島内 

自生植物(セイロンベンケイ)の有効利用の検 

討を行った。野業関連では島外出荷関連ではト 

マトの高品質化の検討、耐暑性インゲン (シカ 

クマメと同様に農林水産省国際農林水産業研究 

センターが育成)の生産性向上試験などのほか、 

島内自給用野菜(ブロッコリー •青菜類 • キュ 

ウリなど)の検討を行った。果樹関連では村の 

施設補助事業と連動し、マンゴーの高品質化 

(光反射シートの利用)•施設栽培法の検討を開 

始し、各種バンレイシ類 (アテモヤなど)の特 

性調査、バナナ ・パパイ アなどの品種比較など 

も行った。病害虫関連は、アフリカマイマイの 

基本的な生態(分布、個体群構成•動態)、飼育 

法の検討、また各種の新規発生害虫の生態•防 

除法の検討、パッションフルーツ斑点症状 (後
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に “円斑病” と判明)の発生・被害調査などを 

行った。なお、1996(平成8) 年11月から12月に 

かけて、病害虫担当研究員 2名 が JICA (国際協力 

事業団)からの要請を受け、短期専門家として 

南太平洋の西サモア(現、サモア)へアフリカ 

マイマイ 防除計画策定の調査の ため に 派遣 され 

た。土壌肥料関係は各農地の経時的土壌診断、 

島内廃棄物の利用試験など を実施 した。1995 
(平成7) 年には、母島蝙蝠谷に農業団地が開設 

したため、土壌改良のための緑肥作物導入試験 

や、種苗導入•各種指導を行った。

②新本館・ 管理作業舎の完成、そして現在

返還後 30 年 (1998 (平成10) 年)と前後 して、 

農業セ ン タ ー設立当初か ら 研究の拠点 となって 

きた管理作業舎や本館が相次いで建て替えられ 

(1996 (平成8) 〜 1997 (平成9) 年)、新施設の 

もとで研究が進められることとなった。花き ・ 

観葉関係はアンス リウム・ バンダなど の適応性 

の検討、固有種 (ムニンノボタン・ハハジマノ 

ボタン)の発芽特性調査、島内消費用切り花類 

の試作などが行われた。また、小笠原空港建設 

候補地決定に伴い、絶滅危惧植物ムニンッッジ 

の保護が必要となったため、農業試験場などと 

共同 で保護増殖 の た めの試験研究 を開始した。 

果樹関連では施設栽培マンゴーの高品質化•新 

品種導入、パッションフルーツの適正施肥量 

(施肥基準) の検討、野菜関連が ト マ ト の高品質 

化の検討、スイートコーンの2穂どり技術など、 

病害虫関連がアフ リ カマイマイ の急激な減少要 

因の検討や(天敵•環境•遺伝的多様性)、防除 

法(薬剤以外の各種資材も含む)の検討、露地 

野菜(コマツナ)の害虫相調査ならびに被覆資 

材•薬剤による被害回避法の検討、野菜類•果 

樹類のうどんこ病対策などを行っている。土壌 

肥料関連では、施設土壌の実態の把握や土壌改 

良法の開発を行っている。

1999 (平成11) 年に は農協の農産物観光直売 

所がオープンしたこともあり、直売所に向けた 

作目の選択•栽培法の検討が求められている。 

また、度重なる台風被害の回避や、高品質化を 

めざして従米のパイ プハウスに変わる鉄骨ハウ 

スの導入も進んでおり、今後はこれら の施設化 

に関連 ・ 対応した研究が増えていく ものと思わ 

れる。

2. 主な業績

(1) 花き関係

各種ヤマ ドリヤシ類の生態および発芽に関する 

試験(は種床および貯蔵条件が発芽に及ぼす影響 

等)で、ヤシ類の実生繁殖を大幅に改善する成果 

をあげている。(昭和53年園芸学会秋季大会発表要 

旨他)

(2) 果樹関係

①小笠原特産の マ ン ゴーに関す る 試験が行われ、 

果実肥大と袋掛けの効果、開花特性と果実の品 

質問題等マ ン ゴーの生産安定技術に向けた貴重 

な成果をあげ、小笠原におけるマンゴーの生産 

振興に大きく貫献した。(レポート 平5、8、9 
年度)

②小笠原特産果樹として定着しつつあるパッシ 

ヨンフルーツの各種試験が取り組まれた。台農1 
号の生態特性、我が国では始めての施肥基準策 

定試験等、安定生産に向けた試験が行われ貴重 

な成果をあげている。(レポート 平6、10年度)

(3) 野菜関係

①果菜類の旱ばつ被害回避対策試験

旱ばつによる恒常的被害が広がり、特に果菜 

類で被害は著しいため、各種果菜類に対する旱 

ばつ対策試験が行われた。畑土を構成する土塊 

粒径と旱ばつの関係、作土中の粗土塊条件下の 

旱ばつ防止対策、各種の耕種法による被害回避 

対策、トマト・プリンスメロンの生育収量解析 

等がおこなわれた。(昭60年春季大会発表要旨) 

(関東の農業気象 • 1985) (研報告 1988) 
②高品質トマトの安定生産技術開発試験

温暖な気象条件を活か した高品質 トマト 生産 

をめざした技術開発試験が取り組まれた。トマ 

ト の体内水分および水分ス ト レス と着果の 関 

係•影響、水分ストレス軽減による着果改善対 

策、水の葉面噴霧と根の伸長との関係、根の部 

分的吸水 ・ 吸肥と水分ス ト レス ・ 生育への影響
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等が解明され、高品質トマ ト生産に大きく貢献 

した。(昭60、63、64 年農業気象学会全国大会講 

演要旨)(農業気象 ・昭42、45)(研報告 1988) 
③シカクマメの栽培試験等

シカクマメ ’ウリズン' の小笠原適応性をはじ 

め、栽培と利用法の検討、ビタミン分析、緯度と 

収量解析等が解明 さ れ貴重な成果を あ げている 

(都立衛生研年報• 37)(熱研沖縄支所研究資料 

4 •1986)(第67回熱帯農業学会大会講演要旨)

④亜熱帯小笠原での低温期におけるエダマメ

の栽培試験

播種時期と収量の関係、長日条件の処理効果 

について、電照栽培の実証•同育苗技術の確立 

等が取り組まれ、有利栽培の実用性を可能にし 

た。(昭63年、64年各春季園芸学会発表要旨) 

(研報告 1990)
⑤小笠原における冬季スイートコーン栽培試験

温暖な気象条件をいかしたスイートコーンの 

冬季栽培の可能性について検討した。日長条件 

と生育•結実の関係、日長条件の低感応性品種 

の検索等を検討し、貴重な成果をあげた。(第67 
回熱帯農業学会大会講演要旨)(熱帯農業34 
別号1)
⑥小笠原 に おける プリンス メロン の栽培試験

温暖な気象条件を いかした高品質プリ ンスメ 

ロン栽培の実用化を検討した。特に根の伸長量 

と生育•収量の関係について検討した。そして、 

根の伸長 を促進 させることによっ て生育を促進 

させることが可能であることから、各種の根の 

伸長促進法について検討し、それらの実用性を 

確認した。(研報告22 1990)
⑦その他

台風被害対策試験として、べたがけ資材の効 

果について検討し被害回避の実用性を実証した。 

また、パッション フルーツ生垣の防風効果につ 

いて も 検討 した。(TARC 23rd intarnational symp.) 
(研報告22 1990)

(4)病害虫防除対策試験関係

①指定害虫アフリカマイマイ被害防除対策研究

ミカンコミバエ防除事業の終了後、亜熱帯農 

業セ ン ター内の病害虫実験棟の完成に ともない、 

本格的なアフリカマイマイ 被害防除対策研究が 

開始された。

まず、父島・母島における分布調査とマーキン 

グ手法の確立、交尾の条件(時期、時間について)、 

殻高分布および生長量の季節推移、産卵時期の特 

定と体内卵の孵化についての解明、 ギンネム林内 

の個体数変動とその要因の解明、低密度時の分布 

とその特徴、集落地域における高密度個体群の特 

徴、生長曲線の解明、室内人工飼育条件の解明、 

最近(平成8年以降) の小笠原諸島におけるアフ 

リカマイマイの生息状況調査等が取り組まれ、我 

が国における始めての本格的な調査研究が全国の 

注目を受けながら進められ、現在もなお継続して 

いる。(日応動昆第 31 回〜 37 回、39回、43 回 ～44 
回大会講演要旨) (日応動昆学会誌 32) (植物 

防疫43) (Mironesica Suppl. 3 1991.) (レポート 

平4、8、10年度)

②小笠原諸島 (父島、母島)の作物病原菌類

の同定、分類等

1932年よ り 1986年間の小笠原で発生 した各種 

の病気の標本を採種・保存し、培養可能な病原 

菌については保存菌株を作成した。これらの内 

同定された糸状菌は合計23種であった。これら 

を病原菌とする40種の病状を特定し、分類した。 

(研報告 20 1987)(植物防疫41)
③小笠原における最近の侵入害虫の発生生態

等について

多様な物質の移入に伴い、内地等からの侵入 

害虫が島内各地で確認されるようになり、被害 

の発生も確認されるようになってきた。 アメリ 

カシロヒトリによる食害植物 (13種)、ミカンコ 

ナジラミによる食害植物 (4種)、 アオバハゴロ 

モによる食害植物(多種で確認)、その他にヤク 

シマヨトウ、ナカジロフサヤガの生息を確認し 

た。また、アメリカ ヒロシ トリ の単一起源性に 

ついての考察等。(レポート 平7年度) (第40回、 

44回日応動昆大会講演要旨) 

③その他の成果等

a.クロイワニイニイとクマゼミの父島侵入の 

確認、b. オガサワラゼミに発生した流行病につ 

いて、c. 数種プラナリア類の行動解析等(第 42 
回、44 回 日 応動昆大会講演要旨他)(藤女子大学
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渦虫類捨遺集 42) (Cicada13) (第 46 回 日生態 

学会大会講演要旨集) (Applied Entomology 
and Zoology 34 (3))

②昭52、53、58、61 〜 63 年度、平3～10年度 

営農研修所成績報告書

③植物目録花き観葉植物、熱帯果樹編 (小笠 

原亜熱帯農業センター1976)
(5)その他の成績掲載冊子一覧

①昭46〜平 10年度小笠原亜熱帯農業セン タ ー

試験成績書

第22節 農業技術研修制度

明治の勧農政策に伴い外国からの導入された農 

作物の技術確立や農業の生産性の向上、技術革新 

の必要性から、科学的な農業技術の研究開発、指 

導普及および教育等が必要になってきた。一方、 

明治31年11月には東京府農会が細織され、同じく 

同 33 年4 月 に東京府立農事試験場が設立 さ れた。

また、農業に関する学理および実地に応用すべ 

き農業簿記等を教育するために、明治33年に府立 

農芸学校の前身農業補修学校が設立され、同41年 

には府立園芸学校、翌43年に府立農林学校が誕生 

し、農業の専門的教育の施設が整ってきた。

明治33年4月に東京府立農事試験場が設立された 

のを機に、見習生が存在していたようだが、正式 

な制度では無かったようである。修了生名簿が記 

載されて いる の は明治41年度以降であ ることから、 

この頃に見習生規程が制定され、以降、毎年見習 

生が巣立っていった。

大正7年4月に告示132号農事試験場練習生規程で 

名称が変更になった。この制度は当時の農学校卒 

業以上が甲種練習生で1か年とし、月 に手当て を 15 
圓を支給された。小学校卒業以上は乙種練習生で2 
か年とし、無給の練習生であった。修了後は自家 

経営者のほか郡または町村農会の技術員とし活躍 

した。その後、甲種は第1種に、乙種は第2種に改 

正され、昭和14年まで続いた。

昭和14年6月に告示529号で府立農会技術者養成 

所が農事試験場に併設され、定員20名期間は4月 か 

ら翌年5月までの1年2か月で、入所資格は農学校卒 

業以上になった。この制度は正式な学科と実習を 

取り入れた学校形態になり、農村の中堅人材や農 

林産物検査員の養成も行うようになった。

昭和20年4月に告示488号で東京都立農業技術員 

養成所と改称した。これは農会が農業会に改称し 

たためである。

昭和23年10月に条例162号および規則212号で農 

業会の解散に伴い東京都立農業技術者養成所に改 

称された。

昭和25年1月に条例3号および規則U号で東京都 

立農業講習所と改称し、農業改良助長法の目的に 

合う制度になった。すなわち、農業改良普及員等 

の養成、農業協同組合職員の養成、農業後継者の 

養成にな り、新制高校卒および同等以上の者とし、 

2か年間50名の研修になった。

昭和28年からは条例64号により農業試験場の農 

業講習所と して同46年まで2か年の研修が続いた。

昭和45年からは研修制度の改正で1か年研修に な 

り、園芸コース (野業、花き、果樹、植木)およ 

び畜産コースとして、農業後継者を主体に養成し 

ている。現在は高校卒や大学卒ばかりでなく、30 
代の企業からのUターン組も多くなっている。

☆研修修了者数

府立農事試験場見習生

明41～大7年 118名 修了

府立農事試験場練習生

大7～14年 55名 ク

府立農会技術員養成所

大14～昭15年 186名 ク
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府立農会技術者養成所 (農事試験場併設)

昭14～20年まで 27 名
都立農業技術員養成所

昭20～23年まで 54 名
都立農業農業技術者養成所

昭23〜25年まで 27名
都立農業講習所

昭 25 〜 28年 まで 18名

都立農業試験場農業講習所

昭28 〜 46年 まで 145名

農業試験場農業技術研修

昭46～平11年まで 213名

平成12年度14名 在籍
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